
 

 

「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」等の 

制定等について 

 

令和４年４月１日 

日 本 証 券 業 協 会 

 

Ⅰ．改正等の趣旨 

非上場企業の資金調達の円滑化と手段の多様化については、近年の政府の成長

戦略及び規制改革実施計画等において掲げられているところであり、本協会にお

いても、令和２年 11 月、「非上場株式の発行・流通市場の活性化に関する検討懇

談会」を設置して非上場株式取引制度の課題・改善策について検討を行い、令和

３年６月に取りまとめられた報告書において、特定投資家私募制度の整備を中心

とした改善案について提言を行ったところである。 

今般、上記報告書に基づき「非上場株式等の取引及び私募制度等に関するワー

キング・グループ」（以下「本 WG」という。）において行った検討を踏まえ、特定

投資家私募制度等の整備を行うため、「店頭有価証券等の特定投資家に対する投

資勧誘等に関する規則」の制定及び「外国証券の取引に関する規則」の一部改正

を行うこととする。 

また、上記報告書に盛り込まれた株主コミュニティ制度の改善や店頭取扱有価

証券に係る譲渡禁止期間の見直しを行うため、本 WG における検討を踏まえ「株主

コミュニティに関する規則」等の一部改正を行うこととする。 

 

Ⅱ．改正等の骨子 

１．「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」の制定 

(1) 目的等 

特定投資家における店頭有価証券等の取引を公正かつ円滑ならしめると

ともに、投資者保護に資することを目的とする旨を定める。 （第１条） 

 

(2) 定義 

この規則において使用する用語について定義を規定する。 （第２条） 

 

(3) 検証及び審査 

①取扱協会員は、新たに顧客に対して投資勧誘を行おうとする店頭有価証券等

について、当該店頭有価証券等の特性やリスクの内容を把握し、投資勧誘を

行うことがふさわしいか否か及び投資勧誘を行う顧客の範囲について検証

しなければならないこととする。 （第３条第１項） 

②取扱協会員は、店頭有価証券及び投資証券等の検証を行う場合における、当
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該店頭有価証券及び投資証券等に関する審査項目について定める。 

  （第３条第２項） 

③検証及び審査の内容等の保存期間について定める。 （第３条第３項） 

 

(4) 発行者との反社会的勢力排除のための契約内容 

取扱協会員は、店頭有価証券等の発行者との間で、当該発行者が反社会的

勢力でない旨を確約すること等について、契約を締結しなければならないこ

ととする。 （第４条） 

 

(5) 反社会的勢力の排除 

取扱協会員は、店頭有価証券等の発行者が反社会的勢力に該当すると認め

られた場合又は反社会的勢力と関係があることが判明した場合は、当該店頭

有価証券等の投資勧誘を行ってはならないこととする。 （第５条） 

 

(6) 特定証券情報の提供又は公表 

①特定証券情報の提供又は公表を投資勧誘の要件とすることを定める。 

 （第６条第１項） 

②特定証券情報の提供又は公表の方法について定める。 （第６条第２項） 

③特定証券情報の様式について定める。 （第６条第３項） 

④特定証券情報の訂正について定める。 （第６条第４項） 

⑤取扱協会員は、発行者に対して特定証券情報の提供又は公表についての規定

を遵守させるよう努めなければならない。 （第６条第５項） 

 

(7) 発行者情報の提供又は公表 

①発行者情報の提供又は公表に関する義務について定める。（第７条第１項） 

②発行者情報の提供又は公表の方法について定める。 （第７条第２項） 

③発行者情報の様式について定める。 （第７条第３項） 

④発行者情報を公表する場合の継続公表期間について定める。 

  （第７条第４項） 

⑤発行者情報の訂正について定める。 （第７条第５項） 

⑥取扱協会員は、発行者に対して発行者情報の提供又は公表についての規定を

遵守させるよう努めなければならない。 （第７条第６項） 

 

(8) 投資勧誘の要件 

取扱協会員が店頭有価証券等の投資勧誘を行う際の要件について定める。

 （第８条） 

 

(9) 既存株主による売付けに係る勧誘 
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取扱協会員は、金商法の規定に抵触することがないよう留意をしたうえで、

店頭有価証券等を保有する顧客に対して、当該店頭有価証券等の売付けをす

るよう勧誘することができることとする。 （第９条第１項、第２項） 

 

(10) 取引開始時の説明書の交付及び確認書の徴求 

取扱協会員が顧客と店頭有価証券等について初めて取引を行う際の説明

書の交付及び確認書の徴求義務について定める。 （第 10 条） 

 

(11) 個別銘柄に係る説明書の交付等 

取扱協会員が投資勧誘を行う際の個別銘柄に係る説明書の交付等につい

て定める。 （第 11 条） 

 

(12) 社内規則及び取扱要領 

①取扱協会員における社内規則及び当該社内規則に基づく取扱要領の作成等

について定める。 （第 12 条第１項） 

②取扱要領の変更並びに本協会への提出及び公表について定める。 

（第 12 条第２項、第３項） 

 

(13) 取扱協会員としての届出及び公表 

協会員が取扱協会員となるための手続き等について定める。 

 （第 13 条第１項、第２項、第３項） 

 

(14) 取扱協会員としての指定の取消し 

①取扱協会員としての取消しを希望する際の手続きについて定める。 

（第 14 条第１項） 

②本協会が法令又は本協会の規則に違反する等の事由により必要であると認

める場合には、取扱協会員としての指定の取消し又は停止ができる旨につい

て定める。 （第 14 条第２項） 

③取扱協会員としての指定の取消し又は停止の手続きについて定める。 

  （第 14 条第３項） 

④取扱協会員としての指定の取消し又は停止についての公表について定める。

 （第 14 条第４項） 

⑤協会員は取扱協会員として行った業務に起因する義務及び責任を負うこと

とする。 （第 14 条第５項） 

 

(15) 本協会への報告 

取扱協会員は、本規則に基づく投資勧誘に係る取引の状況について、本

協会に報告することとする。 （第 15 条） 
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(16) 本協会による照会等 

本協会は、取扱協会員に対して必要に応じて照会等を行うことができる

こととするとともに、取扱協会員は当該照会等に応じなければならないこ

ととする。 （第 16 条第 1 項、第２項） 

 

(17) 電磁的方法による交付等 

書面の電磁的方法による提供及び確認書の電磁的方法による提出につい

て定める。 （第 17 条第１項、第２項） 

 

２．「外国証券の取引に関する規則」の一部改正について 

(1) 「外国新株予約権付社債券」の定義を新設する。 

（第２条第４号の２） 

 

(2) 国内の取引所金融商品市場への上場がなされていない外国株券、外国新株

予約権証券、外国新株予約権付社債券、外国投資信託受益証券、外国投資

証券又は外国新投資口予約権証券の特定投資家向け売付け勧誘等又は特定

投資家私募若しくは特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いについて、「店

頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」の規定を準

用することとする。 （第 49 条第１項） 

 

(3) 第 49 条第１項に基づき投資勧誘を行う外国株券、クローズド・エンド型

の外国投資信託受益証券及びクローズド・エンド型の外国投資証券に係る

要件を定める。 （第 49 条第２項） 

 

(4) 投資勧誘を行う有価証券に関する審査項目について定める。 

 （第 50 条） 

 

(5) 特定証券情報及び発行者情報の様式について定める。 （第 51 条） 

 

(6) 取扱協会員における社内規則の内容等について定める。 （第 52 条） 

 

(7) その他、「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」

を準用することに伴う所要の整備を図る。 

 

３．「株主コミュニティに関する規則」の一部改正について 

(1) 株主コミュニティへの参加に関する勧誘が可能となる者（参加勧誘対象

者）を拡充する。 （第９条第２項） 
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(2) 店頭取扱有価証券に該当する場合は、株主コミュニティへの参加勧誘を行

うことができることとし、そのために必要な規定を新設する。  

（第９条第３項） 

 

(3) 会社内容説明書の作成会社について、運営会員が取得すべき情報に係る規

定を整備する。 （第 13 条第２項） 

 

(4) 株主コミュニティの参加者以外の者に対する投資勧誘の特例として、会社

関係者等や既存株主への投資勧誘を追加する。 （第 16 条の３） 

 

(5) その他所要の整備を図る。 

 

４．「店頭有価証券に関する規則」の一部改正について 

(1) 適格機関投資家について、店頭有価証券の２年間の譲渡制限を撤廃する。

 （第４条第３項） 

 

(2) その他所要の整備を図る。 

 

Ⅲ．施行の時期 

この改正は、令和４年７月１日から施行する。 

 

以  上 

 

○ 本件に関するお問い合わせ先： 

日本証券業協会 自主規制本部 エクイティ市場部 （03-6665-6770） 
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「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」 

 

令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 

 

第 １ 章  総     則 

 

（目  的） 

第 １ 条 この規則は、店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘及び特定証

券情報等の提供又は公表等に関して必要な事項を定めることにより、特定投資家

における店頭有価証券等の取引を公正かつ円滑ならしめるとともに、投資者保護

に資することを目的とする。 

 

（定  義） 

第 ２ 条 この規則において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定める

ところによる。 

１ 店頭有価証券 

「店頭有価証券に関する規則」第２条第１号に規定する店頭有価証券をいう。 

２ 投資信託受益証券 

金融商品取引法（以下「金商法」という。）第２条第１項第 10 号に規定する

投資信託の受益証券であって、取引所金融商品市場に上場されていないものを

いう。 

３ 投資証券等 

金商法第２条第１項第 11 号に規定する投資証券又は新投資口予約権証券で

あって、取引所金融商品市場に上場されていないものをいう。 

４ 投資信託等 

投資信託受益証券及び投資証券等をいう。 

５ 店頭有価証券等 

店頭有価証券及び投資信託等をいう。 

６ 特定投資家向け有価証券 

金商法第４条第３項に規定する特定投資家向け有価証券をいう。 

７ 特定証券情報 

金商法第 27 条の 31 第１項に規定する特定証券情報をいう。 

８ 発行者情報 

金商法第 27 条の 32 第１項に規定する発行者情報をいう。 

９ 取扱協会員 

本規則の定めるところにより店頭有価証券等の投資勧誘を行うことができる

ものとして本協会が指定した協会員をいう。 

10 反社会的勢力 
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「定款の施行に関する規則」第 15 条に規定する反社会的勢力をいう。 

 

第 ２ 章  店頭有価証券等の審査等 

 

（検証及び審査） 

第 ３ 条 取扱協会員は、本規則に基づき新たに顧客（特定投資家（金商法第２条

第 31 項に規定する特定投資家（同法第 34 条の２第５項の規定により特定投資家

以外の顧客とみなされる者を除き、同法第 34 条の３第４項（同法第 34 条の４第

６項において準用する場合を含む。）の規定により特定投資家とみなされる者を

含む。）をいう。）に限る。第９条、第 10 条及び第 11 条本文を除いて、以下同じ。）

に対して投資勧誘を行おうとする店頭有価証券等について、当該店頭有価証券等

の特性やリスクの内容を把握し、投資勧誘を行うことがふさわしいか否か及び投

資勧誘を行う顧客の範囲について検証しなければならない。 

２ 取扱協会員は、前項の規定に基づき店頭有価証券及び投資証券等の検証を行う

場合、第 12 条の規定により当該取扱協会員が策定した社内規則に従って、次の各

号に掲げる有価証券の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる事項について審査

を行わなければならない。 

１ 店頭有価証券 

イ 発行者及びその行う事業の実在性 

ロ 発行者の財務状況 

ハ 発行者の法令遵守状況を含めた社会性 

ニ 発行者の反社会的勢力への該当性、反社会的勢力との関係の有無及び反社

会的勢力との関係排除への仕組みとその運用状況 

ホ 当該取扱協会員と発行者との利害関係の状況 

へ 当該店頭有価証券に投資するにあたってのリスク 

ト 私募（金商法第２条第３項第２号ロに掲げる場合に限る。以下同じ。）又は

私募の取扱いを行う場合にあっては、事業計画の妥当性、資金使途の妥当性 

２ 投資証券等 

イ 資産の運用等に関する体制整備の状況 

ロ 発行者の法令遵守状況を含めた社会性 

ハ 発行者の反社会的勢力への該当性、反社会的勢力との関係の有無及び反社

会的勢力との関係排除への仕組みとその運用状況 

３ 第１項の検証及び前項の審査を行った取扱協会員は、当該検証及び審査の内容

及び結果並びにその理由を、最後に当該店頭有価証券等の投資勧誘を行った日

（検証及び審査の結果、投資勧誘を行わないこととなった場合には、当該検証及

び審査が終了した日）から５年間保存する。 

 

（発行者との反社会的勢力排除のための契約内容） 
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第 ４ 条 取扱協会員は、本規則に基づき顧客に対して店頭有価証券等の投資勧誘

を行おうとする場合には、当該店頭有価証券等の発行者との間で、次の各号に掲

げる事項について書面又は電磁的記録により契約書を作成する方法により契約

を締結しなければならない。 

１ 発行者が反社会的勢力でない旨を確約すること。 

２ 前号の確約が虚偽であると認められた場合は、当該取扱協会員の申出により、

当該発行者が発行する店頭有価証券等の取扱いに係る契約が解除されること。 

３ 発行者が反社会的勢力に該当すると認められた場合は、当該取扱協会員の申

出により、当該発行者が発行する店頭有価証券等の取扱いに係る契約が解除さ

れること。 

 

（反社会的勢力の排除） 

第 ５ 条 取扱協会員は、店頭有価証券等の発行者が反社会的勢力に該当すると認

められた場合又は反社会的勢力と関係があることが判明した場合は、当該店頭有

価証券等の投資勧誘を行ってはならない。 

 

第 ３ 章  特定証券情報及び発行者情報 

 

（特定証券情報の提供又は公表） 

第 ６ 条 取扱協会員は、店頭有価証券等に係る特定証券情報（ただし、金融商品

取引法施行令（以下「金商法施行令」という。以下同じ。）第 14 条の 14 で定める

場合にあっては特定証券情報と同等の情報をいう。以下同じ。）が投資勧誘の相手

方に提供又は公表されている場合に限り、当該店頭有価証券等について第８条に

基づく投資勧誘を行うことができる。 

２ 前項に規定する店頭有価証券等に係る特定証券情報の提供又は公表は、次の各

号に掲げる方法のいずれかによるものとする。 

１ 発行者又は投資勧誘を行う取扱協会員が、当該投資勧誘を行う相手方に対し

て、当該投資勧誘を行う時までに書面又は電磁的方法により提供する方法。 

２ 発行者又は投資勧誘を行う取扱協会員が、証券情報等の提供又は公表に関す

る内閣府令（以下「証券情報等府令」という。）第 11 条第３号の規定に従い、

当該発行者又は当該取扱協会員のウェブサイトにおいて、当該特定証券情報の

公表をした日から１年を経過する日までの間（当該特定証券情報に係る有価証

券について開示が行われている場合又は当該特定証券情報に係る有価証券が消

却、償還その他の理由により存しないこととなった場合に該当することとなっ

た場合には、当該該当することとなった日までの間。以下本条において同じ。）

継続して公表する方法。 
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３ 第１項に規定する特定証券情報は、次の各号に掲げる有価証券の区分に応じ、

それぞれ当該各号に掲げる様式を用いて、本協会が別に定める「記載上の注意事

項」に従って発行者が作成したものでなければならない。 

１ 店頭有価証券 

様式１ 

２ 投資信託受益証券 

様式２ 

３ 投資証券等 

様式３ 

４ 発行者又は投資勧誘を行う取扱協会員は、第２項の規定により提供又は公表さ

れた特定証券情報について、当該提供又は公表をした日から１年を経過する日ま

での間に訂正すべき事項があるときは、当該訂正の内容に係る情報を、当該特定

証券情報を提供し又は公表した方法と同一の方法により、当該特定証券情報に係

る店頭有価証券等の投資勧誘を行う相手方及び当該店頭有価証券等の所有者に

対して提供し、又は公表するものとする。 

５ 取扱協会員は、発行者に対して特定証券情報の提供又は公表の方法について説

明を行い、当該方法を遵守させるよう努めなければならない。 

 

（発行者情報の提供又は公表） 

第 ７ 条 取扱協会員は、次条の規定に基づく投資勧誘により店頭有価証券等を保

有するに至った顧客に対し、当該店頭有価証券等に係る発行者情報を自ら提供若

しくは公表又は発行者による提供若しくは公表が行われていることを確認しな

ければならない。ただし、証券情報等府令第７条第５項各号及び第８条第１項各

号に掲げる場合にあっては、この限りでない。 

２ 前項に規定する店頭有価証券等に係る発行者情報の提供又は公表については、

次の各号に掲げる方法のいずれかによるものとする。なお、当該各号の規定によ

り取扱協会員が合理的と認める期間を定める場合には、当該期間及び当該期間を

定めた理由をあらかじめ書面又は電磁的方法により本協会に報告しなければな

らない。 

１ 発行者が発行する特定投資家向け有価証券である店頭有価証券等を保有する

者に対して、当該発行者の事業年度（投資信託受益証券にあっては、金商法第

24 条第５項により読み替えられた同条第１項に規定する特定期間のことをい

う。以下同じ。）ごとに、最近事業年度の末日を経過した日から３か月以内（災

害の発生等のやむを得ない理由により当該期間内に提供できない場合には、取

扱協会員が合理的と認める期間内）に、当該事業年度に係る発行者情報を、書

面又は電磁的方法により提供する方法。 

２ 発行者又は投資勧誘を行う取扱協会員が、証券情報等府令第 11 条第３号の

規定に従い、当該発行者又は当該取扱協会員のウェブサイトにおいて、最近事
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業年度の末日を経過した日から３か月以内（災害の発生等のやむを得ない理由

により当該期間内に公表できない場合には、取扱協会員が合理的と認める期間

内）に、当該事業年度に係る発行者情報を作成し公表する方法。 

３ 第１項に規定する発行者情報は、次の各号に掲げる有価証券の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に掲げる様式を用いて、本協会が別に定める「記載上の注意事項」

に従って発行者が作成したものでなければならない。 

１ 店頭有価証券 

様式４ 

２ 投資信託受益証券 

様式５ 

３ 投資証券等 

様式６ 

４ 第１項の規定により発行者情報を公表する場合、当該発行者情報は、公表した

日から当該発行者情報に係る事業年度の翌事業年度に係る発行者情報の提供又

は公表をする日までの間（ただし、次の各号に掲げる場合に該当する場合は、そ

れぞれ当該各号に定める期間）継続して公表するものとする。 

１ 証券情報等府令第７条第５項各号に該当することとなった場合 

当該公表をした日から当該各号に該当することとなった日までの期間 

２ 当該発行者情報に係る有価証券が消却、償還その他の理由により存しないこ

ととなった場合 

当該発行者情報の公表をした日から当該有価証券が存しないこととなった日

までの期間 

５ 第１項の規定により提供又は公表された発行者情報について訂正すべき事項

があるときは、発行者又は投資勧誘を行う取扱協会員は、当該発行者情報の内容

を訂正する旨の情報を、当該発行者情報を提供し又は公表した方法と同一の方法

により、発行者情報を提供した相手方及び当該店頭有価証券等の所有者に対して

提供し、又は公表するものとする。 

６ 取扱協会員は、発行者に対して発行者情報の提供又は公表の方法について説明

を行い、当該方法を遵守させるよう努めなければならない。 

 

第 ４ 章  投資勧誘及び取引の方法 

 

（投資勧誘の要件） 

第 ８ 条 取扱協会員は、次の各号に掲げる場合に応じ、それぞれ当該各号に定め

る要件をみたすことを確認したときに限り、顧客に対して当該店頭有価証券等の

投資勧誘を行うことができる。 

１ 投資勧誘が私募又は私募の取扱いに該当するものである場合 

金商法施行令第１条の５の２第２項に定める要件に合致すること。 
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２ 投資勧誘が特定投資家向け売付け勧誘等又は特定投資家向け売付け勧誘等の

取扱いに該当するものである場合 

金商法施行令第１条の８の２に定める要件に合致すること。 

 

（既存株主による売付けに係る勧誘） 

第 ９ 条 取扱協会員は、前条第２号に基づく投資勧誘を行う場合、当該投資勧誘

に係る店頭有価証券等を保有する顧客に対して、当該顧客が当該店頭有価証券等

の売付けをするよう勧誘することができる。 

２ 取扱協会員は、前項に規定する勧誘を行う場合には、金商法第 40 条の４の規定

に抵触することがないよう留意するものとする。 

 

（取引開始時の説明書の交付及び確認書の徴求） 

第 10 条 取扱協会員は、第８条に基づいて投資勧誘を行った結果、顧客（金商法

第 34 条の４第６項において準用される金商法第 34 条の３第４項の規定により特

定投資家とみなされる者に限る。以下本条及び次条本文において同じ。）と次の各

号に掲げる有価証券のいずれかについて初めて取引を行おうとするときは、当該

顧客に対し、当該各号に掲げる有価証券の区分に応じたリスクを記載した書面を

交付し、当該リスクを説明するとともに、当該説明書に記載された事項を理解し、

当該顧客の判断と責任において取引を行う旨の書面による確認書を徴求するも

のとする。 

１ 店頭有価証券 

２ 投資信託等 

 

（個別銘柄に係る説明書の交付等） 

第 11 条 取扱協会員は、第８条に基づいて投資勧誘を行う際には、当該投資勧誘

の相手方となる顧客に対して、次の各号に掲げる事項を記載した書面による説明

書を交付するとともに、これらについて十分に説明しなければならない。 

１ 想定する顧客の範囲 

２ 損失が生じるリスクの内容 

３ 換金・解約の条件 

４ 当該投資勧誘に係る店頭有価証券と異なる種類の有価証券（金融商品取引法

第二条に規定する定義に関する内閣府令第 10 条の２に規定する同一種類の有

価証券でないものをいう。以下同じ。）に係る重要な事項（発行者が当該投資勧

誘に係る店頭有価証券と異なる種類の有価証券を発行している場合に限る。） 

５ 発行者情報の提供又は公表の方法 

６ その他取扱協会員が必要と認める事項 

 

第 ５ 章  内部管理体制 
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（社内規則及び取扱要領） 

第 12 条 取扱協会員は、本規則に基づき投資勧誘を行おうとする次の各号に掲げ

る有価証券の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる事項を社内規則において規

定するとともに、当該社内規則に定めた事項を適切に遂行するための体制を整備

しなければならない。 

１ 店頭有価証券 

イ 第３条の規定により行う検証及び審査に関する事項 

ロ 発行者に関する情報の取得に関する事項 

ハ 特定投資家の管理に関する事項 

ニ 店頭有価証券の受渡しに関する事項 

ホ 不公正取引の確認に関する事項 

へ その他取扱協会員が必要と認める事項 

２ 投資信託等 

イ 第３条の規定により行う検証及び審査に関する事項（投資信託受益証券に

あっては、審査に関する事項を除く。） 

ロ 投資信託等に関する情報の取得に関する事項 

ハ 特定投資家の管理に関する事項 

ニ 投資信託等の受渡しに関する事項 

ホ その他取扱協会員が必要と認める事項 

２ 取扱協会員は、前項に定める社内規則の内容に基づき取扱要領を作成し、本協

会に提出するとともに、公表しなければならない。 

３ 取扱協会員は、投資勧誘を行う有価証券の区分に変更又は追加がある場合には、

あらかじめ第１項に定める社内規則及び前項に定める取扱要領の内容を変更し、

変更後の取扱要領を本協会に提出するとともに、公表しなければならない。 

 

（取扱協会員としての届出及び公表） 

第 13 条 取扱協会員となろうとする協会員は、本規則に基づく投資勧誘を開始す

る 15 営業日前までに、所定の様式による取扱協会員指定届出書、前条に基づき作

成する取扱要領その他本協会が必要と認める書類を本協会に提出しなければな

らない。 

２ 本協会は、前項の規定により提出された書類に不備がないと認める場合は、前

項の届出を行った協会員を取扱協会員として指定する。ただし、当該協会員が法

令又は本協会の規則に違反する等の事由により必要と認める場合は、これを指定

しないことができる。 

３ 本協会は、前項の規定に基づき指定した取扱協会員の名称を公表する。 

 

（取扱協会員としての指定の取消し） 
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第 14 条 取扱協会員としての指定の取消しを希望する取扱協会員は、当該指定の

取消しを希望する日の５営業日前までに、所定の様式による取扱協会員指定取消

届出書を本協会に提出しなければならない。 

２ 本協会は、法令又は本協会の規則に違反する等の事由により必要と認める場合

は、前項の届出によらずに、取扱協会員としての指定を取り消す又は期間を定め

て指定を停止することができる。 

３ 本協会は、第１項の届出を受けた場合は当該届出を行った取扱協会員が希望す

る日に、前項の場合は本協会が必要と認める日に、取扱協会員としての指定を取

り消す又は指定を停止することとする。 

４ 本協会は、前項の規定に基づき指定の取消し又は停止を行った取扱協会員の名

称を公表する。 

５ 協会員は、第３項の規定により取扱協会員としての指定を取り消された後又は

指定を停止されている間においても、引き続き、取扱協会員として行った業務に

起因する義務及び責任を負わなければならない。 

 

第 ６ 章  雑則 

 

（本協会への報告） 

第 15 条 取扱協会員は、自社が行う本規則に基づく投資勧誘に係る取引の状況に

ついて、当該取引を行った日の属する月の翌月の 15 日（私募又は私募の取扱いに

係る取引については、当該私募又は私募の取扱いの期間が終了した日の属する月

の翌月の 15 日）（当日が休業日の場合は、翌営業日）までに、本協会が別に定め

るところにより、本協会に報告しなければならない。 

 

（本協会による照会等） 

第 16 条 本協会は、取扱協会員の取扱要領の内容又は本規則に基づく業務の状況

に関して必要があると認める場合は、当該取扱協会員に対し、照会、事情聴取又

は資料の徴求を行うことができる。 

２ 取扱協会員は、前項に規定する照会、事情聴取又は資料の徴求に応じなければ

ならない。 

 

（電磁的方法による交付等） 

第 17 条 取扱協会員は、第 10 条及び第 11 条に規定する書面の交付に代えて、「書

面の電磁的方法による提供等の取扱いに関する規則」（以下「書面電磁的提供等規

則」という。）に定めるところにより、当該書面に記載すべき事項について電子情

報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により提供

することができる。この場合において、当該取扱協会員は、当該書面を交付した

ものとみなす。 
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２ 取扱協会員は、第 10 条に規定する書面による確認書の徴求に代えて、書面電磁

的提供等規則に定めるところにより、当該確認書に記載すべき事項について電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により提

供を受けることができる。この場合において、当該取扱協会員は、当該確認書を

徴求したものとみなす。 

 

付   則 

 

この規則は、令和４年７月１日から施行する。 
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特定証券情報 様式１ 

（店頭有価証券） 

 

 

 

特定証券情報 

 

【表紙】 

【書類名】特定証券情報 

【提供日又は公表日】 年 月 日（２） 

【発行者の名称】（３） 

【代表者の役職氏名】（４） 

【本店の所在の場所】 

【事務連絡者氏名】 

【電話番号】 

【有価証券の種類】（５） 

【有価証券の発行価額又は売付け価額の総額】（６） 

【公表されるホームページのアドレス】（７） 

 

 

第一部【証券情報】 

第１【特定投資家向け取得勧誘の要項】 

１【新規発行株式】（８） 

発行数（株） 
 

内容  

 

２【特定投資家向け取得勧誘の方法及び条件】 

（１）【特定投資家向け取得勧誘の方法】（９） 

形態 発行数（株） 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額

（円） 

    

    

    

計（総発行株式）    

 

（２）【特定投資家向け取得勧誘の条件】（10） 

発行価格（円）  

資本組入額（円）  

申込株数単位（株）  

申込期間  

払込期日  

取得勧誘の委託を受

けた者の住所及び氏
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特定証券情報 様式１ 

（店頭有価証券） 

 

名又は名称 

取得勧誘の委託契約

の内容 

 

 

（３）【払込取扱場所】 

店名 所在地 

  

 

３【新規発行新株予約権証券】（11） 

（１）【特定投資家向け取得勧誘の条件】 

発行数（個）  

発行価額の総額（円）  

発行価格（円）  

申込手数料（円）  

申込単位（個）  

申込期間  

割当日  

払込期日  

払込取扱場所  

取得勧誘の委託を受けた者の住所及

び氏名又は名称 

 

取得勧誘の委託契約の内容  

 

（２）【新株予約権の内容等】 

新株予約権の目的となる株式の種類  

新株予約権の目的となる株式の数

（株） 

 

新株予約権の行使時の払込金額

（円） 

 

新株予約権の行使により株式を発行 

する場合の株式の発行価額の総額

（円） 

 

新株予約権の行使により株式を発行 

する場合の株式の発行価格及び資本 

組入額（円） 

 

新株予約権の行使期間  

新株予約権の行使請求の受付場所、

取次場所及び払込取扱場所 

 

新株予約権の行使の条件  
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特定証券情報 様式１ 

（店頭有価証券） 

 

自己新株予約権の取得の事由及び取

得の条件 

 

新株予約権の譲渡に関する事項  

代用払込みに関する事項  

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項 

 

 

４【新規発行新株予約権付社債券】（12） 

（１）【特定投資家向け取得勧誘の条件】 

銘柄  

記名・無記名の別  

券面総額又は振替社債の総額（円）  

各社債の金額（円）  

発行価額の総額（円）  

発行価格（円）  

利率（％）  

利払日  

利息支払の方法  

償還期限  

償還の方法  

申込期間  

払込期日  

担保の種類  

担保の目的物  

担保の順位  

先順位の担保をつけた債権の金額

（円） 

 

担保の目的物に関し担保権者に対抗

する権利 

 

担保付社債信託法上の受託会社  

担保の保証  

財務上の特約（担保提供制限）  

財務上の特約（その他の条項）  

取得勧誘の委託を受けた者の住所及

び氏名又は名称 

 

取得勧誘の委託契約の内容  

 

（２）【新株予約権付社債に関する事項】 

新株予約権の目的となる株式の種類  
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特定証券情報 様式１ 

（店頭有価証券） 

 

新株予約権の目的となる株式の数

（株） 

 

新株予約権の行使時の払込金額

（円） 

 

新株予約権の行使により株式を発行 

する場合の株式の発行価額の総額

（円） 

 

新株予約権の行使により株式を発行 

する場合の株式の発行価格及び資本 

組入額（円） 

 

新株予約権の行使期間  

新株予約権の行使請求の受付場所、

取次場所及び払込取扱場所 

 

新株予約権の行使の条件  

自己新株予約権の取得の事由及び取

得の条件 

 

新株予約権の譲渡に関する事項  

代用払込みに関する事項  

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項 

 

 

５【新規発行等の理由及び新規発行による手取金の使途】 

（１）【新規発行等による手取金の額】（13） 

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円） 

   

 

（２）【新規発行等の理由及び手取金の使途】（14） 

 

第２【特定投資家向け売付け勧誘等の要項】 

１【売付け有価証券】（15） 

（１）【売付け株式】 

株式の種類 売付け数（株） 売付け価額の総額

（円） 

売付けに係る株式の所

有者の住所及び氏名又

は名称 

    

 

（２）【売付け新株予約権証券】 

売付け数（個） 売付け価額の総額（円） 売付けに係る新株予約権証券の

所有者の住所及び氏名又は名称 
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（新株予約権の内容等） 

 

（３）【売付け新株予約権付社債券】 

売付け数（口） 売付け価額の総額（円） 売付けに係る新株予約権付社債

券の所有者の住所及び氏名又は

名称 

   

 

（新株予約権付社債の内容等） 

 

２【売付けの条件】（16） 

売付け価格（円）  

申込期間  

申込単位  

売付けの委託を受け

た者の住所及び氏名

又は名称 

 

売付けの委託契約の

内容 

 

 

第３【事業等のリスク】（17） 

 

第二部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【沿革】（18） 

２【事業の内容】（19） 

３【従業員の状況】（20） 

４【経営上の重要な契約等】（21） 

第２【発行者の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】（22） 

発行可能株式総数

（株） 

未発行株式数（株） 発行数（株） 内容 

    

    

計   ― 

 

（２）【新株予約権等の状況】（23） 
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区分 最近事業年度末現在 

（ 年 月 日） 

提供日又は公表日の前月末現在 

（ 年 月 日） 

新株予約権の数（個）   

新株予約権のうち自己新株予約

権の数（個） 

  

新株予約権の目的となる株式の

種類 

  

新株予約権の目的となる株式の

数（株） 

  

新株予約権の行使時の払込金額

（円） 

  

新株予約権の行使期間   

新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円） 

  

新株予約権の行使の条件   

新株予約権の譲渡に関する事項   

代用払込みに関する事項   

組織再編成行為に伴う新株予約

権の交付に関する事項 

  

 

（３）【議決権の状況】（24） 

年 月 日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式  ―  

議決権制限株式（自己

株式等） 

 ―  

議決権制限株式（その

他） 

   

完全議決権株式（自己

株式等） 

 ―  

完全議決権株式（その

他） 

   

単元未満株式  ―  

発行済株式総数  ― ― 

総株主の議決権 ―  ― 

 

２【役員の状況】（25） 

役名 職名 氏名 生年月 略歴 任期 所有株式数
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日 （株） 

       

       

       

計  

 

３【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】（26） 

第３【経理の状況】 

【計算書類】（27） 

①【貸借対照表】 

②【損益計算書】 

③【個別注記表】 

④【附属明細表】 

第４【株主の状況】（28） 

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 株式総数に対する所有

株式数の割合（％） 

    

    

    

計 ―   
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（記載上の注意） 

（１） 一般的事項 

ａ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがたいやむを得ない事情が

ある場合には、これに準じて記載すること。 

ｂ 以下の規定により記載が必要とされている事項に加えて、特定証券情報の各記載項目に関連し

た事項を追加して記載することができる。 

ｃ 記載事項のうち金額に関する事項について、本邦通貨以外の通貨建ての金額により表示してい

る場合には、主要な事項について本邦通貨に換算した金額を併記すること。 

ｄ 本邦通貨以外の通貨建ての金額を本邦通貨に換算する場合には、一定の日における為替相場に

より換算することとし、換算に当たって採用した換算の基準として当該日、換算率、為替相場の

種類その他必要な事項を欄外に注記すること。 

ｅ 発行者が連結計算書類を作成している場合には、計算書類として連結計算書類を記載すること

ができる。この場合において、計算書類に係る様式及び記載上の注意は、連結計算書類に係るも

のとして読み替えられるものとする。 

ｆ 発行者が既に１年間継続して企業内容等の開示に関する内閣府令第９条の３第２項に規定する

有価証券報告書を提出している場合には、本様式第二部に代えて、その旨及び有価証券報告書を

縦覧に供している場所を記載すれば足りる。 

（１－２） 組込方式 

ａ 発行者情報の提供又は公表を行っている発行者は、当該発行者の最近事業年度に係る発行者情報

及び訂正発行者情報を特定証券情報に添付することにより、本様式第二部の記載に代えることができ

る。 

ｂ 最近事業年度の計算書類及び事業報告（会社法第435条第２項に規定する計算書類及び事業報告を

いう。）において本様式第二部に規定する事項を記載している発行者は、当該計算書類及び事業報告

を特定証券情報に添付することにより、本様式第二部における当該事項の記載に代えることができ

る。 

（２） 提供日又は公表日 

特定証券情報の提供日（提供日が異なる場合は、提供日のうち最も早い日をいう。以下同じ。）

又は公表日を記載すること。 

（３） 発行者の名称 

発行者の名称を特定証券情報の提供又は公表に用いる言語で記載し、原語名がこれらと異なる場

合には、原語名を括弧内に記載すること。また、これらに加えて、英語の表記を括弧内に記載して

も差し支えない。 

（４） 代表者の役職氏名 

特定証券情報の提供又は公表について、正当な権限を有する者の役職氏名を記載すること。 

（５） 有価証券の種類 

特定証券情報により提供又は公表の対象とした特定投資家向け取得勧誘又は特定投資家向け売付

け勧誘等に係る有価証券の種類を記載すること。 

（６） 有価証券の発行価額又は売付け価額の総額 

ａ 特定証券情報により提供又は公表の対象とした特定投資家向け取得勧誘又は特定投資家向け売

付け勧誘等ごとに、発行価額の総額又は売付け価額の総額を記載すること。なお、対象となる有
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価証券が新株予約権証券である場合には、当該新株予約権証券の発行価額又は売付け価額の総額

に当該新株予約権証券に係る新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金

額を併せて記載すること。「発行価格」若しくは「売付け価格」を記載しないで特定証券情報を

提供若しくは公表する場合又は算式表示により特定証券情報を提供若しくは公表する場合には、

特定証券情報の提供日又は公表日現在におけるこれらの総額の見込額を記載し、その旨を注記す

ること。 

ｂ 本邦通貨への換算に当たって採用した換算の基準を注記すること。 

（７） 公表されるホームページのアドレス 

特定証券情報及び発行者情報（これらの訂正情報を含む。）を公表する場合には、公表されるホ

ームページのアドレスをすべて記載すること。 

（８） 新規発行株式 

ａ 新規発行株式の種類ごとに、「発行数」及び「内容」を記載すること。 

ｂ 「内容」の欄には、単元株式数を含め、株式の内容を具体的に記載すること。この場合におい

て、発行者が種類株式発行会社（会社法第２条第13号に規定する種類株式発行会社をいう。以下

同じ。）であるときは、同法第108条第１項各号に掲げる事項について定款、株主総会決議又は

取締役会決議により定めた内容及び同法第322条第２項に規定する定款の定めの有無を記載する

こと。なお、発行者が同法第107条第１項各号に掲げる事項を定めている場合には、その具体的

内容を記載すること。 

ｃ 欄外には、新株発行を決議した取締役会若しくは株主総会の決議の年月日又は行政庁の認可を

受けた年月日を記載すること。一部払込発行の場合には、その決議内容についても記載するこ

と。 

ｄ 発行者が新規発行株式と異なる種類の株式についての定めを定款に定めている場合には、欄外

にその旨を記載すること。この場合において、新規発行株式と当該異なる種類の株式の単元株式

数又は議決権の有無若しくはその内容に差異があるときは、その旨及びその理由を欄外に記載す

ること。 

ｅ 特定証券情報の対象となる新規発行株式の特定投資家向け取得勧誘と同時に準備金の資本組入

れ等による新規株式の発行が行われる場合には、その旨を注記すること。 

ｆ 特定証券情報の対象とした特定投資家向け取得勧誘が自己株式の処分にかかるもの（金融商品

取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令第９条第１号に定める売付けの申込み又は買付け

の申込みの勧誘をいう。）である場合には、その旨を欄外に記載すること。 

（９） 特定投資家向け取得勧誘の方法 

ａ 「形態」の欄には、特定投資家向け取得勧誘を株主割当てとそれ以外のものに区分して記載す

ること。 

株主割当てについては割当日、割当比率等を、株主割当て以外のものについては発行者が直接

勧誘するものとその他のものに区分しその発行数を、それぞれ欄外に記載すること。なお、株主

割当て以外のものの場合であって株主に対し他の者に優先して募入決定を行うときは、その旨、

その株数及び優先募入の決定方法等を欄外に記載すること。 

ｂ 一部払込発行の場合には、払込金額の総額を「発行価額の総額」の欄に内書きすること。 

ｃ 「発行価格」若しくは「資本組入額」を記載しないで特定証券情報を提供若しくは公表する場

合又は算式表示により特定証券情報を提供若しくは公表する場合には、「発行価額の総額」又は
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「資本組入額の総額」は特定証券情報の提供日又は公表日現在における見込額により記載し、そ

の旨を注記すること。 

ｄ 金銭以外の財産を出資の目的とするときは、その旨並びに当該財産の内容及び価額を記載する

こと。 

（10） 特定投資家向け取得勧誘の条件 

ａ 「発行価格」の欄には、１株の発行価額を記載すること。一部払込発行の場合には、１株の払

込金額を「発行価格」の欄に内書きすること。なお、算式表示の場合において、最低発行価額

（取締役会等の決議により、当該算式により算出された価額が一定の価額を下回るときには当該

一定の価額を１株の発行価額とすることを定めている場合における当該価額）が定められている

ときには、その旨及びその金額を記載すること。また、取締役会等の決議により、当該算式によ

り算出された価額が最低発行価額を下回る場合において当該新株の発行を中止すること等を定め

ているときは、その旨を付記すること。最低発行価額を記載しないで特定証券情報を提供又は公

表するときには、その決定予定時期及び具体的な決定方法を注記すること（（11）において新株

予約権証券の新株予約権の行使により発行する株式の発行価格を算式表示する場合においても同

じ。）。 

ｂ 「資本組入額」の欄には、１株の発行価額のうち資本金に組み入れる金額を記載すること。な

お、算式表示の場合には、当該算式に基づいて記載すること。 

ｃ 「発行価格」又は「資本組入額」を記載しないで特定証券情報を提供又は公表する場合には、

これらの決定予定時期及び具体的な決定方法を注記すること。 

ｄ 欄外には、申込みの方法、申込みがない場合の株式の割当てを受ける権利（新株引受権）の消

滅、申込みがない株式の処理、申込みが超過した場合の処理、払込期日の確定の有無その他申込

み及び払込みに関し必要な事項を記載すること。 

ｅ 「取得勧誘の委託を受けた者の住所及び氏名又は名称」を記載しないで特定証券情報を提供又

は公表する場合には、その決定予定時期を注記すること。 

ｆ 「取得勧誘の委託契約の内容」の欄には、取得勧誘の委託手数料の額等について記載するこ

と。なお、算式表示の場合には、委託手数料の額は当該算式に基づいて記載すること。 

（11） 新規発行新株予約権証券 

ａ 特定証券情報の対象となる新規発行新株予約権証券について、新株予約権の目的となる株式の

種類ごとに区分して、発行数、発行価額の総額、発行価格、申込手数料、申込単位、申込期間、

割当日、払込期日、払込取扱場所、取得勧誘の委託を受けた者の住所及び氏名又は名称、取得勧

誘の委託契約の内容を記載すること。 

ｂ 発行価格を記載しないで特定証券情報を提供又は公表する場合には、発行価額の総額は特定証

券情報の提供日又は公表日現在における見込額により記載し、その旨を注記すること。 

ｃ 発行価格は、新株予約権１個の発行価格を記載すること。また、発行価格を記載しないで特定

証券情報を提供又は公表する場合には、その決定予定時期及び具体的な決定方法を注記するこ

と。 

ｄ 割当日は、会社法第238条第１項第４号に規定する割当日を記載すること。 

ｅ 「取得勧誘の委託を受けた者の住所及び氏名又は名称」については（10）ｅに準じて記載する

こと。 

ｆ 「取得勧誘の委託契約の内容」については（10）ｆに準じて記載すること。 
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ｇ 新株予約権証券の発行を決議した取締役会又は株主総会の決議年月日、申込みの方法、申込み

が超過した場合の処理その他申込み又は払込みに関し必要な事項を欄外に記載すること。 

ｈ 新株予約権行使の効力の発生及び新株予約権の行使後第１回目の配当、株券の交付方法等新株

予約権の行使により発行し、又は移転する株式に関し必要な事項を欄外に記載すること。 

ｉ 新株予約権の目的となる株式の種類は、新株予約権の目的となる株式の種類及び内容を、

（８）のａ及びｂに準じて記載すること。 

ｊ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額は、新株予約権

の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格及び資本組入額を記載すること。なお、

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格について算式表示を行う場合に

は、資本組入額は当該算式に基づいて記載すること。 

ｋ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額又は新株予約権

の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所を記載しないで特定証券情報を提供又は公表

する場合には、これらの事項の決定予定時期及び具体的な決定方法を注記すること。 

ｌ 自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件は、会社法第236条第１項第７号に規定する事項

を記載すること。 

ｍ 代用払込みに関する事項は、金銭以外の財産を新株予約権の行使の際に出資の目的とするとき

は、その旨並びに当該財産の内容及び価額を記載すること。 

ｎ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は、会社法第236条第１項第８号に規定

する事項を記載すること。 

（12） 新規発行新株予約権付社債券 

ａ 「銘柄」の欄には、「第何回無担保社債（担保提供禁止特約付）」、「第何回無担保社債（担

保提供限定特約付）」、「第何回無担保社債（社債間限定同順位特約付）」のように記載するこ

と。 

ｂ 当該新規発行社債が振替社債である場合には、「記名・無記名の別」の欄への記載を要しな

い。 

ｃ 「発行価格」の欄には、券面額100円についての発行価額を記載すること。 

ｄ 「発行価格」又は「利率」を記載しないで特定証券情報を提供又は公表する場合には、これら

の事項の決定予定時期及び具体的な決定方法を注記すること。 

ｅ 「発行価格」を記載しないで特定証券情報を提供又は公表する場合には、「発行価額の総額」

は特定証券情報の提供日又は公表日現在における見込額により記載し、その旨を注記すること。 

ｆ 「利息支払の方法」の欄には、利息の計算期間、支払場所等を記載すること。利息の支払場所

を記載しないで特定証券情報を提供又は公表する場合には、その決定予定時期及び具体的な決定

方法を注記すること。 

ｇ 「償還の方法」の欄には、償還金額、償還の方法（買入消却、任意償還、減債基金等）を記載

すること。 

ｈ 「担保の保証」の欄には、保証が付されている場合に、その内容及び条件等を記載すること。 

ｉ 「財務上の特約」の欄には、当該発行に係る社債において社債権者保護のために設定されてい

る財務上の特約で、一定の事由の下に期限の利益を喪失させる効果を有するもの及びその効果に

変更を与えるものについて、担保提供制限とその他の条項（純資産額維持、利益維持、担付切換

等）に分けて、その内容を記載すること。また、当該発行に係る社債についての保証会社に関し

25



特定証券情報 様式１ 

（店頭有価証券） 

 

て財務上の特約が設定されている場合には、その内容を記載すること。 

ｊ 当該発行に係る社債について、発行者の依頼により、信用格付業者（金融商品取引法第２条第

36項に規定する信用格付業者をいう。以下同じ。）から提供され、若しくは閲覧に供された信用

格付（同条第34項に規定する信用格付をいう。以下同じ。）又は信用格付業者から提供され、若

しくは閲覧に供される予定の信用格付がある場合には、次に掲げる事項を欄外に記載すること。

なお、これらの信用格付が複数存在する場合には、全てについて記載すること。 

⒜ 当該信用格付に係る等級、信用格付業者の商号又は名称その他当該信用格付を特定するため

の事項並びに当該信用格付の前提及び限界に関する当該信用格付の対象となる事項の区分に応

じた説明 

⒝ 当該発行に係る社債の申込期間中に、金商業等府令第313条第３項第３号の規定により当該

発行に係る社債に関して信用格付業者が公表する同号イからルまでに掲げる事項に関する情報

を入手するための方法 

当該発行に係る社債について、発行者の依頼により、信用格付業者から提供され、若しくは閲

覧に供された信用格付又は信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供される予定の信用格付

がない場合には、その旨を欄外に記載すること。 

ｋ 「取得勧誘の委託を受けた者の住所及び氏名又は名称」については（10）ｅに準じて記載する

こと。 

ｌ 「取得勧誘の委託契約の内容」については（10）ｆに準じて記載すること。 

ｍ 「新株予約権付社債に関する事項」については、（11）に準じて記載すること。 

（13） 新規発行等による手取金の額 

ａ 「発行価格」を記載しないで特定証券情報を提供若しくは公表する場合又は算式表示により特

定証券情報を提供若しくは公表する場合には、「払込金額の総額」は特定証券情報の提供日又は

公表日現在における見込額を記載し、その旨を注記すること。 

ｂ 「発行諸費用の概算額」の欄には、発行者が負担すべき発行諸費用の総額を記載すること。 

（14） 新規発行等の理由及び手取金の使途 

ａ 新規発行等の理由として資金調達以外の理由がある場合には、その理由を記載すること。 

ｂ 発行者が取得する手取金の使途を設備資金、運転資金、借入金返済、有価証券の取得、関係会

社に対する出資又は融資等に区分し、自社の事業計画を踏まえ、その使途の区分ごとの内容及び

概算金額を記載すること。 

（15） 売付け有価証券 

ａ 「売付け価格」を記載しないで特定証券情報を提供若しくは公表する場合又は算式表示により

特定証券情報を提供若しくは公表する場合には、「売付け価額の総額」は特定証券情報の提供日

又は公表日現在における見込額により記載し、その旨を注記すること。 

ｂ 売付けに係る有価証券の所有者が２人以上ある場合には、「売付け株式」「売付け新株予約権

証券」又は「売付け新株予約権付社債券」について所有者別に記載すること。 

ｃ 「売付け新株予約権証券」の「新株予約権の内容等」は、（11）に準じて記載すること。 

ｄ 「売付け新株予約権付社債券」の「新株予約権付社債の内容等」は、（12）に準じて記載する

こと。 

（16） 売付けの条件 

ａ 「売付け価格」の欄には、株式については１株の売付け価額を、新株予約権証券については新
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株予約権１個の売付け価額を、売付け新株予約権付社債券については券面額100円についての売

付け価額を記載すること。 

ｂ 「売付け価格」を記載しないで特定証券情報を提供又は公表する場合には、その決定予定時期

を注記すること。 

ｃ 「売付けの委託を受けた者の住所及び氏名又は名称」を記載しないで特定証券情報を提供又は

公表する場合には、その決定予定時期を注記すること。 

ｄ 「売付けの委託契約の内容」の欄には、売付けの委託手数料の額、売付け残が生じた場合の処

理等について記載すること。なお、算式表示の場合には、委託手数料の額は当該算式に基づいて

記載すること。 

ｅ 株式受渡期日その他売付けの手続上必要な事項を欄外に記載すること。 

（17） 事業等のリスク 

ａ 発行者の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動、特定の取引先・製

品・技術等への依存、特有の法的規制・取引慣行・経営方針、重要な訴訟事件等の発生、役員・

大株主・関係会社等に関する重要事項等、投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項がある場合には、当該事項の概要を具体的に、分かりやすく、かつ簡潔に記載すること。 

ｂ 将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は特定証券情報の提供日又は公表日現在にお

いて判断したものである旨を記載すること。 

（18） 沿革 

発行者の設立日（設立登記日とする。）から特定証券情報の提供日又は公表日までの間につき、

設立経緯、商号の変更及び企業集団に係る重要な事項（合併、事業内容の変更、主要な関係会社の

設立・買収、上場等）について簡潔に記載すること。 

（19） 事業の内容 

ａ 特定証券情報の提供日又は公表日の最近日（以下「最近日」という。）現在における発行者及

び関係会社において営まれている主な事業の内容について説明するとともに、その状況を事業系

統図等によって示すこと。 

ｂ 発行者と発行者の関連当事者（発行者の関係会社を除く。）との間に継続的で緊密な事業上の

関係がある場合には、当該事業の内容、当該関連当事者の当該事業における位置付け等について

系統的に分かりやすく説明するとともに、その状況を事業系統図等に含めて示すこと。 

（20） 従業員の状況 

ａ 最近日現在の従業員数を記載すること。 

ｂ 最近日までの１年間において、従業員の人員に著しい増減があった場合にはその事情を記載す

ること。 

（21） 経営上の重要な契約等 

ａ 最近事業年度の開始日から特定証券情報の提供日又は公表日までの間において、吸収合併若し

くは新設合併、重要な事業の全部若しくは一部の譲渡、重要な事業の全部若しくは一部の譲受

け、株式交換若しくは株式移転又は吸収分割若しくは新設分割が行われることが、業務執行を決定

する機関により決定された場合には、その旨について記載すること。 

ｂ 発行者において事業の全部若しくは主要な部分の賃貸借又は経営の委任、他人と事業上の損益

全部を共通にする契約、技術援助契約その他の経営上の重要な契約を締結している場合には、そ

の概要を記載すること。最近事業年度の開始日から特定証券情報の提供日又は公表日までの間に
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おいて、これらの契約について重要な変更又は解約があった場合には、その内容を記載するこ

と。 

（22） 株式の総数等 

ａ （８）に準じて、株式の種類ごとに、「発行可能株式総数」、「未発行株式数」、「発行数」

及び「内容」を記載すること。 

ｂ 「発行可能株式総数」の欄には、特定証券情報の提供日又は公表日現在の定款に定められた発

行可能株式総数又は発行可能種類株式総数を記載すること。発行者が種類株式発行会社であると

きは、株式の種類ごとの発行可能種類株式総数を記載し、「計」の欄には、発行可能株式総数を

記載すること。 

ｃ 「未発行株式数」の欄には、新株予約権の行使等により発行される予定の株式がある場合に

は、その数、種類等について付記すること。 

ｄ 発行者がＭＳＣＢ等を発行している場合には、その旨を欄外に記載すること。 

ｅ 「内容」欄には、株式の種類ごとに内容を具体的に記載すること。なお、「新規発行株式」の

「内容」の欄に同一の内容を記載している場合には、その旨のみを記載することができる。 

ｆ 発行者が会社法第108条第１項各号に掲げる事項について異なる定めをした内容の異なる二以

上の種類の株式（以下「二以上の種類の株式」という。）を発行している場合であって、株式の

種類ごとに異なる数の単元株式数を定めているとき又は議決権の有無若しくはその内容に差異が

あるときは、その旨及びその理由を欄外に記載すること。この場合において、株式の保有又はそ

の議決権行使について特に記載すべき事項がある場合には、その内容を記載すること。発行者が

ＭＳＣＢ等を発行している場合には、当該ＭＳＣＢ等の特質その他株主の権利の保護を図るため

に必要な事項を欄外に記載すること。 

ｇ 「発行数」の欄には、最近日現在の発行数を記載すること。 

ｈ 金銭以外の財産を出資の目的とするときは、その旨並びに当該財産の内容及び価額を欄外に記

載すること。 

（23） 新株予約権等の状況 

ａ 新株予約権又は新株予約権付社債を発行している場合には、最近事業年度の末日並びに特定証

券情報の提供日又は公表日の属する月の前月末現在における当該新株予約権又は当該新株予約権

付社債に係る新株予約権の数、新株予約権のうち自己新株予約権の数、目的となる株式の種類

（内容を含む。）及び株式数、行使時の払込金額、行使期間、行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額、行使の条件、譲渡に関する事項、代用払込みに関する事項並び

に組織再編成行為に伴う交付に関する事項を記載すること。なお、新株予約権付社債を発行して

いる場合には、その残高についても記載すること。 

ｂ その他発行者に対して新株の発行を請求できる権利が存在している場合には、新株予約権又は

新株予約権付社債に準じて記載すること。 

ｃ 商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律第19条第２項の規定に

より新株予約権付社債とみなされる転換社債若しくは新株引受権付社債又は同条第３項の規定に

より新株予約権証券とみなされる新株引受権証券を発行している場合には、最近事業年度の末日

並びに特定証券情報の提供日又は公表日の属する月の前月末現在における転換社債の残高、転換

価格及び資本組入額又は新株引受権の残高、新株引受権の行使により発行する株式の発行価格及

び資本組入額を記載すること。 
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ｄ 「代用払込みに関する事項」の欄には、金銭以外の財産を新株予約権の行使の際に出資の目的

とするときは、その旨並びに当該財産の内容及び価額を記載すること。 

ｅ 「組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項」の欄には、会社法第236条第１項第

８号に規定する事項を記載すること。 

ｆ 発行者がＭＳＣＢ等を発行している場合にはその旨を欄外に記載すること。 

ｇ 会社法第236条第１項各号に掲げる事項につき異なる定めをした内容の異なる新株予約権を発

行した場合には、内容の異なる新株予約権ごとに記載すること。 

（24） 議決権の状況 

ａ 最近日現在の「議決権の状況」について記載すること。なお、各欄に記載すべき株式につい

て、二以上の種類の株式を発行している場合は、株式の種類ごとの数が分かるように記載するこ

と。 

ｂ 「無議決権株式」の欄には、無議決権株式（単元未満株式を除く。ｅにおいて同じ。）の総数

及び内容を記載すること。 

ｃ 「議決権制限株式（自己株式等）」の欄には、議決権制限株式（単元未満株式を除く。ｄ及び

ｅにおいて同じ。）のうち、会社法第308条第２項の規定により議決権を有しない株式（以下

「自己保有株式」という。）及び会社法施行規則第67条の規定により議決権を有しない株式（以

下「相互保有株式」という。）について、種類ごとに総数及び内容を記載すること。 

ｄ 「議決権制限株式（その他）」の欄には、ｃに該当する議決権制限株式以外の議決権制限株式

について、種類ごとに総数、議決権の数及び内容を記載すること。 

ｅ 「完全議決権株式（自己株式等）」の欄には、無議決権株式及び議決権制限株式以外の株式

（単元未満株式を除く。以下「完全議決権株式」という。）のうち、自己保有株式及び相互保有

株式について、種類ごとに総数及び内容を記載すること。 

ｆ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、ｅに該当する完全議決権株式以外の完全議決権株式

について、種類ごとに総数、議決権の数及び内容を記載すること。 

ｇ 「単元未満株式」の欄には、単元未満株式の総数を種類ごとに記載すること。 

（25） 役員の状況 

ａ 特定証券情報の提供日又は公表日現在における役員について、その役職名、氏名、生年月日、

略歴、任期、並びに所有株式の種類及びその数を記載すること。 

ｂ 「略歴」の欄には、役員の主要略歴（例えば、入社年月、役員就任直前の役職名、役員就任後

の主要職歴、他の主要な会社の代表取締役に就任している場合の当該役職名、中途入社の場合に

おける前職）を記載すること。 

ｃ 「所有株式数」の欄には、他人（仮設人を含む。）名義で所有している株式数を含めた実質所

有により記載すること。なお、発行者が二以上の種類の株式を発行している場合には、種類ごと

の数を記載すること。 

ｄ 役員間において二親等内の親族関係がある場合には、その内容を注記すること。 

ｅ 会計参与設置会社であって会計参与が法人である場合には、「氏名」欄に当該会計参与の名称

を、「略歴」欄に当該会計参与の簡単な沿革を記載すること。 

ｆ 発行者が、会社法第108条第１項第９号に掲げる事項につき異なる定めをした内容の異なる種

類の株式を発行した場合に、当該種類の株主によって選任された役員がいる場合はその旨を欄外

に注記すること。 
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（26） コーポレート・ガバナンスの状況 

ａ 発行者の企業統治に関する事項（例えば、会社の機関の内容、内部統制システムの整備の状

況、リスク管理体制の整備の状況）について具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。な

お、社外取締役、会計参与、社外監査役又は会計監査人との間で会社法第427条第１項に規定す

る契約（いわゆる責任限定契約）を締結した場合、役員等（同法第423条第１項に規定する役員等

をいう。以下同じ。）との間で補償契約（同法第430条の２第１項に規定する補償契約をいう。）を締

結した場合又は役員等を被保険者とする役員等賠償責任保険契約（同法第430条の３第１項に規定す

る役員等賠償責任保険契約をいう。）を締結した場合には、当該契約の内容の概要を記載するこ

と。また、会社法第373条第１項に規定する特別取締役による取締役会の決議制度を定めた場合

には、その内容を記載すること。 

b 発行者が財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めている場合に

は、会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項を記載すること。 

c 定款で取締役の定数又は取締役の資格制限について定め、また、取締役の選解任の決議要件に

つき、会社法と異なる別段の定めをした場合には、その内容を記載すること。 

d 株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした場合にはその事項及びその理

由、取締役会決議事項を株主総会では決議できないことを定款で定めた場合にはその事項及びそ

の理由並びに株主総会の特別決議要件を変更した場合にはその内容及びその理由を記載するこ

と。 

e 発行者が種類株式発行会社であって、株式の種類ごとに異なる数の単元株式数を定めている場

合又は議決権の有無若しくはその内容に差異がある場合には、その旨及びその理由を記載するこ

と。この場合において、株式の保有又はその議決権行使について特に記載すべき事項がある場合

には、その内容を記載すること。 

f 発行者と特定の株主の間で利益が相反するおそれがある取引を行う場合に株主（当該取引の当

事者である株主を除く。）の利益が害されることを防止するための措置（例えば、いわゆる特別

委員会の設置等）をとる旨を決定している場合には、その旨及びその具体的内容を記載するこ

と。 

（27） 計算書類 

ａ 貸借対照表については最近事業年度末のものを掲げること。 

ｂ 損益計算書、個別注記表及び附属明細表については最近事業年度のものを掲げること。 

ｃ 計算書類についての会計監査人による会計監査報告がある場合、特定証券情報に添付するこ

と。 

ｄ ｃに該当する会計監査報告がない場合、その旨を注記すること。 

（28） 株主の状況 

ａ 最近日現在の株主の状況について記載すること。 

ｂ 所有株式数（他人（仮設人を含む。）名義のもの及び新株予約権の行使その他発行者に対して

新株の発行を請求できる権利の行使により発行される可能性のあるものを含む。）の多い順に10

名程度について記載し、会社法施行規則第67条第１項の規定により議決権を有しないこととなる

株主については、その旨を付記すること。なお、発行者が会社法第108条第１項各号に掲げる事

項について異なる定めをした内容の異なる二以上の種類の株式を発行している場合であって、株

式の種類ごとに異なる数の単元株式数を定めているとき又は議決権の有無に差異があるときは、
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所有株式に係る議決権の個数の多い順に10名程度についても併せて記載すること。 

ｃ 個人株主の住所の記載に当たっては、市区町村（外国におけるこれらに相当するものを含む。）

名までを記載しても差し支えない。 

ｄ 所有株式数の記載に当たっては、新株予約権の行使等により発行される可能性のある株式数を

内書きし、その旨を注記すること。 

ｅ 株式総数に対する所有株式数の割合の記載に当たっては、新株予約権の行使等により発行され

る可能性のある株式数を含んだ株式総数に対する所有株式数の割合を記載すること。 

ｆ 欄外には、株主が特別利害関係者等又は発行者の従業員である場合には、その旨及びその内容

を記載すること。 

ｇ 最近事業年度の末日後最近日までの間において、主要株主の異動があった場合には、その旨を

注記すること。 

 

令和４年７月１日 施行 
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特定証券情報 

 

【表紙】 

【書類名】特定証券情報 

【提供日又は公表日】 年 月 日（２） 

【発行者名】 

【代表者の役職氏名】（３） 

【本店の所在の場所】 

【公表されるホームページのアドレス】（４） 

 

 

第一部【証券情報】 

１【ファンドの名称】 

２【内国投資信託受益証券の形態等】（５） 

３【信託金の限度額】（６） 

４【発行（売出）価格】（７） 

５【申込手数料】（８） 

６【申込単位】（９） 

７【申込期間】 

８【申込・払込取扱場所】（10） 

９【払込期日】 

10【振替機関に関する事項】 

11【その他】（11） 

 

第二部【ファンド情報】 

第１【ファンドの状況】 

１【ファンドの性格】 

⑴【ファンドの特色】（12） 

⑵【ファンドの仕組み】（13） 

２【投資方針】 

⑴【投資方針】（14） 

⑵【投資対象】（15） 

⑶【分配方針】（16） 

⑷【投資制限】（17） 

３【投資リスク】（18） 

４【手数料等及び税金】（19) 

【課税上の取扱い】（20） 

５【運用状況】 
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⑴【投資資産】 

①【投資有価証券の主要銘柄】（21） 

②【投資不動産物件】（22） 

③【その他投資資産の主要なもの】（23） 

⑵【運用実績】（24） 

①【純資産の推移】（25） 

②【分配の推移】（26） 

③【収益率の推移】（27） 

第２【管理及び運営】 

１【申込（販売）手続等】（28） 

２【換金（解約）手続等】（29） 

３【資産管理等の概要】 

⑴【資産の評価】（30） 

⑵【信託期間】（31） 

⑶【計算期間】（32） 

⑷【その他】（33） 

４【受益者の権利等】（34） 

 

第三部【委託会社等の概況】（35） 
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（記載上の注意） 

（１） 一般的事項 

ａ 特定証券情報の記載に当たっては、投資者が容易に理解できるよう、分かりやすく記載すること。 

また、制度の特質の一部を誇張し、又は運用実績の一部を抽出するなどして投資者に誤解を生じさ

せるおそれのある表示をしてはならない。 

ｂ 記載事項については、投資者が容易に理解できるよう、図表等による表示をすることができる。こ

の場合、記載すべき事項が図表等により明瞭に示されるよう表示することとし、図表等による表示に

より投資者に誤解を生じさせることとならないよう注意しなければならない。 

ｃ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがたいやむを得ない事情が

ある場合には、これに準じて記載すること。 

ｄ 以下の規定により記載が必要とされている事項に加えて、特定証券情報の各記載項目に関連した事

項を追加して記載することができる。 

ｅ 特定証券情報の対象となる有価証券が金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみなさ

れる権利（電子情報処理組織を用いて移転することができる財産的価値（電子機器その他の物に電子

的方法により記録されるものに限る。）に表示されるものに限る。）である場合には、特定有価証券

の内容等の開示に関する内閣府令第六号の五様式「記載上の注意」（５）ｃ、（17）ｃ、(26）ｃ、

（30）及び（31）により記載することとされている事項に準ずる事項を記載すること。この場合にお

いて、これらの事項は、この様式の記載項目中、これらの記載上の注意に係る記載項目に相当する項

目に記載すること。 

（１－２） 組込方式 

特定証券情報の対象となる有価証券について発行者情報の提供又は公表を行っている発行者は、当該

有価証券の最近計算期間（特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第23条に定める期間をい

う。以下同じ。）に係る発行者情報及び訂正発行者情報を特定証券情報に添付することにより、本様式

第二部及び第三部の記載に代えることができる。 

（２） 提供日又は公表日 

特定証券情報の提供日（提供日が異なる場合は、提供日のうち最も早い日をいう。以下同じ。）

又は公表日を記載すること。 

（３） 代表者の役職氏名 

特定証券情報の提供又は公表について、正当な権限を有する者の役職氏名を記載すること。 

（４） 公表されるホームページのアドレス 

特定証券情報及び発行者情報（これらの訂正情報を含む。）を公表する場合には、公表されるホ

ームページのアドレスをすべて記載すること。 

（５） 内国投資信託受益証券の形態等 

ａ 記名・無記名の別、単位型・追加型の別等を記載すること。ただし、振替内国投資信託受益権（内

国投資信託受益証券に係る社債等振替法第121条の２第１項に規定する振替投資信託受益権をい

う。）については、記名・無記名の別の記載を要しない。 

ｂ 特定証券情報の対象となる内国投資信託受益証券について、委託会社等（発行者たる内国投資信託

受益証券に係る投資信託及び投資法人に関する法律第２条第11項に規定する投資信託委託会社又は同

条第２項に規定する委託者非指図型投資信託の受託者である同法第47条第１項に規定する信託会社等

をいう。以下同じ。）の依頼により、信用格付業者（金融商品取引法第２条第36項に規定する信用格
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付業者をいう。以下同じ。）から提供され、若しくは閲覧に供された信用格付（同条第34項に規定す

る信用格付をいう。以下同じ。）又は信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供される予定の信

用格付がある場合には、次に掲げる事項を記載すること。なお、これらの信用格付が複数存在する場

合には、全てについて記載すること。 

⒜ 当該信用格付に係る等級、信用格付業者の商号又は名称その他当該信用格付を特定するための事

項並びに当該信用格付の前提及び限界に関する当該信用格付の対象となる事項の区分に応じた説明 

⒝ 特定証券情報の対象となる内国投資信託受益証券の申込期間中に、金融商品取引業等に関する内

閣府令第313条第３項第３号の規定により特定証券情報の対象となる内国投資信託受益証券に関し

て信用格付業者が公表する同号イからルまでに掲げる事項に関する情報を入手するための方法 

特定証券情報の対象となる内国投資信託受益証券について、委託会社等の依頼により、信用格付業

者から提供され、若しくは閲覧に供された信用格付又は信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に

供される予定の信用格付がない場合には、その旨を記載すること。 

（６） 信託金の限度額 

特定証券情報の提供又は公表により投資勧誘しようとする内国投資信託受益証券の信託金の限度額を

記載すること。 

（７） 発行（売出）価格 

ａ 申込単位１単位当たりの「発行価格」又は「売出価格」を記載すること。 

なお、「発行価格」又は「売出価格」が変動する場合には、具体的な「発行価格」又は「売出価

格」についての投資者による照会方法及び当該照会に関し必要な事項（例えば、照会先の名称、電話

番号、ホームページアドレス等をいう。以下同じ。）を具体的に記載すること。 

ｂ 「発行価格」又は「売出価格」を記載しないで特定証券情報を提供又は公表する場合には、その決

定予定時期及び具体的な決定方法を注記すること。 

（８） 申込手数料 

手数料の記載に当たっては、手数料の金額又は料率の上限のみを記載し、当該手数料の金額又は料率

が上限である旨を併せて記載すること。また、具体的な手数料の金額又は料率についての投資者による

照会方法及び当該照会に関し必要な事項を具体的に記載すること。 

（９） 申込単位 

申込単位の記載に当たっては、具体的な申込単位の記載に代えて、申込単位についての投資者による

照会方法及び当該照会に関し必要な事項のみを記載することができる。 

（10） 申込・払込取扱場所 

取扱場所の記載に当たっては、具体的な取扱場所の記載に代えて、取扱場所についての投資者による

照会方法及び当該照会に関し必要な事項のみを記載することができる。 

（11） その他 

ａ 申込証拠金がある場合には、その旨、申込証拠金の利息、申込証拠金のファンドへの振替、その他

必要な事項を記載すること。 

ｂ 当該特定投資家向け取得勧誘又は特定投資家向け売付け勧誘等と同時に、本邦以外の地域において

特定証券情報の対象となる内国投資信託受益証券の発行が行われる場合には、その発行価額の総額等

について記載すること。 

（12） ファンドの特色 

ａ ファンドの特色について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 
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ｂ ファンドが、特定の投資信託証券（特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第１条第２号に

規定する投資信託証券をいう。以下同じ。）のみを投資対象とし、その旨が当該特定の投資信託証券

に係る約款に定められている場合には、当該特定の投資信託証券に係るファンドを含めた全体をファ

ンドとみなして記載すること（以下同じ。）。 

ｃ ファンドが、ファンド・オブ・ファンズ（投資信託証券への投資を目的とするファンド（ｄに該当

する場合を除く。）をいう。以下同じ。）の形態をとる場合には、その旨が明確になるように記載す

ること。 

ｄ ファンドが、投資ビークル（一定の資産の管理、運用又は処分を行う法人、組合等（特定有価証券

の内容等の開示に関する内閣府令第六号の五様式「記載上の注意」（１）ｆに規定する組合等をい

う。）、信託その他これらに類するものであって、他の者がこれらへの投資を通じて資産の運用を行

うために利用されるもの（ファンド・オブ・ファンズである場合を除き、信託にあっては受益者が当

該一定の資産を直接に管理、運用又は処分するものと同視すべき場合を除く。）をいう。以下同

じ。）への投資を通じて資産の運用を行う形態をとる場合には、その旨が明確になるように記載する

こと。 

（13） ファンドの仕組み 

ａ ファンドの仕組み（当該ファンドがファンド・オブ・ファンズの形態をとる場合又は投資ビークル

への投資を通じて資産の運用を行う形態をとる場合には、その仕組みも含む。）について図表等を用

いて分かりやすく記載すること。 

ｂ 委託会社等及びファンドの関係法人（投資信託及び投資法人に関する法律第９条に規定する受託会

社、ファンドの運用の指図の権限又は運用の権限を委託する場合の当該委託先、販売会社等をいう。

以下同じ。）の名称（販売会社については記載しないことができる。）及びファンドの運営上の役割

並びに委託会社等が関係法人と締結している契約等の概要について簡潔に記載すること。 

（14） 投資方針 

ファンドの運用に関する基本的態度（投資態度、運用方針、運用の形態、銘柄選定の方針（ファンド

がファンド・オブ・ファンズの形態をとる場合には、投資先ファンドの選定の方針として投資先ファン

ドの投資実績全体を重視しているものか、投資先ファンドの具体的な投資先を重視しているものか等）

等）について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

（15） 投資対象 

ａ 投資対象とする資産の種類、内容等を具体的に記載すること。 

ｂ 投資基準及び種類別、地域別、業種別等による投資予定がある場合にはその割合等を記載するこ

と。 

ｃ ファンドが、ファンド・オブ・ファンズの形態をとる場合には、ファンドの純資産総額の10％を超

えて投資する投資対象ファンドの名称・運用の基本方針・主要な投資対象及び委託会社等又はこれに

類する者の名称を記載すること。 

（16） 分配方針 

約款に規定された分配方針を記載すること。 

（17） 投資制限 

法令又は約款に定められた投資制限についてその根拠及び内容を記載すること。 

（18） 投資リスク 

ファンドのもつリスクの特性について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 
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（19） 手数料等及び税金 

投資者が申込みから換金（解約）までの間に直接的に、又は間接的に負担することとなる費用（税金

を除く。以下「手数料等」という。）について簡潔に記載すること。手数料等の記載に当たっては、当

該手数料等の金額又は料率の上限のみを記載し、当該手数料等の金額又は料率が上限である旨を併せて

記載すること。 

（20） 課税上の取扱い 

分配金、解約代金等についての課税上の取扱いについて、分かりやすく記載すること。 

（21） 投資有価証券の主要銘柄 

ａ 特定証券情報の提供日又は公表日の最近日（以下「最近日」という。）現在の状況について記載す

ること。ただし、併合により新たに内国投資信託受益証券が発行される場合には、併合効力発生日の

直近日現在の各併合消滅ファンドの状況について記載すること。 

ｂ 投資有価証券（投資資産である有価証券をいう。以下同じ。）のうち、評価額上位10銘柄について

記載すること。 

ｃ 発行地又は上場金融商品取引所等の区分による地域別に区分し、種類及び銘柄ごとに銘柄の名称、

業種（株式である場合に限る。）、数量、金額（簿価、時価及びそれぞれの単価）並びに投資比率を

記載するとともに、種類別及び業種別（株式である場合に限る。）の投資比率を記載すること。 

ｄ 当該投資有価証券に関し、投資判断に重要な影響を及ぼすと判断される会社等がある場合には、当

該会社等の名称及び当該会社等の名称の開示を必要とする理由を記載すること。 

ｅ 投資有価証券の銘柄の名称は、明瞭に記載すること。 

ｆ ファンドの運用状況を分かりやすく記載するため、投資有価証券を不動産又はその他の資産と併せ

て記載することが必要な場合には、不動産又はその他の資産と併せて「③その他投資資産の主要なも

の」に記載すること。 

（22） 投資不動産物件 

ａ 最近日現在の状況について記載すること。ただし、併合により新たに内国投資信託受益証券が発行

される場合には、併合効力発生日の直近日現在の各併合消滅ファンドの状況について記載すること。 

ｂ ファンドの運用状況を分かりやすく記載するため、投資不動産（投資資産である不動産をいう。）

を有価証券又はその他の資産と併せて記載することが必要な場合には、有価証券又はその他の資産と

併せて「③その他投資資産の主要なもの」に記載すること。 

（23） その他投資資産の主要なもの 

ａ 最近日現在の状況について記載すること。ただし、併合により新たに内国投資信託受益証券が発行

される場合には、併合効力発生日の直近日現在の各併合消滅ファンドの状況について記載すること。 

ｂ 投資資産のうちその他の資産について、当該その他の資産の種類又は性質ごとに記載すること。 

ｃ 投資資産が有価証券又は不動産に係る権利である場合には、当該権利の内容（種類、存続期間等）

及び当該権利の目的物の内容（（21）ｃに掲げる事項）を記載すること。 

ｄ 投資資産がｃに掲げる権利以外の権利である場合には、ｃに準じて記載すること。 

（24） 運用実績 

運用実績の記載に当たっては、図表等により分かりやすく記載すること。 

（25） 純資産の推移 

特定証券情報の提供日又は公表日の直近５計算期間（６月を１計算期間とするファンド（特定有価証

券の内容等の開示に関する内閣府令第23条ただし書の規定により、休日の翌日を計算期間の末日とする
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こととしているファンドを含む。（26）及び（27）において同じ。）にあっては、10計算期間）の各計

算期間末について、ファンドの純資産総額及び基準価額を記載すること。この場合において、各計算期

間末に分配が行われているときは、分配付及び分配落の額を記載すること。 

（26） 分配の推移 

特定証券情報の提供日又は公表日の直近５計算期間（６月を１計算期間とするファンドにあっては、

10計算期間）について、各計算期間ごとに、内国投資信託受益証券１単位当たりの分配の額を記載する

こと。 

（27） 収益率の推移 

特定証券情報の提供日又は公表日の直近10計算期間（６月を１計算期間とするファンドにあっては、

20計算期間）について、各計算期間ごとに、収益率（計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計

算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落の額）を控除した額を当該基準価額（分配落の額）で除

して得た数に100を乗じて得た数をいう。）を記載すること。 

（28） 申込（販売）手続等 

内国投資信託受益証券の申込みについてその手続及び受渡方法等を記載すること。 

（29） 換金（解約）手続等 

内国投資信託受益証券の換金（解約）についてその手続及び受渡方法等を記載すること。 

（30） 資産の評価 

基準価額についてその算出方法（有価証券、不動産その他の資産の評価を含む。）、算出頻度、投資

者による照会方法及び当該照会に関し必要な事項を記載すること。 

（31） 信託期間 

ファンドの存続期間について記載すること。 

（32） 計算期間 

ファンドの計算期間について記載すること。 

（33） その他 

ａ ファンドの解散又は償還条件等について記載すること。 

ｂ 約款の変更、関係法人との契約の更改等に関する手続、変更した場合の開示方法に関する事項その

他重要事項を記載すること。 

（34） 受益者の権利等 

分配金の受領権、償還金の受領権、内国投資信託受益証券の換金（解約）請求権その他の権利に関し

その内容（権利の発生及び消滅時期を含む。）及び権利行使の手続について記載すること。 

（35） 委託会社等の概況 

特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第四号様式「記載上の注意」（14）ｂ及びｃにより

記載すべき事項であって、委託会社その他の投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす者に関する事項

のうち、投資者の投資判断に重要な影響を及ぼすものについて記載すること。 

 

令和４年７月１日 施行 
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特定証券情報 

 

【表紙】 

【書類名】特定証券情報 

【提供日又は公表日】 年 月 日（２） 

【発行者の名称】 

【代表者の役職氏名】（３） 

【本店の所在の場所】 

【公表されるホームページのアドレス】（４） 

 

 

第一部【証券情報】 

第１【投資証券】 

１【投資法人の名称】 

２【投資証券の形態等】（５） 

３【発行（売出）数】（６） 

４【発行（売出）価額の総額】（７） 

５【発行（売出）価格】（８） 

６【申込手数料】（９） 

７【申込単位】（10） 

８【申込期間】 

９【申込証拠金】 

10【申込・払込取扱場所】（11） 

11【払込期日】 

12【引受け等の概要】（12） 

13【振替機関に関する事項】 

14【手取金の使途】（13） 

15【その他】（14） 

第２【新投資口予約権証券】  

１【投資法人の名称】 

２【新投資口予約権証券の形態等】（５） 

３【発行数】（６） 

４【割当日】（15） 

５【新投資口予約権の内容】 

⑴【新投資口予約権の目的となる内国投資証券の形態等】（５） 

⑵【新投資口予約権の目的となる内国投資証券の数】 

⑶【新投資口予約権の行使時の払込金額】（16） 

⑷【新投資口予約権の行使により発行する内国投資証券の発行価額の総額】（17） 
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⑸【新投資口予約権の行使期間】 

⑹【新投資口予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所】（18） 

⑺【新投資口予約権の行使の条件】 

⑻【新投資口予約権の譲渡に関する事項】 

６【振替機関に関する事項】 

７【手取金の使途】（13） 

８【その他】（14） 

 

第二部【ファンド情報】 

１【投資法人の概況】 

⑴【投資法人の特色】（19） 

⑵【投資法人の仕組み】（20） 

⑶【投資法人の機構】（21） 

⑷【投資法人の出資総額】（22） 

⑸【主要な投資主の状況】（23） 

２【投資方針】 

⑴【投資方針】（24） 

⑵【投資対象】（25） 

⑶【分配方針】（26） 

⑷【投資制限】（27） 

３【投資リスク】（28） 

４【手数料及び税金】（29） 

【課税上の取扱い】（30） 

５【運用状況】 

⑴【投資資産】 

①【投資有価証券の主要銘柄】(31) 

②【投資不動産物件】(32) 

③【その他投資資産の主要なもの】(33) 

⑵【運用実績】(34) 

①【純資産等の推移】(35) 

②【分配の推移】(36) 

③【自己資本利益率（収益率）の推移】(37) 

６【手続等の概要】（38） 

７【管理及び運営の概要】（39） 
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（記載上の注意） 

（１） 一般的事項 

ａ 特定証券情報の記載に当たっては、投資者が容易に理解できるよう、分かりやすく記載すること。 

また、制度の特質の一部を誇張し、又は運用実績の一部を抽出するなどして投資者に誤解を生じさ

せるおそれのある表示をしてはならない。 

ｂ 記載事項については、投資者が容易に理解できるよう、図表等による表示をすることができる。こ

の場合、記載すべき事項が図表等により明瞭に示されるよう表示することとし、図表等による表示に

より投資者に誤解を生じさせることとならないよう注意しなければならない。 

ｃ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがたいやむを得ない事情が

ある場合には、これに準じて記載すること。 

ｄ 以下の規定により記載が必要とされている事項に加えて、特定証券情報の各記載項目に関連した事

項を追加して記載することができる。 

ｅ 特定証券情報の対象となる有価証券が金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみなさ

れる権利（電子情報処理組織を用いて移転することができる財産的価値（電子機器その他の物に電子

的方法により記録されるものに限る。）に表示されるものに限る。）である場合には、特定有価証券

の内容等の開示に関する内閣府令第六号の五様式「記載上の注意」（５）ｃ、（17）ｃ、(26）ｃ、

（30）及び（31）により記載することとされている事項に準ずる事項を記載すること。この場合にお

いて、これらの事項は、この様式の記載項目中、これらの記載上の注意に係る記載項目に相当する項

目に記載すること。 

（１－２） 組込方式 

発行者情報の提供又は公表を行っている発行者は、当該発行者の最近計算期間（特定有価証券の内

容等の開示に関する内閣府令第23条に定める期間をいう。以下同じ。）に係る発行者情報及び訂正発行

者情報を特定証券情報に添付することにより、本様式第二部の記載に代えることができる。 

（２） 提供日又は公表日 

特定証券情報の提供日（提供日が異なる場合は、提供日のうち最も早い日をいう。以下同じ。）

又は公表日を記載すること。 

（３） 代表者の役職氏名 

ａ 特定証券情報の提供又は公表について、正当な権限を有する者の役職氏名を記載すること。 

ｂ 投資法人の設立の場合にあっては、設立企画人（投資信託及び投資法人に関する法律第66条第１項

に規定する設立企画人をいう。）全員の氏名又は名称を記載すること。 

（４） 公表されるホームページのアドレス 

特定証券情報及び発行者情報（これらの訂正情報を含む。）を公表する場合には、公表されるホ

ームページのアドレスをすべて記載すること。 

（５） 内国投資証券の形態等 

ａ 記名・無記名の別、単位型・追加型の別等を記載すること。ただし、振替投資口（社債、株式等の

振替に関する法律第226条第１項に規定する振替投資口をいう。）又は振替新投資口予約権（社債、

株式等の振替に関する法律第247条の２に規定する振替新投資口予約権をいう。）については、記

名・無記名の別の記載を要しない。 

ｂ 特定証券情報の対象となる内国投資証券について、投資法人の依頼により、信用格付業者（金融商

品取引法第２条第36項に規定する信用格付業者をいう。以下同じ。）から提供され、若しくは閲覧に
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供された信用格付又は信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供される予定の信用格付がある場

合には、次に掲げる事項を記載すること。なお、これらの信用格付が複数存在する場合には、全てに

ついて記載すること。 

⒜ 当該信用格付に係る等級、信用格付業者の商号又は名称その他当該信用格付を特定するための事

項並びに当該信用格付の前提及び限界に関する当該信用格付の対象となる事項の区分に応じた説明 

⒝ 特定証券情報の対象となる内国投資証券の申込期間中に、金融商品取引業等に関する内閣府令第

313条第３項第３号の規定により特定証券情報の対象となる内国投資証券に関して信用格付業者が

公表する同号イからルまでに掲げる事項に関する情報を入手するための方法 

特定証券情報の対象となる内国投資証券について、投資法人の依頼により、信用格付業者から提供

され、若しくは閲覧に供された信用格付又は信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供される予

定の信用格付がない場合には、その旨を記載すること。 

（６） 発行（売出）数 

特定証券情報の提供又は公表により投資勧誘をしようとする内国投資証券の特定投資家向け取得勧誘

又は特定投資家向け売付け勧誘等ごとの発行数又は売出数を記載すること。 

（７） 発行（売出）価額の総額 

ａ 特定証券情報の提供又は公表により投資勧誘をしようとする内国投資証券の特定投資家向け取得勧

誘又は特定投資家向け売付け勧誘等ごとの発行価額の総額又は売出価額の総額を記載すること。 

ｂ 「発行価格」又は「売出価格」を記載しないで特定証券情報を提供又は公表する場合には、特定証

券情報の提供日又は公表日現在におけるこれらの総額の見込額を記載し、その旨を注記すること。 

（８） 発行（売出）価格 

「発行価格」又は「売出価格」を記載しないで特定証券情報を提供又は公表する場合には、その決定

予定時期及び具体的な決定方法を注記すること。 

（９） 申込手数料 

手数料の記載に当たっては、手数料の金額又は料率の上限のみを記載し、当該手数料の金額又は料率

が上限である旨を併せて記載すること。また、具体的な手数料の金額又は料率についての投資者による

照会方法及び当該照会に関し必要な事項（例えば、照会先の名称、電話番号、ホームページアドレス等

をいう。以下同じ。）を具体的に記載すること。 

（10） 申込単位 

申込単位の記載に当たっては、具体的な申込単位の記載に代えて、申込単位についての投資者による

照会方法及び当該照会に関し必要な事項のみを記載することができる。 

（11） 申込・払込取扱場所 

取扱場所の記載に当たっては、具体的な取扱場所の記載に代えて、取扱場所についての投資者による

照会方法及び当該照会に関し必要な事項のみを記載することができる。 

（12） 引受け等の概要 

ａ 元引受契約、売出しの委託契約等の内容等について、その概要を記載すること。この場合におい

て、元引受契約、売出しの委託契約を締結する予定のものを含めて記載することとし、これらの事項

の決定予定時期を注記すること。 

ｂ 特定証券情報の対象となる内国投資証券の特定投資家向け取得勧誘について、当該内国投資証券が

金融商品取引業等に関する内閣府令第153条第１項第４号ニに掲げる株券等に該当することにより、

投資法人を親法人等（金融商品取引法第31条の４第３項に規定する親法人等をいう。）又は子法人等
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（同法第31条の４第４項に規定する子法人等をいう。）とする金融商品取引業者を主幹事会社（同令

第147条第３号に規定する主幹事会社をいう。以下同じ。）とした場合には、その旨、投資法人と主

幹事会社との関係の具体的な内容、当該内国投資証券の引受けに係る同令第153条第１項第４号ニに

規定する発行価格の決定に適切に関与した金融商品取引業者の名称、当該金融商品取引業者が当該発

行価格の決定に当たり投資法人から影響を受けないようにするためにとった具体的な措置の内容及び

当該発行価格の決定方法の具体的な内容を注記すること。 

ｃ 金融商品取引法第２条第６項第３号に掲げる方法による新投資口予約権証券の引受けがなされる場

合には、引受人が引受けの対象となる新投資口予約権証券の全てを取得することになったと仮定した

場合に、投資法人が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をい

う。以下同じ。）に係る引受人の株券等保有割合（同条第４項に規定する株券等保有割合をいう。以

下同じ。）が100分の５を超えることになるときは、その旨及び特定証券情報の提供日又は公表日の

５日（日曜日及び金融商品取引法施行令第14条の５に規定する休日の日数は、算入しない。）前の日

における投資法人が発行者である株券等に係る引受人の株券等保有割合を注記すること。 

（13） 手取金の使途 

新規発行による手取金の使途について、その内容及び金額を具体的に記載すること。 

（14） その他 

ａ 申込みの方法、申込証拠金の利息、申込証拠金の投資法人への振替その他申込み等に関し必要な事

項を記載すること。 

ｂ 当該特定投資家向け取得勧誘又は特定投資家向け売付け勧誘等と同時に、本邦以外の地域において

特定証券情報の対象となる内国投資証券の発行が行われる場合には、その発行数、発行価額の総額等

について記載すること。 

（15） 割当日 

投資信託及び投資法人に関する法律第88条の14第１項第２号に規定する当該新投資口予約権無償割当

てがその効力を生ずる日を記載すること。 

（16） 新投資口予約権の行使時の払込金額 

「新投資口予約権の行使時の払込金額」を記載しないで特定証券情報を提供又は公表する場合には、

その決定予定時期及び具体的な決定方法を注記すること。 

（17） 新投資口予約権の行使により発行する内国投資証券の発行価額の総額 

「新投資口予約権の行使により発行する内国投資証券の発行価額の総額」を記載しないで特定証券情

報を提供又は公表する場合には、特定証券情報の提供日又は公表日現在におけるこれらの総額の見込額

を記載し、その旨を注記すること。 

（18） 新投資口予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所 

「新投資口予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」の記載に当たっては、具体的

な払込取扱場所の記載に代えて、払込取扱場所についての投資者による照会方法及び当該照会に関し必

要な事項のみを記載することができる。 

（19） 投資法人の特色 

ａ 投資法人の特色について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

ｂ 投資法人が、投資ビークル（一定の資産の管理、運用又は処分を行う法人、組合等（特定有価証券

の内容等の開示に関する内閣府令第六号の五様式「記載上の注意」（１）ｆに規定する組合等をい

う。）、信託その他これらに類するものであって、他の者がこれらへの投資を通じて資産の運用を行
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うために利用されるもの（信託にあっては、受益者が当該一定の資産を直接に管理、運用又は処分す

るものと同視すべき場合を除く。）をいう。以下同じ。）への投資を通じて資産の運用を行う形態を

とる場合には、その旨が明確になるように記載すること。 

（20） 投資法人の仕組み 

ａ 投資法人の仕組み（当該投資法人が投資ビークルへの投資を通じて資産の運用を行う形態をとる場

合には、その仕組みも含む。）について図表等を用いて分かりやすく記載すること。 

ｂ 投資法人及び投資法人の関係法人（資産運用会社又は投資顧問会社、資産保管会社（投資信託及び

投資法人に関する法律第２条第22項に規定する資産保管会社をいう。）、一般事務受託者（同条第23

項に規定する一般事務受託者をいう。）、投資法人債管理者等、販売会社、特定関係法人（特定有価

証券の内容等の開示に関する内閣府令第12条第３項に規定する特定関係法人をいう。以下同じ。）等

をいう。以下同じ。）の名称（販売会社については記載しないことができる。）、運営上の役割（特

定関係法人については、資産運用会社の親会社である旨又は資産運用会社の利害関係人等のうち、金

融商品取引法施行令第29条の３第３項各号のいずれかに掲げる取引であって有価証券の取引等の規制

に関する内閣府令第55条の８各項に定める基準に該当するものを行い、若しくは行った法人である旨

を含む。）及び関係業務の内容（投資法人が関係法人と締結した契約又は締結しようとする契約等の

概要を含む。）について簡潔に記載すること。 

（21） 投資法人の機構 

投資法人の統治に関する事項（例えば、法人の機関の内容、内部管理及び監督役員による監督の組

織、人員及び手続並びに内部管理、監督役員による監督及び会計監査の相互連携等）、投資法人による

関係法人（販売会社を除く。）に対する管理体制の整備の状況について、具体的に、かつ、分かりやす

く記載すること。 

（22） 投資法人の出資総額 

特定証券情報の提供日又は公表日の直近日現在の投資法人の出資総額、発行可能投資口総口数（投資

信託及び投資法人に関する法律第67条第１項第４号に規定する発行可能投資口総口数をいう。）及び発

行済投資口の総口数を記載すること。また、同法第94条第１項において準用する会社法第308条第２項

の規定により議決権を有しない投資口（以下「自己保有投資口」という。）又は投資信託及び投資法人

に関する法律施行規則第160条の規定により議決権を有しない投資口（以下「相互保有投資口」とい

う。）がある場合には、発行済投資口の総口数の注記として、当該自己保有投資口又は当該相互保有投

資口の口数をその投資主ごとに記載するとともに、これらが議決権を有しない旨を記載すること。 

なお、最近５年間における出資総額及び発行済投資口の総口数の増減についても併せて記載するこ

と。 

（23） 主要な投資主の状況 

特定証券情報の提供日又は公表日の直近日現在における投資法人の投資主（所有する投資口の口数

（以下「所有投資口数」という。）の多い順に５名程度）について、その氏名又は名称、住所（主要な

投資主が個人である場合の個人投資主の住所の記載に当たっては、市区町村（外国におけるこれらに相

当するものを含む。）名までを記載しても差し支えない。）並びに所有投資口数及び発行済投資口の総

口数に対する所有投資口数の比率を記載すること。なお、主要な投資主の状況の記載に当たっては、所

有投資口数及び発行済投資口の総口数から自己保有投資口の口数を除くこと。 

（24） 投資方針 

投資法人の運用に関する基本的態度（投資態度、運用方針、運用の形態、銘柄選定の方針等）につい
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て、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

（25） 投資対象 

ａ 投資対象とする資産の種類、内容等を具体的に記載すること。 

ｂ 投資基準及び種類別、地域別、業種別等による投資予定がある場合にはその割合等を記載するこ

と。 

ｃ 投資法人が、海外不動産保有法人（投資信託及び投資法人に関する法律施行規則第221条の２第１

項各号に掲げる要件の全てを満たす法人をいう。以下同じ。）の発行済株式又は出資（当該海外不動

産保有法人が有する自己の株式又は出資を除く。以下ｃにおいて「株式等」という。）の総数又は総

額に同令第221条に規定する率を乗じて得た数又は額を超えて当該株式等を有する場合には、当該海

外不動産保有法人ごとに、当該海外不動産保有法人に対する出資額、当該海外不動産保有法人の概況

（組織形態、目的、事業内容、利益の分配方針等）、ファンドに属する当該海外不動産保有法人の株

式等の数又は額の当該海外不動産保有法人の株式等の総数又は総額に対する割合及び当該海外不動産

保有法人が設立された国における配当に係る規制の内容を記載するとともに、当該海外不動産保有法

人の投資対象とする不動産について、ａ及びｂに準じて記載すること。 

（26） 分配方針 

規約に規定された分配方針を記載すること。 

（27） 投資制限 

法令又は規約に定められた投資制限についてその根拠及び内容を記載すること。 

（28） 投資リスク 

ａ 投資に関するリスクの特性について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

ｂ 投資法人が将来にわたって営業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は

状況その他投資法人の経営に重要な影響を及ぼす事象（以下「重要事象等」という。）が存在する場

合には、その旨及びその具体的な内容を分かりやすく記載すること。 

ｃ 重要事象等が存在する旨及びその内容を記載した場合には、当該重要事象等についての分析・検討

内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するための対応策を具体的に、かつ、分かりやすく記載

すること。 

ｄ 将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は特定証券情報の提供日又は公表日現在において

判断したものである旨を記載すること。 

（29） 手数料等及び税金 

投資者が申込みから換金（解約）までの間に直接的に、又は間接的に負担することとなる費用（税金

を除く。以下「手数料等」という。）のうち、手数料等の記載に当たっては、当該手数料等の金額又は

料率の上限のみを記載し、当該手数料等の金額又は料率が上限である旨を併せて記載すること。 

（30） 課税上の取扱い 

分配金、解約代金等についての課税上の取扱いについて、分かりやすく記載すること。 

（31） 投資有価証券の主要銘柄 

ａ 特定証券情報の提供日又は公表日の最近日（以下「最近日」という。）現在の状況について記載す

ること。 

ｂ 投資有価証券（投資資産である有価証券をいう。以下同じ。）のうち、評価額上位10銘柄について

記載すること。 

ｃ 発行地又は上場金融商品取引所等の区分による地域別に区分し、種類及び銘柄ごとに銘柄の名称、
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業種（株式である場合に限る。）、数量、金額（簿価、時価及びそれぞれの単価）並びに投資比率を

記載するとともに、種類別及び業種別（株式である場合に限る。）の投資比率を記載すること。 

ｄ 当該投資有価証券に関し、投資判断に重要な影響を及ぼすと判断される会社等がある場合には、当

該会社等の名称及び当該会社等の名称の開示を必要とする理由を記載すること。 

ｅ 投資有価証券の銘柄の名称は、明瞭に記載すること。 

ｆ 投資資産の運用状況を分かりやすく記載するため、投資有価証券を不動産又はその他の資産と併せ

て記載することが必要な場合には、不動産又はその他の資産と併せて「③その他投資資産の主要なも

の」に記載すること。 

（32） 投資不動産物件 

ａ 最近日現在の状況について記載すること。 

ｂ 投資法人が、海外不動産保有法人の株式等の総数又は総額の投資信託及び投資法人に関する法律施

行規則第221条に規定する率を超えて当該株式等を有する場合には、当該海外不動産保有法人の概況

（組織形態、目的、事業内容、利益の分配方針等）を記載すること。なお、やむを得ない事情により

開示できない項目がある場合には、その旨を記載すること。 

ｃ 投資資産の運用状況を分かりやすく記載するため、投資不動産（投資資産である不動産をいう。）

を有価証券又はその他の資産と併せて記載することが必要な場合には、有価証券又はその他の資産と

併せて「③その他投資資産の主要なもの」に記載すること。 

（33） その他投資資産の主要なもの 

ａ 最近日現在の状況について記載すること。 

ｂ 投資資産のうちその他の資産について、当該その他の資産の種類又は性質ごとに記載すること。 

ｃ 投資資産が有価証券又は不動産に係る権利である場合には、当該権利の内容（種類、存続期間等）

及び当該権利の目的物の内容（（31）ｃに掲げる事項）を記載すること。投資法人が、海外不動産保

有法人の株式等の総数又は総額の投資信託及び投資法人に関する法律施行規則第221条に規定する率

を超えて当該株式等に係る権利を有する場合には、これらに加えて、当該海外不動産保有法人の概況

及びその投資する不動産について、（32）ｂに準じて記載すること。 

ｄ 投資資産がｃに掲げる権利以外の権利である場合には、ｃに準じて記載すること。 

（34） 運用実績 

運用実績の記載に当たっては、図表等により分かりやすく記載すること。 

（35） 純資産等の推移 

特定証券情報の提供日又は公表日の直近５計算期間（６月を１計算期間とする投資法人にあっては、

10計算期間）の各計算期間末について、投資法人の総資産額、純資産総額及び内国投資証券１単位当た

りの純資産額を記載すること。この場合において、各計算期間末に分配が行われているときは、分配付

及び分配落の額を記載すること。 

（36） 分配の推移 

特定証券情報の提供日又は公表日の直近５計算期間（６月を１計算期間とする投資法人にあっては、

10計算期間）について、各計算期間ごとに、分配総額、内国投資証券１単位当たりの分配の額を記載す

ること。 

（37） 自己資本利益率（収益率）の推移 

特定証券情報の提供日又は公表日の直近10計算期間（６月を１計算期間とする投資法人にあっては、

20計算期間）について、各計算期間ごとに、自己資本利益率（当期純利益金額を純資産額から会社法第

46



特定証券情報 様式３ 

（投資証券等） 

 

２条第21号に規定する新株予約権の金額を控除した額で除した割合をいう。）又は収益率（様式２「記

載上の注意」（27）に規定する収益率をいう。）を記載すること。 

（38） 手続等の概要 

特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第四号の三様式「第三部投資法人の詳細情報」の「第

２手続等」に記載される事項を要約して記載すること。 

（39） 管理及び運営の概要 

特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第四号の三様式「第三部投資法人の詳細情報」の「第

３管理及び運営」に記載される事項を要約して記載すること。 

 

令和４年７月１日 施行 
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発行者情報 

 

【表紙】 

【書類名】発行者情報 

【提出日又は公表日】 年 月 日（２） 

【発行者の名称】（３） 

【代表者の役職氏名】（４） 

【本店の所在の場所】 

【事務連絡者氏名】 

【電話番号】 

【公表されるホームページのアドレス】（５） 

 

 

【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【沿革】（６） 

２【事業の内容】（７） 

３【従業員の状況】（８） 

４【経営上の重要な契約等】（９） 

第２【発行者の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】（10） 

発行可能株式総数（株） 未発行株式数（株） 発行数（株） 内容 

    

    

計   ― 

 

（２）【新株予約権等の状況】（11） 

区分 最近事業年度末現在 

（ 年 月 日） 

提供日又は公表日の前月末現在 

（ 年 月 日） 

新株予約権の数（個）   

新株予約権のうち自己新株予約

権の数（個） 

  

新株予約権の目的となる株式の

種類 

  

新株予約権の目的となる株式の

数（株） 
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新株予約権の行使時の払込金額

（円） 

  

新株予約権の行使期間   

新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円） 

  

新株予約権の行使の条件   

新株予約権の譲渡に関する事項   

代用払込みに関する事項   

組織再編成行為に伴う新株予約

権の交付に関する事項 

  

 

（３）【議決権の状況】（12） 

年 月 日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式  ―  

議決権制限株式（自己株

式等） 

 ―  

議決権制限株式（その

他） 

   

完全議決権株式（自己株

式等） 

 ―  

完全議決権株式（その

他） 

   

単元未満株式  ―  

発行済株式総数  ― ― 

総株主の議決権 ―  ― 

 

２【役員の状況】（13） 

役名 職名 氏名 生年月

日 

略歴 任期 所有株式数

（株） 

       

       

       

計  

 

３【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】（14） 

第３【経理の状況】 
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【計算書類】（15） 

①【貸借対照表】 

②【損益計算書】 

③【個別注記表】 

④【附属明細表】 

第４【株主の状況】（16） 

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 株式総数に対する所有

株式数の割合（％） 

    

    

    

計 ―   
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（記載上の注意） 

（１） 一般的事項 

ａ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがたいやむを得ない事

情がある場合には、これに準じて記載すること。 

ｂ 以下の規定により記載が必要とされている事項に加えて、発行者情報の各記載項目に関連した

事項を追加して記載することができる。 

ｃ 記載事項のうち金額に関する事項について、本邦通貨以外の通貨建ての金額により表示してい

る場合には、主要な事項について本邦通貨に換算した金額を併記すること。 

ｄ 本邦通貨以外の通貨建ての金額を本邦通貨に換算する場合には、一定の日における為替相場に

より換算することとし、換算に当たって採用した換算の基準として当該日、換算率、為替相場の

種類その他必要な事項を欄外に注記すること。 

ｅ 発行者が連結計算書類を作成している場合には、計算書類として連結計算書類を記載すること

ができる。この場合において、計算書類に係る様式及び記載上の注意は、連結計算書類に係るも

のとして読み替えられるものとする。 

（１－２） 組込方式 

最近事業年度の計算書類及び事業報告（会社法第435条第２項に規定する計算書類及び事業報告をい

う。）において本様式に規定する事項を記載している発行者は、当該計算書類及び事業報告を発行者情報

に添付することにより、本様式における当該事項の記載に代えることができる。 

（２） 提供日又は公表日 

発行者情報の提供日（提供日が異なる場合は、提供日のうち最も早い日をいう。以下同じ。）又

は公表日を記載すること。 

（３） 発行者の名称 

発行者の名称を発行者情報の提供又は公表に用いる言語で記載し、原語名がこれらと異なる場合

には、原語名を括弧内に記載すること。また、これらに加えて、英語の表記を括弧内に記載しても

差し支えない。 

（４） 代表者の役職氏名 

発行者情報の提供又は公表について、正当な権限を有する者の役職氏名を記載すること。 

（５） 公表されるホームページのアドレス 

特定証券情報及び発行者情報（これらの訂正情報を含む。）を公表する場合には、公表されるホ

ームページのアドレスをすべて記載すること。 

（６） 沿革 

発行者の設立日（設立登記日とする。）から発行者情報の提供日又は公表日までの間につき、設

立経緯、商号の変更及び企業集団に係る重要な事項（合併、事業内容の変更、主要な関係会社の設

立・買収、上場等）について簡潔に記載すること。 

（７） 事業の内容 

ａ 発行者情報の提供日又は公表日の最近日（以下「最近日」という。）現在における発行者及び

関係会社において営まれている主な事業の内容について説明するとともに、その状況を事業系統

図等によって示すこと。 

ｂ 発行者と発行者の関連当事者（発行者の関係会社を除く。）との間に継続的で緊密な事業上の

関係がある場合には、当該事業の内容、当該関連当事者の当該事業における位置付け等について
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系統的に分かりやすく説明するとともに、その状況を事業系統図等に含めて示すこと。 

（８） 従業員の状況 

ａ 最近日現在の従業員数を記載すること。 

ｂ 最近日までの１年間において、従業員の人員に著しい増減があった場合にはその事情を記載す

ること。 

（９） 経営上の重要な契約等 

ａ 最近事業年度の開始日から発行者情報の提供日又は公表日までの間において、吸収合併若しく

は新設合併、重要な事業の全部若しくは一部の譲渡、重要な事業の全部若しくは一部の譲受け、

株式交換若しくは株式移転又は吸収分割若しくは新設分割が行われることが、業務執行を決定する

機関により決定された場合には、その旨について記載すること。 

ｂ 発行者において事業の全部若しくは主要な部分の賃貸借又は経営の委任、他人と事業上の損益

全部を共通にする契約、技術援助契約その他の経営上の重要な契約を締結している場合には、そ

の概要を記載すること。最近事業年度の開始日から特定証券情報の提供日又は公表日までの間に

おいて、これらの契約について重要な変更又は解約があった場合には、その内容を記載すること。 

（10） 株式の総数等 

ａ 様式１「記載上の注意」（８）に準じて、株式の種類ごとに、「発行可能株式総数」、「未発

行株式数」、「発行数」及び「内容」を記載すること。 

ｂ 「発行可能株式総数」の欄には、発行者情報の提供日又は公表日現在の定款に定められた発行

可能株式総数又は発行可能種類株式総数を記載すること。発行者が種類株式発行会社であるとき

は、株式の種類ごとの発行可能種類株式総数を記載し、「計」の欄には、発行可能株式総数を記

載すること。 

ｃ 「未発行株式数」の欄には、新株予約権の行使等により発行される予定の株式がある場合には、

その数、種類等について付記すること。 

ｄ 発行者がＭＳＣＢ等を発行している場合には、その旨を欄外に記載すること。 

ｅ 「内容」欄には、株式の種類ごとに内容を具体的に記載すること。なお、「新規発行株式」の

「内容」の欄に同一の内容を記載している場合には、その旨のみを記載することができる。 

ｆ 発行者が会社法第108条第１項各号に掲げる事項について異なる定めをした内容の異なる二以

上の種類の株式（以下「二以上の種類の株式」という。）を発行している場合であって、株式の

種類ごとに異なる数の単元株式数を定めているとき又は議決権の有無若しくはその内容に差異が

あるときは、その旨及びその理由を欄外に記載すること。この場合において、株式の保有又はそ

の議決権行使について特に記載すべき事項がある場合には、その内容を記載すること。発行者が

ＭＳＣＢ等を発行している場合には、当該ＭＳＣＢ等の特質その他株主の権利の保護を図るため

に必要な事項を欄外に記載すること。 

ｇ 「発行数」の欄には、最近日現在の発行数を記載すること。 

ｈ 金銭以外の財産を出資の目的とするときは、その旨並びに当該財産の内容及び価額を欄外に記

載すること。 

（11） 新株予約権等の状況 

ａ 新株予約権又は新株予約権付社債を発行している場合には、最近事業年度の末日並びに発行者

情報の提供日又は公表日の属する月の前月末現在における当該新株予約権又は当該新株予約権付

社債に係る新株予約権の数、新株予約権のうち自己新株予約権の数、目的となる株式の種類（内
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容を含む。）及び株式数、行使時の払込金額、行使期間、行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額、行使の条件、譲渡に関する事項、代用払込みに関する事項並びに組

織再編成行為に伴う交付に関する事項を記載すること。なお、新株予約権付社債を発行している

場合には、その残高についても記載すること。 

ｂ その他発行者に対して新株の発行を請求できる権利が存在している場合には、新株予約権又は

新株予約権付社債に準じて記載すること。 

ｃ 商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律第19条第２項の規定に

より新株予約権付社債とみなされる転換社債若しくは新株引受権付社債又は同条第３項の規定に

より新株予約権証券とみなされる新株引受権証券を発行している場合には、最近事業年度の末日

並びに発行者情報の提供日又は公表日の属する月の前月末現在における転換社債の残高、転換価

格及び資本組入額又は新株引受権の残高、新株引受権の行使により発行する株式の発行価格及び

資本組入額を記載すること。 

ｄ 「代用払込みに関する事項」の欄には、金銭以外の財産を新株予約権の行使の際に出資の目的

とするときは、その旨並びに当該財産の内容及び価額を記載すること。 

ｅ 「組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項」の欄には、会社法第236条第１項第８

号に規定する事項を記載すること。 

ｆ 発行者がＭＳＣＢ等を発行している場合にはその旨を欄外に記載すること。 

ｇ 会社法第236条第１項各号に掲げる事項につき異なる定めをした内容の異なる新株予約権を発

行した場合には、内容の異なる新株予約権ごとに記載すること。 

（12） 議決権の状況 

ａ 最近日現在の「議決権の状況」について記載すること。なお、各欄に記載すべき株式について、

二以上の種類の株式を発行している場合は、株式の種類ごとの数が分かるように記載すること。 

ｂ 「無議決権株式」の欄には、無議決権株式（単元未満株式を除く。ｅにおいて同じ。）の総数

及び内容を記載すること。 

ｃ 「議決権制限株式（自己株式等）」の欄には、議決権制限株式（単元未満株式を除く。ｄ及び

ｅにおいて同じ。）のうち、会社法第308条第２項の規定により議決権を有しない株式（以下「自

己保有株式」という。）及び会社法施行規則第67条の規定により議決権を有しない株式（以下「相

互保有株式」という。）について、種類ごとに総数及び内容を記載すること。 

ｄ 「議決権制限株式（その他）」の欄には、ｃに該当する議決権制限株式以外の議決権制限株式

について、種類ごとに総数、議決権の数及び内容を記載すること。 

ｅ 「完全議決権株式（自己株式等）」の欄には、無議決権株式及び議決権制限株式以外の株式（単

元未満株式を除く。以下「完全議決権株式」という。）のうち、自己保有株式及び相互保有株式

について、種類ごとに総数及び内容を記載すること。 

ｆ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、ｅに該当する完全議決権株式以外の完全議決権株式

について、種類ごとに総数、議決権の数及び内容を記載すること。 

ｇ 「単元未満株式」の欄には、単元未満株式の総数を種類ごとに記載すること。 

（13） 役員の状況 

ａ 発行者情報の提供日又は公表日現在における役員について、その役職名、氏名、生年月日、略

歴、任期、並びに所有株式の種類及びその数を記載すること。 

ｂ 「略歴」の欄には、役員の主要略歴（例えば、入社年月、役員就任直前の役職名、役員就任後
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の主要職歴、他の主要な会社の代表取締役に就任している場合の当該役職名、中途入社の場合に

おける前職）を記載すること。 

ｃ 「所有株式数」の欄には、他人（仮設人を含む。）名義で所有している株式数を含めた実質所

有により記載すること。なお、発行者が二以上の種類の株式を発行している場合には、種類ごと

の数を記載すること。 

ｄ 役員間において二親等内の親族関係がある場合には、その内容を注記すること。 

ｅ 会計参与設置会社であって会計参与が法人である場合には、「氏名」欄に当該会計参与の名称

を、「略歴」欄に当該会計参与の簡単な沿革を記載すること。 

ｆ 発行者が、会社法第108条第１項第９号に掲げる事項につき異なる定めをした内容の異なる種類

の株式を発行した場合に、当該種類の株主によって選任された役員がいる場合はその旨を欄外に

注記すること。 

（14） コーポレート・ガバナンスの状況 

ａ 発行者の企業統治に関する事項（例えば、会社の機関の内容、内部統制システムの整備の状況、

リスク管理体制の整備の状況）について具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。なお、社

外取締役、会計参与、社外監査役又は会計監査人との間で会社法第427条第１項に規定する契約（い

わゆる責任限定契約）を締結した場合、役員等（同法第423条第１項に規定する役員等をいう。以下

同じ。）との間で補償契約（同法第430条の２第１項に規定する補償契約をいう。）を締結した場合又は

役員等を被保険者とする役員等賠償責任保険契約（同法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任

保険契約をいう。）を締結した場合には、当該契約の内容の概要を記載すること。また、会社法第

373条第１項に規定する特別取締役による取締役会の決議制度を定めた場合には、その内容を記載

すること。 

b 発行者が財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めている場合に

は、会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項を記載すること。 

c 定款で取締役の定数又は取締役の資格制限について定め、また、取締役の選解任の決議要件につ

き、会社法と異なる別段の定めをした場合には、その内容を記載すること。 

d 株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした場合にはその事項及びその理

由、取締役会決議事項を株主総会では決議できないことを定款で定めた場合にはその事項及びそ

の理由並びに株主総会の特別決議要件を変更した場合にはその内容及びその理由を記載すること。 

e 発行者が種類株式発行会社であって、株式の種類ごとに異なる数の単元株式数を定めている場合

又は議決権の有無若しくはその内容に差異がある場合には、その旨及びその理由を記載すること。

この場合において、株式の保有又はその議決権行使について特に記載すべき事項がある場合には、

その内容を記載すること。 

f 発行者と特定の株主の間で利益が相反するおそれがある取引を行う場合に株主（当該取引の当事

者である株主を除く。）の利益が害されることを防止するための措置（例えば、いわゆる特別委

員会の設置等）をとる旨を決定している場合には、その旨及びその具体的内容を記載すること。 

（15） 計算書類 

ａ 貸借対照表については最近事業年度末のものを掲げること。 

ｂ 損益計算書、個別注記表及び附属明細表については最近事業年度のものを掲げること。 

ｃ 計算書類についての会計監査人による会計監査報告がある場合、発行者情報に添付すること。 

ｄ ｃに該当する会計監査報告がない場合、その旨を注記すること。 
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（16） 株主の状況 

ａ 最近日現在の株主の状況について記載すること。 

ｂ 所有株式数（他人（仮設人を含む。）名義のもの及び新株予約権の行使その他発行者に対して

新株の発行を請求できる権利の行使により発行される可能性のあるものを含む。）の多い順に10

名程度について記載し、会社法施行規則第67条第１項の規定により議決権を有しないこととなる

株主については、その旨を付記すること。なお、発行者が会社法第108条第１項各号に掲げる事項

について異なる定めをした内容の異なる二以上の種類の株式を発行している場合であって、株式

の種類ごとに異なる数の単元株式数を定めているとき又は議決権の有無に差異があるときは、所

有株式に係る議決権の個数の多い順に10名程度についても併せて記載すること。 

ｃ 個人株主の住所の記載に当たっては、市区町村（外国におけるこれらに相当するものを含む。）

名までを記載しても差し支えない。 

ｄ 所有株式数の記載に当たっては、新株予約権の行使等により発行される可能性のある株式数を

内書きし、その旨を注記すること。 

ｅ 株式総数に対する所有株式数の割合の記載に当たっては、新株予約権の行使等により発行され

る可能性のある株式数を含んだ株式総数に対する所有株式数の割合を記載すること。 

ｆ 欄外には、株主が特別利害関係者等又は発行者の従業員である場合には、その旨及びその内容

を記載すること。 

ｇ 最近事業年度の末日後最近日までの間において、主要株主の異動があった場合には、その旨を

注記すること。 

 

令和４年７月１日 施行 
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ファンド情報（発行者情報） 

 

【表紙】 

【書類名】発行者情報 

【提供日又は公表日】 年 月 日（２） 

【ファンドの名称】 

【発行者名】 

【代表者の役職氏名】（３） 

【本店の所在の場所】 

【公表されるホームページのアドレス】（４） 

 

 

第一部【ファンド情報】 

第１【ファンドの状況】 

１【ファンドの性格】 

⑴【ファンドの特色】（５） 

⑵【ファンドの仕組み】（６） 

２【投資方針】 

⑴【投資方針】（７） 

⑵【投資対象】（８） 

⑶【分配方針】（９） 

⑷【投資制限】（10） 

３【投資リスク】（11） 

４【手数料等及び税金】（12) 

【課税上の取扱い】（13） 

５【運用状況】 

⑴【投資資産】 

①【投資有価証券の主要銘柄】（14） 

②【投資不動産物件】（15） 

③【その他投資資産の主要なもの】（16） 

⑵【運用実績】（17） 

①【純資産の推移】（18） 

②【分配の推移】（19） 

③【収益率の推移】（20） 

第２【管理及び運営】 

１【申込（販売）手続等】（21） 

２【換金（解約）手続等】（22） 

３【資産管理等の概要】 
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発行者情報 様式５ 

（投資信託受益証券） 

 

⑴【資産の評価】（23） 

⑵【信託期間】（24） 

⑶【計算期間】（25） 

⑷【その他】（26） 

４【受益者の権利等】（27） 

 

第二部【委託会社等の概況】（28） 
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発行者情報 様式５ 

（投資信託受益証券） 

 

（記載上の注意） 

（１） 一般的事項 

ａ 発行者情報の記載に当たっては、投資者が容易に理解できるよう、分かりやすく記載すること。 

また、制度の特質の一部を誇張し、又は運用実績の一部を抽出するなどして投資者に誤解を生じさ

せるおそれのある表示をしてはならない。 

ｂ 記載事項については、投資者が容易に理解できるよう、図表等による表示をすることができる。こ

の場合、記載すべき事項が図表等により明瞭に示されるよう表示することとし、図表等による表示に

より投資者に誤解を生じさせることとならないよう注意しなければならない。 

ｃ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがたいやむを得ない事情が

ある場合には、これに準じて記載すること。 

ｄ 以下の規定により記載が必要とされている事項に加えて、発行者情報の各記載項目に関連した事項

を追加して記載することができる。 

（２） 提供日又は公表日 

発行者情報の提供日（提供日が異なる場合は、提供日のうち最も早い日をいう。以下同じ。）又

は公表日を記載すること。 

（３） 代表者の役職氏名 

発行者情報の提供又は公表について正当な権限を有する者の役職氏名を記載すること。 

（４） 公表されるホームページのアドレス 

特定証券情報及び発行者情報（これらの訂正情報を含む。）を公表する場合には、公表されるホ

ームページのアドレスをすべて記載すること。 

（５） ファンドの特色 

ａ ファンドの特色について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

ｂ ファンドが、特定の投資信託証券（特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第１条第２号に

規定する投資信託証券をいう。以下同じ。）のみを投資対象とし、その旨が当該特定の投資信託証券

に係る約款に定められている場合には、当該特定の投資信託証券に係るファンドを含めた全体をファ

ンドとみなして記載すること（以下同じ。）。 

ｃ ファンドが、ファンド・オブ・ファンズ（投資信託証券への投資を目的とするファンド（ｄに該当

する場合を除く。）をいう。以下同じ。）の形態をとる場合には、その旨が明確になるように記載す

ること。 

ｄ ファンドが、投資ビークル（一定の資産の管理、運用又は処分を行う法人、組合等（特定有価証券

の内容等の開示に関する内閣府令第六号の五様式「記載上の注意」（１）ｆに規定する組合等をい

う。）、信託その他これらに類するものであって、他の者がこれらへの投資を通じて資産の運用を行

うために利用されるもの（ファンド・オブ・ファンズである場合を除き、信託にあっては受益者が当

該一定の資産を直接に管理、運用又は処分するものと同視すべき場合を除く。）をいう。以下同

じ。）への投資を通じて資産の運用を行う形態をとる場合には、その旨が明確になるように記載する

こと。 

（６） ファンドの仕組み 

ａ ファンドの仕組み（当該ファンドがファンド・オブ・ファンズの形態をとる場合又は投資ビークル

への投資を通じて資産の運用を行う形態をとる場合には、その仕組みも含む。）について図表等を用

いて分かりやすく記載すること。 
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発行者情報 様式５ 

（投資信託受益証券） 

 

ｂ 委託会社等及びファンドの関係法人（投資信託及び投資法人に関する法律第９条に規定する受託会

社、ファンドの運用の指図の権限又は運用の権限を委託する場合の当該委託先、販売会社等をいう。

以下同じ。）の名称（販売会社については記載しないことができる。）及びファンドの運営上の役割

並びに委託会社等が関係法人と締結している契約等の概要について簡潔に記載すること。 

（７） 投資方針 

ファンドの運用に関する基本的態度（投資態度、運用方針、運用の形態、銘柄選定の方針（ファンド

がファンド・オブ・ファンズの形態をとる場合には、投資先ファンドの選定の方針として投資先ファン

ドの投資実績全体を重視しているものか、投資先ファンドの具体的な投資先を重視しているものか等）

等）について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

（８） 投資対象 

ａ 投資対象とする資産の種類、内容等を具体的に記載すること。 

ｂ 投資基準及び種類別、地域別、業種別等による投資予定がある場合にはその割合等を記載するこ

と。 

ｃ ファンドが、ファンド・オブ・ファンズの形態をとる場合には、ファンドの純資産総額の10％を超

えて投資する投資対象ファンドの名称・運用の基本方針・主要な投資対象及び委託会社等又はこれに

類する者の名称を記載すること。 

（９） 分配方針 

約款に規定された分配方針を記載すること。 

（10） 投資制限 

法令又は約款に定められた投資制限についてその根拠及び内容を記載すること。 

（11） 投資リスク 

ファンドのもつリスクの特性について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

（12） 手数料等及び税金 

投資者が申込みから換金（解約）までの間に直接的に、又は間接的に負担することとなる費用（税金

を除く。以下「手数料等」という。）について簡潔に記載すること。手数料等の記載に当たっては、当

該手数料等の金額又は料率の上限のみを記載し、当該手数料等の金額又は料率が上限である旨を併せて

記載すること。 

（13） 課税上の取扱い 

分配金、解約代金等についての課税上の取扱いについて、分かりやすく記載すること。 

（14） 投資有価証券の主要銘柄 

ａ 発行者情報の提供日又は公表日の最近日（以下「最近日」という。）現在の状況について記載する

こと。ただし、併合により新たに内国投資信託受益証券が発行される場合には、併合効力発生日の直

近日現在の各併合消滅ファンドの状況について記載すること。 

ｂ 投資有価証券（投資資産である有価証券をいう。以下同じ。）のうち、評価額上位10銘柄について

記載すること。 

ｃ 発行地又は上場金融商品取引所等の区分による地域別に区分し、種類及び銘柄ごとに銘柄の名称、

業種（株式である場合に限る。）、数量、金額（簿価、時価及びそれぞれの単価）並びに投資比率を

記載するとともに、種類別及び業種別（株式である場合に限る。）の投資比率を記載すること。 

ｄ 当該投資有価証券に関し、投資判断に重要な影響を及ぼすと判断される会社等がある場合には、当

該会社等の名称及び当該会社等の名称の開示を必要とする理由を記載すること。 

59



発行者情報 様式５ 

（投資信託受益証券） 

 

ｅ 投資有価証券の銘柄の名称は、明瞭に記載すること。 

ｆ ファンドの運用状況を分かりやすく記載するため、投資有価証券を不動産又はその他の資産と併せ

て記載することが必要な場合には、不動産又はその他の資産と併せて「③その他投資資産の主要なも

の」に記載すること。 

（15） 投資不動産物件 

ａ 最近日現在の状況について記載すること。ただし、併合により新たに内国投資信託受益証券が発行

される場合には、併合効力発生日の直近日現在の各併合消滅ファンドの状況について記載すること。 

ｂ ファンドの運用状況を分かりやすく記載するため、投資不動産（投資資産である不動産をいう。）

を有価証券又はその他の資産と併せて記載することが必要な場合には、有価証券又はその他の資産と

併せて「③その他投資資産の主要なもの」に記載すること。 

（16） その他投資資産の主要なもの 

ａ 最近日現在の状況について記載すること。ただし、併合により新たに内国投資信託受益証券が発行

される場合には、併合効力発生日の直近日現在の各併合消滅ファンドの状況について記載すること。 

ｂ 投資資産のうちその他の資産について、当該その他の資産の種類又は性質ごとに記載すること。 

ｃ 投資資産が有価証券又は不動産に係る権利である場合には、当該権利の内容（種類、存続期間等）

及び当該権利の目的物の内容（（14）ｃに掲げる事項）を記載すること。 

ｄ 投資資産がｃに掲げる権利以外の権利である場合には、ｃに準じて記載すること。 

（17） 運用実績 

運用実績の記載に当たっては、図表等により分かりやすく記載すること。 

（18） 純資産の推移 

発行者情報の提供日又は公表日の直近５計算期間（特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第

23条に定める期間をいう。以下同じ。）（６月を１計算期間とするファンド（特定有価証券の内容等の

開示に関する内閣府令第23条ただし書の規定により、休日の翌日を計算期間の末日とすることとしてい

るファンドを含む。（19）及び（20）において同じ。）にあっては、10計算期間）の各計算期間末につ

いて、ファンドの純資産総額及び基準価額を記載すること。この場合において、各計算期間末に分配が

行われているときは、分配付及び分配落の額を記載すること。 

（19） 分配の推移 

発行者情報の提供日又は公表日の直近５計算期間（６月を１計算期間とするファンドにあっては、10

計算期間）について、各計算期間ごとに、内国投資信託受益証券１単位当たりの分配の額を記載するこ

と。 

（20） 収益率の推移 

発行者情報の提供日又は公表日の直近10計算期間（６月を１計算期間とするファンドにあっては、20

計算期間）について、各計算期間ごとに、収益率（計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算

期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落の額）を控除した額を当該基準価額（分配落の額）で除し

て得た数に100を乗じて得た数をいう。）を記載すること。 

（21） 申込（販売）手続等 

内国投資信託受益証券の申込みについてその手続及び受渡方法等を記載すること。 

（22） 換金（解約）手続等 

内国投資信託受益証券の換金（解約）についてその手続及び受渡方法等を記載すること。 

（23） 資産の評価 
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基準価額についてその算出方法（有価証券、不動産その他の資産の評価を含む。）、算出頻度、投資

者による照会方法及び当該照会に関し必要な事項を記載すること。 

（24） 信託期間 

ファンドの存続期間について記載すること。 

（25） 計算期間 

ファンドの計算期間について記載すること。 

（26） その他 

ａ ファンドの解散又は償還条件等について記載すること。 

ｂ 約款の変更、関係法人との契約の更改等に関する手続、変更した場合の開示方法に関する事項その

他重要事項を記載すること。 

（27） 受益者の権利等 

分配金の受領権、償還金の受領権、内国投資信託受益証券の換金（解約）請求権その他の権利に関し

その内容（権利の発生及び消滅時期を含む。）及び権利行使の手続について記載すること。 

（28） 委託会社等の概況 

特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第四号様式「記載上の注意」（14）ｂ及びｃにより記

載すべき事項であって、委託会社その他の投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす者に関する事項のう

ち、投資者の投資判断に重要な影響を及ぼすものについて記載すること。 

 

令和４年７月１日 施行 
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ファンド情報（発行者情報） 

 

【表紙】 

【書類名】発行者情報 

【提供日又は公表日】 年 月 日（２） 

【発行者の名称】 

【代表者の役職氏名】（３） 

【本店の所在の場所】 

【公表されるホームページのアドレス】（４） 

 

 

【ファンド情報】 

１【投資法人の概況】 

⑴【投資法人の特色】（５） 

⑵【投資法人の仕組み】（６） 

⑶【投資法人の機構】（７） 

⑷【投資法人の出資総額】（８） 

⑸【主要な投資主の状況】（９） 

２【投資方針】 

⑴【投資方針】（10） 

⑵【投資対象】（11） 

⑶【分配方針】（12） 

⑷【投資制限】（13） 

３【投資リスク】（14） 

４【手数料及び税金】（15） 

【課税上の取扱い】（16） 

５【運用状況】 

⑴【投資資産】 

①【投資有価証券の主要銘柄】（17） 

②【投資不動産物件】（18） 

③【その他投資資産の主要なもの】（19） 

⑵【運用実績】（20） 

①【純資産等の推移】（21） 

②【分配の推移】（22） 

③【自己資本利益率（収益率）の推移】（23） 

６【手続等の概要】（24） 

７【管理及び運営の概要】（25）  
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（記載上の注意） 

（１） 一般的事項 

ａ 発行者情報の記載に当たっては、投資者が容易に理解できるよう、分かりやすく記載すること。 

また、制度の特質の一部を誇張し、又は運用実績の一部を抽出するなどして投資者に誤解を生じさ

せるおそれのある表示をしてはならない。 

ｂ 記載事項については、投資者が容易に理解できるよう、図表等による表示をすることができる。こ

の場合、記載すべき事項が図表等により明瞭に示されるよう表示することとし、図表等による表示に

より投資者に誤解を生じさせることとならないよう注意しなければならない。 

ｃ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがたいやむを得ない事情が

ある場合には、これに準じて記載すること。 

ｄ 以下の規定により記載が必要とされている事項に加えて、発行者情報の各記載項目に関連した事項

を追加して記載することができる。 

（２） 提供日又は公表日 

発行者情報の提供日（提供日が異なる場合は、提供日のうち最も早い日をいう。以下同じ。）又

は公表日を記載すること。 

（３） 代表者の役職氏名 

ａ 発行者情報の提供又は公表について、正当な権限を有する者の役職氏名を記載すること。 

ｂ 投資法人の設立の場合にあっては、設立企画人（投資信託及び投資法人に関する法律第66条第１項

に規定する設立企画人をいう。）全員の氏名又は名称を記載すること。 

（４） 公表されるホームページのアドレス 

特定証券情報及び発行者情報（これらの訂正情報を含む。）を公表する場合には、公表されるホ

ームページのアドレスをすべて記載すること。 

（５） 投資法人の特色 

ａ 投資法人の特色について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

ｂ 投資法人が、投資ビークル（一定の資産の管理、運用又は処分を行う法人、組合等（特定有価証券

の内容等の開示に関する内閣府令第六号の五様式「記載上の注意」（１）ｆに規定する組合等をい

う。）、信託その他これらに類するものであって、他の者がこれらへの投資を通じて資産の運用を行

うために利用されるもの（信託にあっては、受益者が当該一定の資産を直接に管理、運用又は処分す

るものと同視すべき場合を除く。）をいう。以下同じ。）への投資を通じて資産の運用を行う形態を

とる場合には、その旨が明確になるように記載すること。 

（６） 投資法人の仕組み 

ａ 投資法人の仕組み（当該投資法人が投資ビークルへの投資を通じて資産の運用を行う形態をとる場

合には、その仕組みも含む。）について図表等を用いて分かりやすく記載すること。 

ｂ 投資法人及び投資法人の関係法人（資産運用会社又は投資顧問会社、資産保管会社（投資信託及び

投資法人に関する法律第２条第22項に規定する資産保管会社をいう。）、一般事務受託者（同条第23

項に規定する一般事務受託者をいう。）、投資法人債管理者等、販売会社、特定関係法人（特定有価

証券の内容等の開示に関する内閣府令第12条第３項に規定する特定関係法人をいう。以下同じ。）等

をいう。以下同じ。）の名称（販売会社については記載しないことができる。）、運営上の役割（特

定関係法人については、資産運用会社の親会社である旨又は資産運用会社の利害関係人等のうち、金

融商品取引法施行令第29条の３第３項各号のいずれかに掲げる取引であって有価証券の取引等の規制
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に関する内閣府令第55条の８各項に定める基準に該当するものを行い、若しくは行った法人である旨

を含む。）及び関係業務の内容（投資法人が関係法人と締結した契約又は締結しようとする契約等の

概要を含む。）について簡潔に記載すること。 

（７） 投資法人の機構 

投資法人の統治に関する事項（例えば、法人の機関の内容、内部管理及び監督役員による監督の組

織、人員及び手続並びに内部管理、監督役員による監督及び会計監査の相互連携等）、投資法人による

関係法人（販売会社を除く。）に対する管理体制の整備の状況について、具体的に、かつ、分かりやす

く記載すること。 

（８） 投資法人の出資総額 

発行者情報の提供日又は公表日の直近日現在の投資法人の出資総額、発行可能投資口総口数（投資信

託及び投資法人に関する法律第67条第１項第４号に規定する発行可能投資口総口数をいう。）及び発行

済投資口の総口数を記載すること。また、同法第94条第１項において準用する会社法第308条第２項の

規定により議決権を有しない投資口（以下「自己保有投資口」という。）又は投資信託及び投資法人に

関する法律施行規則第160条の規定により議決権を有しない投資口（以下「相互保有投資口」とい

う。）がある場合には、発行済投資口の総口数の注記として、当該自己保有投資口又は当該相互保有投

資口の口数をその投資主ごとに記載するとともに、これらが議決権を有しない旨を記載すること。 

なお、最近５年間における出資総額及び発行済投資口の総口数の増減についても併せて記載するこ

と。 

（９） 主要な投資主の状況 

発行者情報の提供日又は公表日の直近日現在における投資法人の投資主（所有する投資口の口数（以

下「所有投資口数」という。）の多い順に５名程度）について、その氏名又は名称、住所（主要な投資

主が個人である場合の個人投資主の住所の記載に当たっては、市区町村（外国におけるこれらに相当す

るものを含む。）名までを記載しても差し支えない。）並びに所有投資口数及び発行済投資口の総口数

に対する所有投資口数の比率を記載すること。なお、主要な投資主の状況の記載に当たっては、所有投

資口数及び発行済投資口の総口数から自己保有投資口の口数を除くこと。 

（10） 投資方針 

投資法人の運用に関する基本的態度（投資態度、運用方針、運用の形態、銘柄選定の方針等）につい

て、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

（11） 投資対象 

ａ 投資対象とする資産の種類、内容等を具体的に記載すること。 

ｂ 投資基準及び種類別、地域別、業種別等による投資予定がある場合にはその割合等を記載するこ

と。 

ｃ 投資法人が、海外不動産保有法人（投資信託及び投資法人に関する法律施行規則第221条の２第１

項各号に掲げる要件の全てを満たす法人をいう。以下同じ。）の発行済株式又は出資（当該海外不動

産保有法人が有する自己の株式又は出資を除く。以下ｃにおいて「株式等」という。）の総数又は総

額に同令第221条に規定する率を乗じて得た数又は額を超えて当該株式等を有する場合には、当該海

外不動産保有法人ごとに、当該海外不動産保有法人に対する出資額、当該海外不動産保有法人の概況

（組織形態、目的、事業内容、利益の分配方針等）、ファンドに属する当該海外不動産保有法人の株

式等の数又は額の当該海外不動産保有法人の株式等の総数又は総額に対する割合及び当該海外不動産

保有法人が設立された国における配当に係る規制の内容を記載するとともに、当該海外不動産保有法
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人の投資対象とする不動産について、ａ及びｂに準じて記載すること。 

（12） 分配方針 

規約に規定された分配方針を記載すること。 

（13） 投資制限 

法令又は規約に定められた投資制限についてその根拠及び内容を記載すること。 

（14） 投資リスク 

ａ 投資に関するリスクの特性について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

ｂ 投資法人が将来にわたって営業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は

状況その他投資法人の経営に重要な影響を及ぼす事象（以下「重要事象等」という。）が存在する場

合には、その旨及びその具体的な内容を分かりやすく記載すること。 

ｃ 重要事象等が存在する旨及びその内容を記載した場合には、当該重要事象等についての分析・検討

内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するための対応策を具体的に、かつ、分かりやすく記載

すること。 

ｄ 将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は特定証券情報の提供日又は公表日現在において

判断したものである旨を記載すること。 

（15） 手数料等及び税金 

投資者が申込みから換金（解約）までの間に直接的に、又は間接的に負担することとなる費用（税金

を除く。以下「手数料等」という。）のうち、手数料等の記載に当たっては、当該手数料等の金額又は

料率の上限のみを記載し、当該手数料等の金額又は料率が上限である旨を併せて記載すること。 

（16） 課税上の取扱い 

分配金、解約代金等についての課税上の取扱いについて、分かりやすく記載すること。 

（17） 投資有価証券の主要銘柄 

ａ 発行者情報の提供日又は公表日の最近日（以下「最近日」という。）現在の状況について記載する

こと。 

ｂ 投資有価証券（投資資産である有価証券をいう。以下同じ。）のうち、評価額上位10銘柄について

記載すること。 

ｃ 発行地又は上場金融商品取引所等の区分による地域別に区分し、種類及び銘柄ごとに銘柄の名称、

業種（株式である場合に限る。）、数量、金額（簿価、時価及びそれぞれの単価）並びに投資比率を

記載するとともに、種類別及び業種別（株式である場合に限る。）の投資比率を記載すること。 

ｄ 当該投資有価証券に関し、投資判断に重要な影響を及ぼすと判断される会社等がある場合には、当

該会社等の名称及び当該会社等の名称の開示を必要とする理由を記載すること。 

ｅ 投資有価証券の銘柄の名称は、明瞭に記載すること。 

ｆ 投資資産の運用状況を分かりやすく記載するため、投資有価証券を不動産又はその他の資産と併せ

て記載することが必要な場合には、不動産又はその他の資産と併せて「③その他投資資産の主要なも

の」に記載すること。 

（18) 投資不動産物件 

ａ 最近日現在の状況について記載すること。 

ｂ 投資法人が、海外不動産保有法人の株式等の総数又は総額の投資信託及び投資法人に関する法律施

行規則第221条に規定する率を超えて当該株式等を有する場合には、当該海外不動産保有法人の概況

（組織形態、目的、事業内容、利益の分配方針等）を記載すること。なお、やむを得ない事情により
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開示できない項目がある場合には、その旨を記載すること。 

ｃ 投資資産の運用状況を分かりやすく記載するため、投資不動産（投資資産である不動産をいう。）

を有価証券又はその他の資産と併せて記載することが必要な場合には、有価証券又はその他の資産と

併せて「③その他投資資産の主要なもの」に記載すること。 

（19) その他投資資産の主要なもの 

ａ 最近日現在の状況について記載すること。 

ｂ 投資資産のうちその他の資産について、当該その他の資産の種類又は性質ごとに記載すること。 

ｃ 投資資産が有価証券又は不動産に係る権利である場合には、当該権利の内容（種類、存続期間等）

及び当該権利の目的物の内容（（17）ｃに掲げる事項）を記載すること。投資法人が、海外不動産保

有法人の株式等の総数又は総額の投資信託及び投資法人に関する法律施行規則第221条に規定する率

を超えて当該株式等に係る権利を有する場合には、これらに加えて、当該海外不動産保有法人の概況

及びその投資する不動産について、（18）ｂに準じて記載すること。 

ｄ 投資資産がｃに掲げる権利以外の権利である場合には、ｃに準じて記載すること。 

（20) 運用実績 

運用実績の記載に当たっては、図表等により分かりやすく記載すること。 

（21） 純資産等の推移 

発行者情報の提供日又は公表日の直近５計算期間（特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第

23条に定める期間をいう。以下同じ。）（６月を１計算期間とする投資法人にあっては、10計算期間）

の各計算期間末について、投資法人の総資産額、純資産総額及び内国投資証券１単位当たりの純資産額

を記載すること。この場合において、各計算期間末に分配が行われているときは、分配付及び分配落の

額を記載すること。 

（22) 分配の推移 

発行者情報の提供日又は公表日の直近５計算期間（６月を１計算期間とする投資法人にあっては、10

計算期間）について、各計算期間ごとに、分配総額、内国投資証券１単位当たりの分配の額を記載する

こと。 

（23） 自己資本利益率（収益率）の推移 

発行者情報の提供日又は公表日の直近10計算期間（６月を１計算期間とする投資法人にあっては、20

計算期間）について、各計算期間ごとに、自己資本利益率又は収益率（様式２の「記載上の注意」(25)

に規定する収益率をいう。）を記載すること。 

（24) 手続等の概要 

特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第四号の三様式「第三部投資法人の詳細情報」の「第

２手続等」に記載される事項を要約して記載すること。 

（25） 管理及び運営の概要 

特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第四号の三様式「第三部投資法人の詳細情報」の「第

３管理及び運営」に記載される事項を要約して記載すること。 

 

令和４年７月１日 施行 
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「外国証券の取引に関する規則」の一部改正について 

 

令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

新 旧 

（定義） （定義） 

第２条 この規則において次の各号に掲げる用

語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この規則において次の各号に掲げる用

語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

１～４  （ 現行どおり ） １～４  （ 省   略 ） 

４の２ 外国新株予約権付社債券 

外国証券のうち、金融商品取引法第二条に

規定する定義に関する内閣府令（以下「定義

府令」という。）第 10 条の２第１項第４号に

規定する新株予約権付社債券又は金商法第２

条第１項第 17 号に規定する外国の者の発行

する証券若しくは証書のうち新株予約権付社

債券の性質を有するものをいう。 

（ 新   設 ） 

５～19  （ 現行どおり ） ５～19  （ 省   略 ） 

20 国内公募の引受等 

協会員が行う外国株券等の引受け（募集に

際して行うものに限る。）、売出し（金商法第

４条第１項第４号に規定するもの（以下「外

国証券売出し」という。）を除く。以下同じ。）

又は募集若しくは売出しの取扱いをいう。 

20 国内公募の引受等 

協会員が行う外国株券等の引受け（募集に

際して行うものに限る。）、売出し（金商法第

４条第１項第４号に規定するもの（以下「外

国証券売出し」という。）を除く。以下、同じ。）、

募集若しくは売出しの取扱い、特定投資家向

け売付け勧誘等又は特定投資家向け売付け勧

誘等の取扱いをいう。 

20～23  （ 現行どおり ） 20～23  （ 省   略 ） 

２     （ 現行どおり ） ２     （ 省   略 ） 

  

（対象証券） （対象証券） 

第７条 既に発行された外国株券等、外国新株

予約権証券、外国新投資口予約権証券及び外

国債券について、協会員は、次の各号に掲げ

る証券に限り、顧客（適格機関投資家及び第

５項に定める事業会社等を除く。以下この条

及び次条において同じ。）に対し外国取引及び

国内店頭取引の勧誘を行うことができる。た

だし、外国証券売出し又は私売出し（金商法

第７条   （ 同   左 ） 
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第２条第４項第２号ロ及びハに該当するもの

をいう。以下同じ。）に該当する場合及び海外

証券先物取引等の受渡決済に伴い受渡しをす

る外国証券の場合は、この限りでない。 

１～５  （ 現行どおり ） １～５  （ 省   略 ） 

２ 既に発行された外国株券等、外国新株予約

権証券及び外国新投資口予約権証券につい

て、協会員が顧客に対し私売出し（特定投資

家向け売付け勧誘等を除く。）の勧誘を行うこ

とができるものは、前項第１号に掲げる証券

とする。 

２ 既に発行された外国株券等、外国新株予約

権証券及び外国新投資口予約権証券につい

て、協会員が顧客に対し私売出しの勧誘を行

うことができるものは、前項第１号に掲げる

証券とする。 

３～５   （ 現行どおり ） ３～５   （ 省   略 ） 

  

（勧誘によらず売り付ける場合の取扱い） （勧誘によらず売り付ける場合の取扱い） 

第８条 協会員は、顧客に対し前条第１項から

第３項に規定する外国株券等、外国新株予約

権証券、外国新投資口予約権証券及び外国債

券以外の外国株券等、外国新株予約権証券、

外国新投資口予約権証券及び外国債券の外国

取引若しくは国内店頭取引（外国証券売出し

並びに外国株券等、外国新株予約権証券及び

外国新投資口予約権証券の特定投資家向け売

付け勧誘等を除く。）について勧誘を行わずに

売付け（委託による場合を含む。）又は売付け

の媒介（委託の媒介を含む。）を行う場合には、

次の各号に掲げる事例に該当する場合を除

き、当該注文が当該顧客の意向に基づくもの

である旨の記録を作成のうえ、整理及び保存

する等適切な管理を行わなければならない。 

第８条 協会員は、顧客に対し前条第１項から

第３項に規定する外国株券等、外国新株予約

権証券、外国新投資口予約権証券及び外国債

券以外の外国株券等、外国新株予約権証券、

外国新投資口予約権証券及び外国債券の外国

取引若しくは国内店頭取引（外国証券売出し

を除く。）について勧誘を行わずに売付け（委

託による場合を含む。）又は売付けの媒介（委

託の媒介を含む。）を行う場合には、次の各号

に掲げる事例に該当する場合を除き、当該注

文が当該顧客の意向に基づくものである旨の

記録を作成のうえ、整理及び保存する等適切

な管理を行わなければならない。 

１～５  （ 現行どおり ） １～５  （ 省   略 ） 

  

（継続開示義務を受けなくなった場合等の取

扱い） 

（継続開示義務を受けなくなった場合等の取

扱い） 

第 30 条 本協会は、発行者が金商法に定める継

続開示書類の提出の義務を受けなくなった場

合、若しくは第 27 条第１項の外国株券等が国

第 30 条 本協会は、発行者が金商法に定める継

続開示書類（金商法第 27 条の 32 第１項に定

める発行者情報を含む。）の提出の義務を受け
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内の取引所金融商品市場に上場した場合、又

は次に掲げる場合その他本協会が適当と認め

た場合は、第 27 条から前条に定める取扱いを

停止することができる。 

なくなった場合、若しくは第 27 条第１項の外

国株券等が国内の取引所金融商品市場に上場

した場合、又は次に掲げる場合その他本協会

が適当と認めた場合は、第 27 条から前条に定

める取扱いを停止することができる。 

１～４  （ 現行どおり ） １～４  （ 省   略 ） 

  

（売買状況等の報告等） （売買状況等の報告等） 

第 47 条 協会員は、外国証券の取引、保管、国

内公募の引受等の状況等について所定の報告

書により本協会に報告しなければならない。 

第 47 条   （ 同   左 ） 

２ 協会員は、金商法施行令第１条の７の３第

６号に規定する取引を行う又は行った場合

は、同号及び定義府令第 13 条の３第１項各号

に掲げる事項を所定の方法により本協会に報

告しなければならない。なお、同項第４号に

掲げる事項は、本協会が別に定めるところに

よる。 

２ 協会員は、金商法施行令第１条の７の３第

６号に規定する取引を行う又は行った場合

は、同号及び金融商品取引法第二条に規定す

る定義に関する内閣府令（以下「定義府令」

という。）第 13 条の３第１項各号に掲げる事

項を所定の方法により本協会に報告しなけれ

ばならない。なお、同項第４号に掲げる事項

は、本協会が別に定めるところによる。 

３～７   （ 現行どおり ） ３～７   （ 省   略 ） 

  

（特定投資家に対する投資勧誘等への準用）  

第 49 条 協会員は、国内の取引所金融商品市場

への上場がなされていない外国株券、外国新

株予約権証券、外国新株予約権付社債券、外

国投資信託受益証券、外国投資証券又は外国

新投資口予約権証券の特定投資家向け売付け

勧誘等又は私募（金商法第２条第３項第２号

ロに掲げる場合に限る。以下同じ。）若しくは

特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いを行う

場合には、「店頭有価証券等の特定投資家に対

する投資勧誘等に関する規則」第３条から第

17 条までの規定（第３条第２項、第６条第３

項、第７条第３項及び第 12 条第１項を除く。）

を準用する。この場合において、これらの規

定中「店頭有価証券等」とあるのは「外国株

券、外国新株予約権証券、外国新株予約権付

（ 新   設 ） 
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社債券、外国投資信託受益証券、外国投資証

券又は外国新投資口予約権証券」と、「私募

又は私募の取扱い」とあるのは「私募の取扱

い」と、「店頭有価証券」とあるのは「外国

株券、外国新株予約権証券又は外国新株予約

権付社債券」と、第３条第３項中「前項」と

あるのは「『外国証券の取引に関する規則』第

50 条」と、第７条第２項中「投資信託受益証

券」とあるのは「外国投資信託受益証券」と、

「３か月以内」とあるのは「６か月以内」と、

第 10 条中「投資信託等」とあるのは「外国投

資信託受益証券、外国投資証券又は外国新投

資口予約権証券」と、第 12 条第２項中「前項」

及び同条第３項中「第１項」とあるのは「『外

国証券の取引に関する規則』第 52 条」とそれ

ぞれ読み替えるものとする。 

２ 外国株券、クローズド・エンド型の外国投

資信託受益証券及びクローズド・エンド型の

外国投資証券について、本章に基づき勧誘を

行うことができるものは、次の各号に定める

要件を満たしている国又は地域の法令に基づ

き発行されたものとする。 

（ 新   設 ） 

１ 当該有価証券に係る制度について法令が

整備されていること 

（ 新   設 ） 

２ 当該有価証券に係る開示について法令等

が整備されていること 

（ 新   設 ） 

３ 当該有価証券の発行者を監督する監督官

庁又はそれに準ずる機関が存在しているこ

と 

（ 新   設 ） 

４ 当該有価証券の購入代金、売却代金、果

実等について送受金が可能であること 

（ 新   設 ） 

  

（発行者等に対する審査）  

第 50 条 取扱協会員（「店頭有価証券等の特定

投資家に対する投資勧誘等に関する規則」第

２条第９号に規定する取扱協会員をいう。以

下同じ。）は、前条において読み替えて準用す

（ 新   設 ） 
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る「店頭有価証券等の特定投資家に対する投

資勧誘等に関する規則」第３条第１項に基づ

き検証を行う場合、第 52 条の規定により当該

取扱協会員が策定した社内規則に従って、次

の各号に掲げる有価証券の区分に応じ、当該

各号に定める事項について審査を行わなけれ

ばならない。 

１ 外国株券、外国新株予約権証券又は外国

新株予約権付社債券 

（ 新   設 ） 

イ 発行者及びその行う事業の実在性  

ロ 発行者の財務状況  

ハ 発行者の法令遵守状況を含めた社会性  

ニ 発行者の反社会的勢力への該当性、反

社会的勢力との関係の有無及び反社会的

勢力との関係排除への仕組みとその運用

状況 

 

ホ 当該取扱協会員と発行者との利害関係

の状況 

 

へ 当該外国株券、外国新株予約権証券又

は外国新株予約権付社債券に投資するに

あたってのリスク 

 

ト 私募の取扱いを行う場合にあっては、

事業計画の妥当性、資金使途の妥当性 

 

２ 外国投資信託受益証券 

外国投資信託受益証券にあっては第 16 条

第１項第１号、第２号、第７号及び第 10 号か

ら第 14 号（第 11 号ただし書きを除き、クロ

ーズド・エンド型の投資信託受益証券にあっ

ては第 14 号を除く。）に掲げる基準に適合し

ていること 

（ 新   設 ） 

３ 外国投資証券又は外国新投資口予約権証

券 

（ 新   設 ） 

イ 資産の運用等に関する体制整備の状況  

ロ 発行者の法令遵守状況を含めた社会性  

ハ 発行者の反社会的勢力への該当性、反

社会的勢力との関係の有無及び反社会的

勢力との関係排除への仕組みとその運用
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状況 

ニ 外国投資証券にあっては第 17 条第１

項第１号、第２号及び第８号から第 12 号

（クローズド・エンド型の外国投資証券

にあっては第 12 号を除く。）に掲げる基

準にそれぞれ適合していること 

 

  

（特定証券情報及び発行者情報）  

第 51 条 第 49 条において読み替えて準用する

「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資

勧誘等に関する規則」第６条第１項に規定す

る特定証券情報及び第７条第１項に規定する

発行者情報は、次の各号に掲げる有価証券の

区分に応じ、当該各号に定める様式により、

本協会が別に定める「記載上の注意事項」に

従って発行者が作成したものでなければなら

ない。 

（ 新   設 ） 

１ 外国株券、外国新株予約権証券又は外国

新株予約権付社債券 

（ 新   設 ） 

イ 特定証券情報 

様式１ 

 

ロ 発行者情報 

様式４ 

 

２ 外国投資信託受益証券 （ 新   設 ） 

イ 特定証券情報 

様式２ 

 

ロ 発行者情報 

様式５ 

 

３ 外国投資証券又は外国新投資口予約権証

券 

（ 新   設 ） 

イ 特定証券情報 

様式３ 

 

ロ 発行者情報 

様式６ 

 

  

  

（社内規則）  

72



 

新 旧 

第 52 条 取扱協会員は、第 49 条に基づき投資

勧誘を行おうとする次の各号に掲げる有価証

券の区分に応じ、当該各号に定める事項を社

内規則において規定するとともに、当該社内

規則に定めた事項を適切に遂行するための体

制を整備しなければならない。 

（ 新   設 ） 

１ 外国株券、外国新株予約権証券又は外国

新株予約権付社債券 

（ 新   設 ） 

イ 第 49 条において読み替えて準用する

「店頭有価証券等の特定投資家に対する

投資勧誘等に関する規則」第３条第１項

の規定により行う検証及び第 50 条の規

定により行う審査に関する事項 

 

ロ 発行者に関する情報の取得に関する事

項 

 

ハ 特定投資家の管理に関する事項  

ニ 外国株券、外国新株予約権証券又は外

国新株予約権付社債券の受渡しに関する

事項 

 

ホ 不公正取引の確認に関する事項  

へ その他取扱協会員が必要と認める事項  

２ 外国投資信託受益証券、外国投資証券又

は外国新投資口予約権証券 

（ 新   設 ） 

イ 第 49 条において読み替えて準用する

「店頭有価証券等の特定投資家に対する

投資勧誘等に関する規則」第３条第１項

の規定により行う検証及び第 50 条の規

定により行う審査に関する事項 

 

ロ 外国投資信託受益証券、外国投資証券

又は外国新投資口予約権証券に関する情

報の取得に関する事項 

 

ハ 特定投資家の管理に関する事項  

ニ 外国投資信託受益証券、外国投資証券

又は外国新投資口予約権証券の受渡しに

関する事項 

 

ホ その他取扱協会員が必要と認める事項  
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付   則  

この改正は、令和４年７月１日から施行す

る。 
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特定証券情報 様式１ 

（外国株券等） 

 

 

 

特定証券情報 

 

【表紙】 

【書類名】特定証券情報 

【提供日又は公表日】 年 月 日（２） 

【発行者の名称】（３） 

【代表者の役職氏名】（４） 

【本店の所在の場所】 

【事務連絡者氏名】 

【電話番号】 

【有価証券の種類】（５） 

【有価証券の発行価額又は売付け価額の総額】（６） 

【公表されるホームページのアドレス】（７） 

 

 

第一部【証券情報】 

第１【特定投資家向け取得勧誘の要項】 

１【新規発行株式】（８） 

記名・無記名の別、額面・無額

面の別及び種類 

 

発行数（株）  

内容  

 

２【特定投資家向け取得勧誘の方法及び条件】 

（１）【特定投資家向け取得勧誘の方法】（９） 

形態 発行数（株） 発行価額の総額 資本組入額の総額 

    

    

    

計（総発行株式）    

 

（２）【特定投資家向け取得勧誘の条件】（10） 

額面・無額面の別  

発行価格  

資本組入額  

申込株数単位（株）  

申込期間  

払込期日  
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特定証券情報 様式１ 

（外国株券等） 

 

取得勧誘の委託を受

けた者の住所及び氏

名又は名称 

 

取得勧誘の委託契約

の内容 

 

 

（３）【払込取扱場所】 

店名 所在地 

  

 

３【新規発行新株予約権証券】（11） 

（１）【特定投資家向け取得勧誘の条件】 

発行数（個）  

発行価額の総額  

発行価格  

申込手数料  

申込単位（個）  

申込期間  

割当日  

払込期日  

払込取扱場所  

取得勧誘の委託を受けた者の住所及

び氏名又は名称 

 

取得勧誘の委託契約の内容  

 

（２）【新株予約権の内容等】 

新株予約権の目的となる株式の種類  

新株予約権の目的となる株式の数

（株） 

 

新株予約権の行使時の払込金額  

新株予約権の行使により株式を発行 

する場合の株式の発行価額の総額 

 

新株予約権の行使により株式を発行 

する場合の株式の発行価格及び資本 

組入額 

 

新株予約権の行使期間  

新株予約権の行使請求の受付場所、

取次場所及び払込取扱場所 

 

新株予約権の行使の条件  

76



特定証券情報 様式１ 

（外国株券等） 

 

自己新株予約権の取得の事由及び取

得の条件 

 

新株予約権の譲渡に関する事項  

代用払込みに関する事項  

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項 

 

 

４【新規発行新株予約権付社債券】（12） 

（１）【特定投資家向け取得勧誘の条件】 

銘柄  

記名・無記名の別  

券面総額  

各社債の金額  

発行価額の総額  

発行価格  

利率（％）  

利払日  

利息支払の方法  

償還期限  

償還の方法  

申込期間  

払込期日  

担保の種類  

担保の目的物  

担保の順位  

先順位の担保をつけた債権の金額  

担保の目的物に関し担保権者に対抗

する権利 

 

担保付社債券の受託会社  

担保の保証  

財務上の特約（担保提供制限）  

財務上の特約（その他の条項）  

取得勧誘の委託を受けた者の住所及

び氏名又は名称 

 

取得勧誘の委託契約の内容  

 

（２）【新株予約権付社債券に関する事項】 

新株予約権の目的となる株式の種類  

新株予約権の目的となる株式の数  
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（外国株券等） 

 

（株） 

新株予約権の行使時の払込金額  

新株予約権の行使により株式を発行 

する場合の株式の発行価額の総額 

 

新株予約権の行使により株式を発行 

する場合の株式の発行価格及び資本 

組入額 

 

新株予約権の行使期間  

新株予約権の行使請求の受付場所、

取次場所及び払込取扱場所 

 

新株予約権の行使の条件  

自己新株予約権の取得の事由及び取

得の条件 

 

新株予約権の譲渡に関する事項  

代用払込みに関する事項  

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項 

 

 

５【新規発行等の理由及び新規発行による手取金の使途】 

（１）【新規発行等による手取金の額】（13） 

払込金額の総額 発行諸費用の概算額 差引手取概算額 

   

 

（２）【新規発行等の理由及び手取金の使途】（14） 

 

第２【特定投資家向け売付け勧誘等の要項】 

１【売付け有価証券】（15） 

（１）【売付け株式】 

記名・無記名の別、額

面・無額面の別及び種

類 

売付け数（株） 売付け価額の総額 売付けに係る株式の所

有者の住所及び氏名又

は名称 

    

 

（２）【売付け新株予約権証券】 

売付け数（個） 売付け価額の総額 売付けに係る新株予約権証券の

所有者の住所及び氏名又は名称 

   

 

（新株予約権の内容等） 

 

78



特定証券情報 様式１ 

（外国株券等） 

 

（３）【売付け新株予約権付社債券】 

売付け数（口） 売付け価額の総額 売付けに係る新株予約権付社債

券の所有者の住所及び氏名又は

名称 

   

 

（新株予約権付社債の内容等） 

 

２【売付けの条件】（16） 

売付け価格  

申込期間  

申込単位  

売付けの委託を受け

た者の住所及び氏名

又は名称 

 

売付けの委託契約の

内容 

 

 

５【事業等のリスク】（17） 

 

第二部【企業情報】 

第１【本国における法制等の概要】 

１【会社制度等の概要】（18） 

（１）【発行者の属する国・州等における会社制度】 

（２）【発行者の定款等に規定する制度】 

２【外国為替管理制度】（19） 

３【課税上の取扱い】（20） 

第２【企業の概況】 

１【沿革】（21） 

２【事業の内容】（22） 

３【従業員の状況】（23） 

４【経営上の重要な契約等】（24） 

第３【発行者の状況】 

１【株式等の状況】 

【株式の総数等】（25） 

記名・無記名の

別、額面・無額面

の別及び種類 

発行可能株式総数

（株） 

未発行株式数

（株） 

発行数（株） 内容 
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特定証券情報 様式１ 

（外国株券等） 

 

計    ― 

 

２【役員の状況】（26） 

役名 職名 氏名 生年月

日 

略歴 任期 所有株式数

（株） 

       

       

       

計  

 

３【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】（27） 

第４【経理の状況】 

【計算書類】（28） 

①【貸借対照表】 

②【損益計算書】 

③【個別注記表】 

④【附属明細表】 

第５【株主の状況】（29） 

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 株式総数に対する所有

株式数の割合（％） 

    

    

    

計 ―   
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（記載上の注意） 

（１） 一般的事項 

ａ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがたいやむを得ない事情が

ある場合には、これに準じて記載すること。 

ｂ 以下の規定により記載が必要とされている事項に加えて、特定証券情報の各記載項目に関連し

た事項を追加して記載することができる。 

ｃ 記載事項のうち金額に関する事項について、本邦通貨以外の通貨建ての金額により表示してい

る場合には、主要な事項について本邦通貨に換算した金額を併記すること。 

ｄ 本邦通貨以外の通貨建ての金額を本邦通貨に換算する場合には、一定の日における為替相場に

より換算することとし、換算に当たって採用した換算の基準として当該日、換算率、為替相場の

種類その他必要な事項を注記すること。 

ｅ 発行者が連結計算書類を作成している場合には、計算書類として連結計算書類を記載すること

ができる。この場合において、計算書類に係る様式及び記載上の注意は、連結計算書類に係るも

のとして読み替えられるものとする。 

ｆ 発行者が既に１年間継続して企業内容等の開示に関する内閣府令第９条の３第２項に規定する

有価証券報告書を提出している場合には、本様式第二部に代えて、その旨及び有価証券報告書を

縦覧に供している場所を記載すれば足りる。 

（１－２） 組込方式 

ａ 発行者情報の提供又は公表を行っている発行者は、当該発行者の最近事業年度に係る発行者情報

及び訂正発行者情報を特定証券情報に添付することにより、本様式第二部の記載に代えることができ

る。 

ｂ 最近事業年度の計算書類及び事業報告（会社法第435条第２項に規定する計算書類及び事業報告を

いう。）において本様式第二部に規定する事項を記載している発行者は、当該計算書類及び事業報告

を特定証券情報に添付することにより、本様式第二部における当該事項の記載に代えることができ

る。 

（２） 提供日又は公表日 

特定証券情報の提供日（提供日が異なる場合は、提供日のうち最も早い日をいう。以下同じ。）

又は公表日を記載すること。 

（３） 発行者の名称 

発行者の名称を特定証券情報の提供又は公表に用いる言語で記載し、原語名がこれらと異なる場

合には、原語名を括弧内に記載すること。また、これらに加えて、英語の表記を括弧内に記載して

も差し支えない。 

（４） 代表者の役職氏名 

特定証券情報の提供又は公表について、正当な権限を有する者の役職氏名を記載すること。 

（５） 有価証券の種類 

特定証券情報により提供又は公表の対象とした特定投資家向け取得勧誘又は特定投資家向け売付

け勧誘等に係る有価証券の種類を記載すること。 

（６） 有価証券の発行価額又は売付け価額の総額 

ａ 特定証券情報により提供又は公表の対象とした特定投資家向け取得勧誘又は特定投資家向け売

付け勧誘等ごとに、発行価額の総額又は売付け価額の総額を記載すること。なお、対象となる有
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価証券が新株予約権証券である場合には、当該新株予約権証券の発行価額又は売付け価額の総額

に当該新株予約権証券に係る新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金

額を併せて記載すること。「発行価格」若しくは「売付け価格」を記載しないで特定証券情報を

提供若しくは公表する場合又は算式表示により特定証券情報を提供若しくは公表する場合には、

特定証券情報の提供日又は公表日現在におけるこれらの総額の見込額を記載し、その旨を注記す

ること。 

ｂ 本邦通貨への換算に当たって採用した換算の基準を注記すること。 

（７） 公表されるホームページのアドレス 

特定証券情報及び発行者情報（これらの訂正情報を含む。）を公表する場合には、公表されるホ

ームページのアドレスをすべて記載すること。 

（８） 新規発行株式 

ａ 新規発行株式の種類ごとに、「記名・無記名の別、額面・無額面の別及び種類」、「発行数」

及び「内容」を記載すること。 

ｂ 「記名・無記名の別、額面・無額面の別及び種類」の欄には、「記名式額面普通株」のように

記載し、額面株式については券面額を付記すること。 

ｃ 「発行数」の欄には、「記名・無記名の別、額面・無額面の別及び種類」の欄の区分に従い発

行数を記載すること。 

ｄ 「内容」の欄には、「内容」の欄には、「記名・無記名の別、額面・無額面の別及び種類」の

欄の区分に従い株式の内容を具体的に記載すること。 

ｅ 欄外には、新株発行を決議した取締役会若しくは株主総会の決議の年月日又は行政庁の認可を

受けた年月日を記載すること。一部払込発行の場合には、その決議内容についても記載するこ

と。 

ｆ 発行者が新規発行株式と異なる種類の株式についての定めを定款等に定めている場合には、欄

外にその旨を記載すること。この場合において、新規発行株式と当該異なる種類の株式の単元株

式数又は議決権の有無若しくはその内容に差異があるときは、その旨及びその理由を欄外に記載

すること。 

ｇ 新規発行株式について一定の権利等が付されている場合には、その旨及び権利等の内容等を注

記すること。 

（９） 特定投資家向け取得勧誘の方法 

ａ 「形態」の欄には、特定投資家向け取得勧誘を株主割当てとそれ以外のものに区分して記載す

ること。 

株主割当てについては割当日、割当比率等を、株主割当て以外のものについては発行者が直接

勧誘するものとその他のものに区分しその発行数を、それぞれ欄外に記載すること。なお、株主

割当て以外のものの場合であって株主に対し他の者に優先して募入決定を行うときは、その旨、

その株数及び優先募入の決定方法等を欄外に記載すること。 

ｂ 一部払込発行の場合には、払込金額の総額を「発行価額の総額」の欄に内書きすること。 

ｃ 「発行価格」若しくは「資本組入額」を記載しないで特定証券情報を提供若しくは公表する場

合又は算式表示により特定証券情報を提供若しくは公表する場合には、「発行価額の総額」又は

「資本組入額の総額」は特定証券情報の提供日又は公表日現在における見込額により記載し、そ

の旨を注記すること。 
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ｄ 金銭以外の財産を出資の目的とするときは、その旨並びに当該財産の内容及び価額を記載する

こと。 

（10） 特定投資家向け取得勧誘の条件 

ａ 「発行価格」の欄には、１株の発行価額を記載すること。一部払込発行の場合には、１株の払

込金額を「発行価格」の欄に内書きすること。 

ｂ 「資本組入額」の欄には、１株の発行価額のうち資本金に組み入れる金額を記載すること。な

お、算式表示の場合には、当該算式に基づいて記載すること。 

ｃ 「発行価格」又は「資本組入額」を記載しないで特定証券情報を提供又は公表する場合には、

これらの決定予定時期及び具体的な決定方法を注記すること。 

ｄ 欄外には、申込みの方法、申込みがない場合の株式の割当てを受ける権利（新株引受権）の消

滅、申込みがない株式の処理、申込みが超過した場合の処理、払込期日の確定の有無その他申込

み及び払込みに関し必要な事項を記載すること。 

ｅ 「取得勧誘の委託を受けた者の住所及び氏名又は名称」を記載しないで特定証券情報を提供又

は公表する場合には、その決定予定時期を注記すること。 

ｆ 「取得勧誘の委託契約の内容」の欄には、取得勧誘の委託手数料の額等について記載するこ

と。なお、算式表示の場合には、委託手数料の額は当該算式に基づいて記載すること。 

（11） 新規発行新株予約権証券 

ａ 特定証券情報の対象となる新規発行新株予約権証券について、新株予約権の目的となる株式の

種類ごとに区分して、発行数、発行価額の総額、発行価格、申込手数料、申込単位、申込期間、

割当日、払込期日、払込取扱場所、取得勧誘の委託を受けた者の住所及び氏名又は名称、取得勧

誘の委託契約の内容を記載すること。 

ｂ 発行価格を記載しないで特定証券情報を提供又は公表する場合には、発行価額の総額は特定証

券情報の提供日又は公表日現在における見込額により記載し、その旨を注記すること。 

ｃ 発行価格は、新株予約権１個の発行価格を記載すること。また、発行価格を記載しないで特定

証券情報を提供又は公表する場合には、その決定予定時期及び具体的な決定方法を注記するこ

と。 

ｄ 割当日は、会社法第238条第１項第４号に規定する割当日を記載すること。 

ｆ 「取得勧誘の委託を受けた者の住所及び氏名又は名称」については（10）ｅに準じて記載する

こと。 

ｅ 「取得勧誘の委託契約の内容」については（10）ｆに準じて記載すること。 

ｇ 新株予約権証券の発行を決議した取締役会又は株主総会の決議年月日、申込みの方法、申込み

が超過した場合の処理その他申込み又は払込みに関し必要な事項を記載すること。 

ｈ 新株予約権行使の効力の発生及び新株予約権の行使後第１回目の配当、株券の交付方法等新株

予約権の行使により発行し、又は移転する株式に関し必要な事項を記載すること。 

ｉ 新株予約権の目的となる株式の種類は、新株予約権の目的となる株式の種類及び内容を、

（８）のａ及びｄに準じて記載すること。 

ｊ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額は、新株予約権

の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格及び資本組入額を記載すること。なお、

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格について算式表示を行う場合に

は、資本組入額は当該算式に基づいて記載すること。 
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ｋ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額又は新株予約権

の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所を記載しないで特定証券情報を提供又は公表

する場合には、これらの事項の決定予定時期及び具体的な決定方法を注記すること。 

ｌ 自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件は、「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資

勧誘等に関する規則」第６条第３項第２号に定める様式１「記載上の注意」（11）ｊに準じて事

項を記載すること。 

ｍ 代用払込みに関する事項は、金銭以外の財産を新株予約権の行使の際に出資の目的とするとき

は、その旨並びに当該財産の内容及び価額を記載すること。 

ｎ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は、「店頭有価証券等の特定投資家に対

する投資勧誘等に関する規則」第６条第３項第２号に定める様式１「記載上の注意」（11）ｌに

準じて事項を記載すること。 

（12） 新規発行新株予約権付社債券 

ａ 「銘柄」の欄には、「第何回無担保社債（担保提供禁止特約付）」、「第何回無担保社債（担

保提供限定特約付）」、「第何回無担保社債（社債間限定同順位特約付）」のように記載するこ

と。 

ｂ 「発行価格」の欄には、券面額についての発行価額を記載すること。 

ｃ 「発行価格」又は「利率」を記載しないで特定証券情報を提供又は公表する場合には、これら

の事項の決定予定時期及び具体的な決定方法を注記すること。 

ｄ 「発行価格」を記載しないで特定証券情報を提供又は公表する場合には、「発行価額の総額」

は特定証券情報の提供日又は公表日現在における見込額により記載し、その旨を注記すること。 

ｅ 「利息支払の方法」の欄には、利息の計算期間、支払場所等を記載すること。利息の支払場所

を記載しないで特定証券情報を提供又は公表する場合には、その決定予定時期及び具体的な決定

方法を注記すること。 

ｆ 「償還の方法」の欄には、償還金額、償還の方法（買入消却、任意償還、減債基金等）を記載

すること。 

ｇ 「担保の保証」の欄には、保証が付されている場合に、その内容及び条件等を記載すること。 

ｈ 「財務上の特約」の欄には、当該発行に係る社債において社債権者保護のために設定されてい

る財務上の特約で、一定の事由の下に期限の利益を喪失させる効果を有するもの及びその効果に

変更を与えるものについて、担保提供制限とその他の条項（純資産額維持、利益維持、担付切換

等）に分けて、その内容を記載すること。また、当該発行に係る社債についての保証会社に関し

て財務上の特約が設定されている場合には、その内容を記載すること。 

ｉ 当該発行に係る社債について、発行者の依頼により、信用格付業者（金融商品取引法第２条第

36項に規定する信用格付業者をいう。以下同じ。）から提供され、若しくは閲覧に供された信用

格付（同条第34項に規定する信用格付をいう。以下同じ。）又は信用格付業者から提供され、若

しくは閲覧に供される予定の信用格付がある場合には、次に掲げる事項を欄外に記載すること。

なお、これらの信用格付が複数存在する場合には、全てについて記載すること。 

⒜ 当該信用格付に係る等級、信用格付業者の商号又は名称その他当該信用格付を特定するため

の事項並びに当該信用格付の前提及び限界に関する当該信用格付の対象となる事項の区分に応

じた説明 

⒝ 当該発行に係る社債の申込期間中に、金融商品取引業等に関する内閣府令第313条第３項第
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３号の規定により当該発行に係る社債に関して信用格付業者が公表する同号イからルまでに掲

げる事項に関する情報を入手するための方法 

当該発行に係る社債について、発行者の依頼により、信用格付業者から提供され、若しくは閲

覧に供された信用格付又は信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供される予定の信用格付

がない場合には、その旨を欄外に記載すること。 

ｋ 「取得勧誘の委託を受けた者の住所及び氏名又は名称」については（10）ｅに準じて記載する

こと。 

ｊ 「取得勧誘の委託契約の内容」については（10）ｆに準じて記載すること。 

ｌ 「新株予約権付社債券に関する事項」については、（11）に準じて記載すること。 

（13） 新規発行等による手取金の額 

ａ 「発行価格」を記載しないで特定証券情報を提供若しくは公表する場合又は算式表示により特

定証券情報を提供若しくは公表する場合には、「払込金額の総額」は特定証券情報の提供日又は

公表日現在における見込額を記載し、その旨を注記すること。 

ｂ 「発行諸費用の概算額」の欄には、発行者が負担すべき発行諸費用の総額を記載すること。 

（14） 新規発行等の理由及び手取金の使途 

ａ 新規発行等の理由として資金調達以外の理由がある場合には、その理由を記載すること。 

ｂ 発行者が取得する手取金の使途について、設備資金、運転資金、その他に区分し、その使途の

区分ごとの大まかな内容及び概算金額を記載すること。 

（15） 売付け有価証券 

ａ 額面株式については、「売付け株式」の「記名・無記名の別、額面・無額面の別及び種類」の

欄に券面額を付記すること。 

ｂ 「売付け価格」を記載しないで特定証券情報を提供若しくは公表する場合又は算式表示により

特定証券情報を提供若しくは公表する場合には、「売付け価額の総額」は特定証券情報の提供日

又は公表日現在における見込額により記載し、その旨を注記すること。 

ｃ 売付けに係る有価証券の所有者が２人以上ある場合には、「売付け株式」「売付け新株予約権

証券」「売付け新株予約権付社債券」について所有者別に記載すること。 

ｄ 「売付け新株予約権証券」の「新株予約権の内容等」は、（11）に準じて記載すること。 

ｅ 「売付け新株予約権付社債券」の「新株予約権社債の内容等」は、（12）に準じて記載するこ

と。 

（16） 売付けの条件 

ａ 「売付け価格」の欄には、株式については１株の売付け価額を、新株予約権証券については新

株予約権１個の売付け価額を、新株予約権付社債券については券面額についての売付け価額を記

載すること。 

ｂ 「売付け価格」を記載しないで特定証券情報を提供又は公表する場合には、その決定予定時期

を注記すること。 

ｃ 「売付けの委託を受けた者の住所及び氏名又は名称」を記載しないで特定証券情報を提供又は

公表する場合には、その決定予定時期を注記すること。 

ｄ 「売付けの委託契約の内容」の欄には、売付けの委託手数料の額、売付け残が生じた場合の処

理等について記載すること。なお、算式表示の場合には、委託手数料の額は当該算式に基づいて

記載すること。 
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ｅ 株式受渡期日その他売付けの手続上必要な事項を欄外に記載すること。 

（17） 事業等のリスク 

ａ 発行者の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動、特定の取引先・製

品・技術等への依存、特有の法的規制・取引慣行・経営方針、重要な訴訟事件等の発生、役員・

大株主・関係会社等に関する重要事項等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項

がある場合には、当該事項の概要を具体的に、分かりやすく、かつ簡潔に記載すること。 

ｂ 将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は特定証券情報の提供又は公表日現在におい

て判断したものである旨を記載すること。 

（18） 会社制度等の概要 

ａ 発行者の属する国・州等における会社制度全般についてその概要を記載すること。特に株主総

会、取締役会等の会社の機関及びその権限に関する事項、株式に関する事項並びに会社の計算に

関する事項等について記載すること。 

ｂ 発行者が定款等において規定する当該発行者の制度についてその概要を記載すること。特に議

決権、取締役の選任権及び配当請求権等株主の権利（株式の譲渡制限等権利の制限を含む。）に

関する事項について記載すること。 

（19） 外国為替管理制度 

配当等の送金等に関する発行者の属する国の外国為替管理制度について、その概要を記載するこ

と。 

（20） 課税上の取扱い 

配当等に関する課税上の取扱いについて記載すること。 

（21） 沿革 

発行者の設立日（設立登記日とする。）から特定証券情報の提供日又は公表日までの間につき、

設立経緯、商号の変更及び企業集団に係る重要な事項（合併、事業内容の変更、主要な関係会社の

設立・買収、上場等）について簡潔に記載すること。 

（22） 事業の内容 

ａ 特定証券情報の提供日又は公表日の最近日（以下「最近日」という。）現在における発行者及

び関係会社において営まれている主な事業の内容について説明するとともに、その状況を事業系

統図等によって示すこと。 

ｂ 発行者と発行者の関連当事者（発行者の関係会社を除く。）との間に継続的で緊密な事業上の

関係がある場合には、当該事業の内容、当該関連当事者の当該事業における位置付け等について

系統的に分かりやすく説明するとともに、その状況を事業系統図等に含めて示すこと。 

（23） 従業員の状況 

ａ 最近日現在の従業員数を記載すること。 

ｂ 最近日までの１年間において、従業員の人員に著しい増減があった場合にはその事情を記載す

ること。 

（24） 経営上の重要な契約等 

ａ 最近事業年度の開始日から特定証券情報の提供日又は公表日までの間において、吸収合併若し

くは新設合併、重要な事業の全部若しくは一部の譲渡、重要な事業の全部若しくは一部の譲受

け、株式交換若しくは株式移転又は吸収分割若しくは新設分割が行われることが、業務執行を決

定する機関により決定された場合には、その旨について記載すること。 
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ｂ 発行者において事業の全部若しくは主要な部分の賃貸借又は経営の委任、他人と事業上の損益

全部を共通にする契約、技術援助契約その他の経営上の重要な契約を締結している場合には、そ

の概要を記載すること。最近事業年度の開始日から特定証券情報の提供日又は公表日までの間に

おいて、これらの契約について重要な変更又は解約があった場合には、その内容を記載するこ

と。 

（25） 株式の総数等 

ａ （８）に準じて、株式の種類ごとに、「記名・無記名の別、額面・無額面の別及び種類」、

「発行可能株式総数」、「未発行株式数」、「発行数」及び「内容」を記載すること。 

ｂ 「発行可能株式総数」の欄には、特定証券情報の提供日又は公表日現在の定款に定められた発

行可能株式総数又は発行可能種類株式総数を記載すること。 

ｃ 「未発行株式数」の欄には、新株予約権の行使等により発行される予定の株式がある場合に

は、その数、種類等について付記すること。 

ｄ 発行者がＭＳＣＢ等を発行している場合には、「記名・無記名の別、額面・無額面の別及び種

類」の欄にその旨を記載すること。 

ｅ 「内容」欄には、株式の種類ごとに内容を具体的に記載すること。なお、「新規発行株式」の

「内容」の欄に同一の内容を記載している場合には、その旨のみを記載することができる。 

ｆ 株式の種類ごとに議決権の有無、数又はその内容が異なる場合には、その旨及びその理由を記

載すること。この場合において、株式の保有又はその議決権行使について特に記載すべき事項が

ある場合には、その内容を記載すること。発行者がＭＳＣＢ等を発行している場合には、当該Ｍ

ＳＣＢ等の特質その他株主の権利の保護を図るために必要な事項を欄外に記載すること。 

ｇ 「発行数」の欄には、最近日現在の発行数を記載すること。 

ｈ 金銭以外の財産を出資の目的とするときは、その旨並びに当該財産の内容及び価額を欄外に記

載すること。 

ｉ 協同組織金融機関の場合には、普通出資及び優先出資に区分して記載すること。 

（26） 役員の状況 

ａ 特定証券情報の提供日又は公表日現在における役員について、その役職名、氏名、生年月日、

略歴、任期、並びに所有株式の種類及びその数を記載すること。 

ｂ 最近事業年度（６か月を１事業年度とする発行者にあっては最近２事業年度）における役員の

報酬の総額について記載すること。ただし、本国において個々の役員について報酬が開示されて

いる場合には、主要な役員の報酬についても記載すること。 

ｃ 役員が特別の利益を受けることがある場合には、その内容を示すこと。 

ｄ 役員間において二親等内の親族関係がある場合には、その内容を注記すること。 

ｅ 発行者が、異なる定めをした内容の異なる種類の株式を発行した場合において、当該種類の株

主によって選任された役員がいるときはその旨を欄外に注記すること。 

（27） コーポレート・ガバナンスの状況 

「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」第６条第３項第２号に定める

様式１「記載上の注意」（26）に準じて記載すること。 

（28） 計算書類 

ａ 貸借対照表については最近事業年度末のものを掲げること。 

ｂ 損益計算書、個別注記表及び附属明細表については最近事業年度のものを掲げること。 
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ｃ 計算書類に対する監査報告書（外国監査法人等が発行する監査報告書に相当すると認められる

ものを含む）がある場合、特定証券情報に添付すること。 

ｄ ｃに該当する監査報告書がない場合、その旨を注記すること。 

（29） 株主の状況 

ａ 最近日現在の議決権のある記名株式（他人（仮設人を含む。）名義のものを含む。）及び発行

者が把握している議決権のある無記名株式の所有数の多い順に10名程度について記載すること。

ただし、その所有数が発行済株式総数の100分の１未満の株主については記載を要しない。 

また、発行者が議決権の数が異なる二以上の種類の株式を発行している場合には、所有株式に

係る議決権の個数の多い順に10名程度についても併せて記載すること。 

なお、大株主が個人である場合の個人株主の住所の記載に当たっては、市区町村（外国におけ

るこれらに相当するものを含む。）名までを記載しても差し支えない。 

ｂ 最近事業年度の末日後最近日までの間において、主要株主の異動があった場合には、その旨を

注記すること。 

 

令和４年７月１日 施行 

 

88
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特定証券情報 

 

【表紙】 

【書類名】特定証券情報 

【提供日又は公表日】 年 月 日（２） 

【発行者名】 

【代表者の役職氏名】（３） 

【本店の所在の場所】 

【代理人の氏名又は名称】（４） 

【代理人の住所又は所在地】 

【事務連絡者氏名】（５） 

【連絡場所】 

【電話番号】 

【公表されるホームページのアドレス】（６） 

 

 

第一部【証券情報】 

１【ファンドの名称】 

２【外国投資信託受益証券の形態等】（７） 

３【信託金の限度額】（８） 

４【発行（売出）価格】（９） 

５【申込手数料】（10） 

６【申込単位】（11） 

７【申込期間】 

８【申込・払込取扱場所】（12） 

９【払込期日】 

10【その他】（13） 

 

第二部【ファンド情報】 

第１【ファンドの状況】 

１【ファンドの性格】 

⑴【ファンドの特色】（14） 

⑵【ファンドの仕組み】（15） 

２【投資方針】 

⑴【投資方針】（16） 

⑵【投資対象】（17） 

⑶【分配方針】（18） 

⑷【投資制限】（19） 
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３【投資リスク】（20） 

４【手数料等及び税金】（21） 

【課税上の取扱い】（22） 

５【運用状況】 

⑴【投資資産】 

①【投資有価証券の主要銘柄】（23） 

②【投資不動産物件】（24） 

③【その他投資資産の主要なもの】（25） 

⑵【運用実績】（26） 

①【純資産の推移】（27） 

②【分配の推移】（28） 

③【収益率の推移】（29） 

第２【管理及び運営】 

１【申込（販売）手続等】（30） 

２【買戻し手続等】（31） 

３【資産管理等の概要】 

⑴【資産の評価】（32） 

⑵【信託期間】（33） 

⑶【計算期間】（34） 

⑷【その他】（35） 

４【受益者の権利等】（36） 

 

第三部【管理会社等の概況】（37） 
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（記載上の注意） 

（１） 一般的事項 

ａ 特定証券情報の記載に当たっては、投資者が容易に理解できるよう、分かりやすく記載すること。 

また、制度の特質の一部を誇張し、又は運用実績の一部を抽出するなどして投資者に誤解を生じさ

せるおそれのある表示をしてはならない。 

ｂ 記載事項については、投資者が容易に理解できるよう、図表等による表示をすることができる。こ

の場合、記載すべき事項が図表等により明瞭に示されるよう表示することとし、図表等による表示に

より投資者に誤解を生じさせることとならないよう注意しなければならない。 

ｃ 記載事項のうち金額に関する事項について、本邦通貨以外の通貨建ての金額により表示する場合に

は、主要な事項について本邦通貨に換算した金額を併記すること。 

ｄ 本邦通貨以外の通貨建て金額を本邦通貨に換算する場合には、換算に当たって採用した換算の基準

を注記すること。 

ｅ 会社名、人名等の記載に当たっては、原語名を付記すること。 

ｆ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがたいやむを得ない事情が

ある場合には、これに準じて記載すること。 

ｇ 以下の規定により記載が必要とされている事項に加えて、特定証券情報の各記載項目に関連した事

項を追加して記載することができる。 

ｉ 特定証券情報の対象となる有価証券が金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみなさ

れる権利（電子情報処理組織を用いて移転することができる財産的価値（電子機器その他の物に電子

的方法により記録されるものに限る。）に表示されるものに限る。）である場合には、特定有価証券

の内容等の開示に関する内閣府令第六号の五様式「記載上の注意」（５）ｃ、（17）ｃ、（26）ｃ、

（30）及び（31）により記載することとされている事項に準ずる事項を記載すること。この場合にお

いて、これらの事項は、この様式の記載項目中、これらの記載上の注意に係る記載項目に相当する項

目に記載すること。 

（１－２） 組込方式 

特定証券情報の対象となる有価証券について発行者情報の提供又は公表を行っている発行者は、当該

有価証券の最近計算期間（特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第23条に定める期間をい

う。以下同じ。）に係る発行者情報及び訂正発行者情報を特定証券情報に添付することにより、本様式

第二部及び第三部の記載に代えることができる。 

（２） 提供日又は公表日 

特定証券情報の提供日（提供日が異なる場合は、提供日のうち最も早い日をいう。以下同じ。）

又は公表日を記載すること。 

（３） 代表者の役職氏名 

特定証券情報の提供又は公表について、正当な権限を有する者の役職氏名を記載すること。 

（４） 代理人の氏名又は名称 

本邦内に住所を有する者であって、特定証券情報に関する一切の行為につき当該発行者を代理する権

限を有するもの（以下「代理人」という。）を定めている場合には、その氏名（代理人が法人である場

合には、その名称及び代表者の氏名）を記載すること。 

（５） 事務連絡者氏名 

本邦内に住所を有する者の氏名を記載すること。 
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（６） 公表されるホームページのアドレス 

特定証券情報及び発行者情報（これらの訂正情報を含む。）を公表する場合には、公表されるホ

ームページのアドレスをすべて記載すること。 

（７） 外国投資信託受益証券の形態等 

ａ 記名・無記名の別、単位型・追加型の別等を記載すること。 

ｂ 特定証券情報の対象となる外国投資信託受益証券について、管理会社（発行者たる外国投資信託受

益証券のファンドの管理会社をいう。以下同じ。）の依頼により、信用格付業者（金融商品取引法第

２条第36項に規定する信用格付業者をいう。以下同じ。）から提供され、若しくは閲覧に供された信

用格付（同条第34項に規定する信用格付をいう。以下同じ。）又は信用格付業者から提供され、若し

くは閲覧に供される予定の信用格付がある場合には、次に掲げる事項を記載すること。なお、これら

の信用格付が複数存在する場合には、全てについて記載すること。 

⒜ 当該信用格付に係る等級、信用格付業者の商号又は名称その他当該信用格付を特定するための事

項並びに当該信用格付の前提及び限界に関する当該信用格付の対象となる事項の区分に応じた説明 

⒝ 特定証券情報の対象となる外国投資信託受益証券の申込期間中に、金融商品取引業等に関する内

閣府令第313条第３項第３号の規定により特定証券情報の対象となる外国投資信託受益証券に関し

て信用格付業者が公表する同号イからルまでに掲げる事項に関する情報を入手するための方法 

特定証券情報の対象となる外国投資信託受益証券について、管理会社の依頼により、信用格付業者

から提供され、若しくは閲覧に供された信用格付又は信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供

される予定の信用格付がない場合には、その旨を記載すること。 

（８） 信託金の限度額 

特定証券情報の提供又は公表により投資勧誘しようとする外国投資信託受益証券の信託金の限度額を

記載すること。 

（９） 発行（売出）価格 

ａ 申込単位１単位当たりの「発行価格」又は「売出価格」を記載すること。 

なお、「発行価格」又は「売出価格」が変動する場合には、具体的な「発行価格」又は「売出価

格」についての投資者による照会方法及び当該照会に関し必要な事項（例えば、照会先の名称、電話

番号、ホームページアドレス等をいう。以下同じ。）を具体的に記載すること。 

ｂ 「発行価格」又は「売出価格」を記載しないで特定証券情報を作成する場合には、その決定予定時

期及び具体的な決定方法を注記すること。 

（10） 申込手数料 

手数料の記載に当たっては、具体的な手数料の金額又は料率の記載に代えて、手数料の金額又は料率

の上限のみを記載することができる。この場合には、具体的な手数料の金額又は料率についての投資者

による照会方法及び当該照会に関し必要な事項を具体的に記載すること。 

（11） 申込単位 

申込単位の記載に当たっては、具体的な申込単位の記載に代えて、申込単位についての投資者による

照会方法及び当該照会に関し必要な事項のみを記載することができる。 

（12） 申込・払込取扱場所 

取扱場所の記載に当たっては、具体的な取扱場所の記載に代えて、取扱場所についての投資者による

照会方法及び当該照会に関し必要な事項のみを記載することができる。 

（13） その他 
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ａ 申込証拠金がある場合には、その旨、申込証拠金の利息、申込証拠金のファンドヘの振替、その他

必要な事項を記載すること。 

ｂ 当該特定投資家向け取得勧誘又は特定投資家向け売付け勧誘等と同時に、本邦以外の地域において

特定証券情報の対象となる外国投資信託受益証券の発行が行われる場合には、その発行価額の総額等

について記載すること。 

（14） ファンドの特色 

ａ ファンドの特色について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

ｂ ファンドが、特定の投資信託証券（特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第１条第２号に

規定する投資信託証券をいう。以下同じ。）のみを投資対象とし、その旨が当該特定の投資信託証券

に係る約款に定められている場合には、当該特定の投資信託証券に係るファンドを含めた全体をファ

ンドとみなして記載すること（以下同じ。）。 

ｃ ファンドが、ファンド・オブ・ファンズ（投資信託証券への投資を目的とするファンド（ｃに該当

する場合を除く。）をいう。以下同じ。）の形態をとる場合には、その旨が明確になるように記載す

ること。 

ｄ ファンドが、投資ビークル（一定の資産の管理、運用又は処分を行う法人、組合等（特定有価証券

の内容等の開示に関する内閣府令第六号の五様式「記載上の注意」（１）ｆに規定する組合等をい

う。）、信託その他これらに類するものであって、他の者がこれらへの投資を通じて資産の運用を行

うために利用されるもの（ファンド・オブ・ファンズである場合を除き、信託にあっては、受益者が

当該一定の資産を直接に管理、運用又は処分するものと同視すべき場合を除く。）をいう。以下同

じ。）への投資を通じて資産の運用を行う形態をとる場合には、その旨が明確になるように記載する

こと。 

（15） ファンドの仕組み 

ａ ファンドの仕組み（当該ファンドがファンド・オブ・ファンズの形態をとる場合又は投資ビークル

への投資を通じて資産の運用を行う形態をとる場合には、その仕組みも含む。）について図表等を用

いて分かりやすく記載すること。 

ｂ 管理会社及びファンドの関係法人（受託会社、ファンドの運用の指図の権限又は運用の権限を委託

する場合の当該委託先、資産保管会社、販売会社等をいう。以下同じ。）の名称（販売会社について

は記載しないことができる。）及びファンドの運営上の役割並びに管理会社が関係法人と締結してい

る契約等の概要について簡潔に記載すること。 

（16） 投資方針 

ファンドの運用に関する基本的態度（投資態度、運用方針、運用の形態、銘柄選定の方針（ファンド

がファンド・オブ・ファンズの形態をとる場合には、投資先ファンドの選定の方針として投資先ファン

ドの投資実績全体を重視しているものか、投資先ファンドの具体的な投資先を重視しているものか等）

等）について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

（17） 投資対象 

投資対象とする資産の種類、内容等を具体的に記載すること。 

（18） 分配方針 

約款に規定された分配方針を記載すること。 

（19） 投資制限 

法令又は約款に定められた投資制限についてその根拠及び内容を記載すること。 
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（20） 投資リスク 

ファンドの持つリスクの特性について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

（21） 手数料等及び税金 

投資者が申込みから買戻しまでの間に直接的に、又は間接的に負担することとなる費用（税金を除

く。以下「手数料等」という。）について簡潔に記載すること。手数料等の記載に当たっては、当該手

数料等の金額又は料率の上限のみを記載し、当該手数料等の金額又は料率が上限である旨を併せて記載

すること。 

（22） 課税上の取扱い 

分配金、買戻代金等についての課税上の取扱いについて、分かりやすく記載すること。 

（23） 投資有価証券の主要銘柄 

ａ 特定証券情報の提供日又は公表日の最近日（以下「最近日」という。）現在の状況について記載す

ること。ただし、併合により新たに外国投資信託受益証券が発行される場合には、投資者がファンド

の投資資産の状況を適切に把握できるよう、「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関

する規則」第６条第３項第２号に定める様式２「記載上の注意」（21）ａただし書に準じて、当該併

合に係るファンドの状況について記載すること。 

ｂ 投資有価証券（投資資産である有価証券をいう。以下（23）において同じ。）のうち、評価額上位

10銘柄について記載すること。 

ｃ 発行地又は上場金融商品取引所等の区分による地域別に区分し、種類及び銘柄ごとに銘柄の名称、

業種（株式である場合に限る。）、数量、金額（簿価、時価及びそれぞれの単価）及び投資比率を記

載するとともに、種類別及び業種別（株式である場合に限る。）の投資比率を記載すること。 

ｄ 当該投資有価証券に関し、投資判断に重要な影響を及ぼすと判断される会社等がある場合には、当

該会社等の名称及び当該会社等の名称の開示を必要とする理由を記載すること。 

ｅ 投資有価証券の銘柄の名称は、明瞭に記載すること。 

ｆ ファンドの運用状況を分かりやすく記載するため、投資有価証券を不動産又はその他の資産と併せ

て記載することが必要な場合には、不動産又はその他の資産と併せて「③その他投資資産の主要なも

の」に記載すること。 

（24） 投資不動産物件 

ａ 最近日現在の状況について記載すること。ただし、併合により新たに外国投資信託受益証券が発行

される場合には、投資者がファンドの投資資産の状況を適切に把握できるよう、「店頭有価証券等の

特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」第６条第３項第２号に定める様式２「記載上の注意」

（22）ａただし書に準じて、当該併合に係るファンドの状況について記載すること。 

ｂ ファンドの運用状況を分かりやすく記載するため、投資不動産（投資資産である不動産をいう。）

を有価証券又はその他の資産と併せて記載することが必要な場合には、有価証券又はその他の資産と

併せて「③その他投資資産の主要なもの」に記載すること。 

(25) その他投資資産の主要なもの 

ａ 最近日現在の状況について記載すること。ただし、併合により新たに外国投資信託受益証券が発行

される場合には、投資者がファンドの投資資産の状況を適切に把握できるよう、「店頭有価証券等の

特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」第６条第３項第２号に定める様式２「記載上の注意」

（23）ａただし書に準じて、当該併合に係るファンドの状況について記載すること。 

ｂ 投資資産のうちその他の資産について、当該その他の資産の種類又は性質ごとに記載すること。 
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ｃ 投資資産が有価証券又は不動産に係る権利である場合には、当該権利の内容（種類、存続期間等）

及び当該権利の目的物の内容（（23）ｃに掲げる事項）を記載すること。 

ｄ 投資資産がｃに掲げる権利以外の権利である場合には、ｃに準じて記載すること。 

（26） 運用実績 

運用実績の記載に当たっては、図表等により分かりやすく記載すること。 

（27） 純資産の推移 

特定証券情報の提供日又は公表日の直近５計算期間（６月を１計算期間とするファンド（特定有価証

券の内容等の開示に関する内閣府令第23条ただし書の規定により、休日の翌日を計算期間の末日とする

こととしているファンドを含む。（28）及び（29）において同じ。）にあっては、10計算期間）の各計

算期間末について、ファンドの純資産総額及び基準価額を記載すること。この場合において、各計算期

間末に分配が行われているときは、分配付及び分配落の額を記載すること。 

（28） 分配の推移 

特定証券情報の提供日又は公表日の直近５計算期間（６月を１計算期間とするファンドにあっては、

10計算期間）について、各計算期間ごとに、外国投資信託受益証券１単位当たりの分配の額を記載する

こと。 

（29） 収益率の推移 

特定証券情報の提供日又は公表日の直近10計算期間（６月を１計算期間とするファンドにあっては、

20計算期間）について、各計算期間ごとに、収益率（計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計

算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落の額）を控除した額を当該基準価額（分配落の額）で除

して得た数に100を乗じて得た数をいう。）を記載すること。 

（30） 申込（販売）手続等 

外国投資信託受益証券の申込みについてその手続及び受渡方法等を記載すること。 

（31） 買戻し手続等 

外国投資信託受益証券の買戻しについてその手続及び受渡方法等を記載すること。 

（32） 資産の評価 

基準価額についてその算出方法（有価証券、不動産その他の資産の評価を含む。）、算出頻度、投資

者による照会方法及び当該照会に関し必要な事項を記載すること。 

（33） 信託期間 

ファンドの存続期間について記載すること。 

（34） 計算期間 

ファンドの計算期間について記載すること。 

（35） その他 

ａ ファンドの解散又は償還条件等について記載すること。 

ｂ 約款の変更、関係法人との契約の更改等に関する手続、変更した場合の開示方法に関する事項その

他重要事項を記載すること。 

（36） 受益者の権利等 

分配金の受領権、償還金の受領権、外国投資信託受益証券の買戻し請求権その他の権利に関しその内

容（権利の発生及び消滅時期を含む。）及び権利行使の手続について記載すること。 

（37） 管理会社等の概況 

特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第四号の二様式「記載上の注意」（16）ｂ及びｃによ
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り記載すべき事項であって、管理会社その他の投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす者に関する事項

のうち、投資者の投資判断に重要な影響を及ぼすものについて記載すること。 

 

令和４年７月１日 施行 
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特定証券情報 

 

【表紙】 

【書類名】特定証券情報 

【提供日又は公表日】 年 月 日（２） 

【発行者の名称】 

【代表者の役職氏名】（３） 

【本店の所在の場所】 

【代理人の氏名又は名称】（４） 

【代理人の住所又は所在地】 

【公表されるホームページのアドレス】（５） 

 

 

第一部【証券情報】 

第１【外国投資証券】 

１【外国投資法人の名称】 

２【外国投資証券の形態等】（６） 

３【発行（売出）数】（７） 

４【発行（売出）価額の総額】（８）  

５【発行（売出）価格】（９） 

６【申込手数料】（10） 

７【申込単位】（11） 

８【申込期間】 

９【申込証拠金】 

10【申込・払込取扱場所】（12） 

11【払込期日】 

12【引受け等の概要】（13） 

13【手取金の使途】（14） 

14【その他】（15） 

第２【外国新投資口予約権証券】  

１【外国投資法人の名称】 

２【外国新投資口予約権証券の形態等】（６） 

３【発行（売出）数】（７） 

４【発行（売出）価額の総額】（８） 

５【発行（売出）価格】（９） 

６【申込手数料】（10） 

７【申込単位】（11） 

８【申込期間】 
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９【申込証拠金】 

10【申込・払込取扱場所】（12） 

11【割当日】（16） 

12【払込期日】 

13【外国新投資口予約権の内容】（16） 

⑴【外国新投資口予約権の目的となる外国投資証券の形態等】 

⑵【外国新投資口予約権の目的となる外国投資証券の数】 

⑶【外国新投資口予約権の行使時の払込金額】 

⑷【外国新投資口予約権の行使により発行する外国投資証券の発行価額の総額】 

⑸【外国新投資口予約権の行使期間】 

⑹【外国新投資口予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所】 

⑺【外国新投資口予約権の行使の条件】 

⑻【自己外国新投資口予約権の取得の事由及び取得の条件】 

⑼【外国新投資口予約権の譲渡に関する事項】 

14【手取金の使途】（14） 

15【その他】（15） 

 

第二部【ファンド情報】 

１【外国投資法人の概況】 

⑴【外国投資法人の特色】（17） 

⑵【外国投資法人の仕組み】（18） 

⑶【外国投資法人の機構】（19） 

⑷【外国投資法人の出資総額】（20） 

⑸【主要な投資主の状況】（21） 

２【投資方針】 

⑴【投資方針】（22） 

⑵【投資対象】（23） 

⑶【分配方針】（24） 

⑷【投資制限】（25） 

３【投資リスク】（26） 

４【手数料及び税金】（27） 

【課税上の取扱い】（28） 

５【運用状況】 

⑴【投資資産】 

①【投資有価証券の主要銘柄】(29) 

②【投資不動産物件】(30) 

③【その他投資資産の主要なもの】(31) 

⑵【運用実績】(32) 

①【純資産等の推移】(33) 

②【分配の推移】(34) 
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③【自己資本利益率（収益率）の推移】(35) 

６【手続等の概要】（36） 

７【管理及び運営の概要】（37）  
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（記載上の注意） 

（１） 一般的事項 

ａ 特定証券情報の記載に当たっては、投資者が容易に理解できるよう、分かりやすく記載すること。

また、制度の特質の一部を誇張し、又は運用実績の一部を抽出するなどして投資者に誤解を生じさせ

るおそれのある表示をしてはならない。 

ｂ 記載事項については、投資者が容易に理解できるよう、図表等による表示をすることができる。こ

の場合、記載すべき事項が図表等により明瞭に示されるよう表示することとし、図表等による表示に

より投資者に誤解を生じさせることとならないよう注意しなければならない。 

ｃ 記載事項のうち金額に関する事項について、本邦通貨以外の通貨建ての金額により表示する場合に

は、主要な事項について本邦通貨に換算した金額を併記すること。 

ｄ 本邦通貨以外の通貨建て金額を本邦通貨に換算する場合には、換算に当たって採用した換算の基準

を注記すること。 

ｅ 会社名、人名等の記載に当たっては、原語名を付記すること。 

ｆ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがたいやむを得ない事情が

ある場合には、これに準じて記載すること。 

ｇ 以下の規定により記載が必要とされている事項に加えて、特定証券情報の各記載項目に関連した事

項を追加して記載することができる。 

ｈ 特定証券情報の対象となる有価証券が金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみなさ

れる権利（電子情報処理組織を用いて移転することができる財産的価値（電子機器その他の物に電子

的方法により記録されるものに限る。）に表示されるものに限る。）である場合には、特定有価証券

の内容等の開示に関する内閣府令第六号の五様式「記載上の注意」（５）ｃ、（17）ｃ、（26）ｃ、

（30）及び（31）により記載することとされている事項に準ずる事項を記載すること。この場合にお

いて、これらの事項は、この様式の記載項目中、これらの記載上の注意に係る記載項目に相当する項

目に記載すること。 

（１－２） 組込方式 

発行者情報の提供又は公表を行っている発行者は、当該発行者の最近計算期間（特定有価証券の内

容等の開示に関する内閣府令第23条に定める期間をいう。以下同じ。）に係る発行者情報及び訂正発行

者情報を特定証券情報に添付することにより、本様式第二部の記載に代えることができる。 

（２） 提供日又は公表日 

特定証券情報の提供日（提供日が異なる場合は、提供日のうち最も早い日をいう。以下同じ。）

又は公表日を記載すること。 

（３） 代表者の役職氏名 

ａ 特定証券情報の提供又は公表について、正当な権限を有する者の役職氏名を記載すること。 

ｂ 外国投資法人設立の場合にあっては、設立企画人（投資信託及び投資法人に関する法律第66条第１

項に規定する設立企画人に相当する者をいう。）全員の氏名を記載すること。 

（４） 代理人の氏名又は名称 

本邦内に住所を有する者であって、特定証券情報に関する一切の行為につき当該発行者を代理する権

限を有するもの（以下「代理人」という。）を定めている場合には、その氏名（代理人が法人である場

合には、その名称及び代表者の氏名）を記載すること。 
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（５） 公表されるホームページのアドレス 

特定証券情報及び発行者情報（これらの訂正情報を含む。）を公表する場合には、公表されるホ

ームページのアドレスをすべて記載すること。 

（６） 外国投資証券の形態等 

ａ 記名・無記名の別、単位型・追加型の別等を記載すること。 

ｂ 特定証券情報の対象となる外国投資証券について、外国投資法人の依頼により、信用格付業者（金

融商品取引法第２条第36項に規定する信用格付業者をいう。以下同じ。）から提供され、若しくは閲

覧に供された信用格付（同条第34項に規定する信用格付をいう。以下同じ。）又は信用格付業者から

提供され、若しくは閲覧に供される予定の信用格付がある場合には、次に掲げる事項を記載するこ

と。なお、これらの信用格付が複数存在する場合には、全てについて記載すること。 

⒜ 当該信用格付に係る等級、信用格付業者の商号又は名称その他当該信用格付を特定するための事

項並びに当該信用格付の前提及び限界に関する当該信用格付の対象となる事項の区分に応じた説明 

⒝ 特定証券情報の対象となる外国投資証券の申込期間中に、金融商品取引業等に関する内閣府令第

313条第３項第３号の規定により特定証券情報の対象となる外国投資証券に関して信用格付業者が

公表する同号イからルまでに掲げる事項に関する情報を入手するための方法 

特定証券情報の対象となる外国投資証券について、外国投資法人の依頼により、信用格付業者から

提供され、若しくは閲覧に供された信用格付又は信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供され

る予定の信用格付がない場合には、その旨を記載すること。 

（７） 発行（売出）数 

特定証券情報の提供又は公表により投資勧誘をしようとする外国投資証券の特定投資家向け取得勧誘

又は特定投資家向け売付け勧誘等ごとの発行数又は売出数を記載すること。 

（８） 発行（売出）価額の総額 

ａ 特定証券情報の提供又は公表により投資勧誘をしようとする外国投資証券の特定投資家向け取得勧

誘又は特定投資家向け売付け勧誘等ごとの発行価額の総額又は売出価額の総額を記載すること。 

ｂ 「発行価格」又は「売出価格」を記載しないで特定証券情報を提供又は公表する場合には、特定証

券情報の提供日又は公表日現在におけるこれらの総額の見込額を記載し、その旨を注記すること。 

（９） 発行（売出）価格 

「発行価格」又は「売出価格」を記載しないで特定証券情報を提供又は公表する場合には、その決定

予定時期及び具体的な決定方法を注記すること。 

（10） 申込手数料 

手数料の記載に当たっては、具体的な手数料の金額又は料率の記載に代えて、手数料の金額又は料率

の上限のみを記載することができる。この場合には、具体的な手数料の金額又は料率についての投資者

による照会方法及び当該照会に関し必要な事項（例えば、照会先の名称、電話番号、ホームページアド

レス等をいう。以下同じ。）を具体的に記載すること。 

（11） 申込単位 

申込単位の記載に当たっては、具体的な申込単位の記載に代えて、申込単位についての投資者による

照会方法及び当該照会に関し必要な事項のみを記載することができる。 

（12） 申込・払込取扱場所 

取扱場所の記載に当たっては、具体的な取扱場所の記載に代えて、取扱場所についての投資者による

照会方法及び当該照会に関し必要な事項のみを記載することができる。 
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（13） 引受け等の概要 

ａ 元引受契約、売出しの委託契約等の内容等について、その概要を記載すること。この場合におい

て、元引受契約、売出しの委託契約を締結する予定のものを含めて記載することとし、これらの事項

の決定予定時期を注記すること。 

ｂ 金融商品取引法第２条第６項第３号に掲げる方法による外国新投資口予約権証券の引受けがなされ

る場合には、引受人が引受けの対象となる外国新投資口予約権証券の全てを取得することになったと

仮定した場合に、外国投資法人が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する

株券等をいう。以下同じ。）に係る引受人の株券等保有割合（同条第４項に規定する株券等保有割合

をいう。以下同じ。）が100分の５を超えることになるときは、その旨及び特定証券情報の提供日又

は公表日の５日（日曜日及び金融商品取引法施行令第14条の５に規定する休日の日数は、算入しな

い。）前の日における外国投資法人が発行者である株券等に係る引受人の株券等保有割合を注記する

こと。 

（14） 手取金の使途 

新規発行による手取金の使途について、その内容及び金額を具体的に記載すること。 

（15） その他 

ａ 申込みの方法、申込証拠金の利息、申込証拠金の外国投資法人への振替その他申込み等に関し必要

な事項を記載すること。 

ｂ 当該特定投資家向け取得勧誘又は特定投資家向け売付け勧誘等と同時に、本邦以外の地域において

特定証券情報の対象となる外国投資証券の発行が行われる場合には、その発行数、発行価額の総額等

について記載すること。 

ｃ 会社設立に際し特記すべき事項がある場合には、その概要を記載すること。 

（16） 外国新投資口予約権の内容 

「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」第６条第３項第３号に定める様式

３の「記載上の注意」（15）から（18）までに準じて記載すること。 

（17） 外国投資法人の特色 

ａ 外国投資法人の特色について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

ｂ 投資法人が、投資ビークル（一定の資産の管理、運用又は処分を行う法人、組合等（特定有価証券

の内容等の開示に関する内閣府令第六号の五様式「記載上の注意」（１）ｆに規定する組合等をい

う。）、信託その他これらに類するものであって、他の者がこれらへの投資を通じて当該資産の運用

を行うために利用されるもの（信託にあっては、受益者が当該一定の資産を直接に管理、運用又は処

分するものと同視すべき場合を除く。）をいう。以下同じ。）への投資を通じて資産の運用を行う形

態をとる場合には、その旨が明確になるように記載すること。 

（18） 外国投資法人の仕組み 

ａ 外国投資法人の仕組み（当該投資法人が投資ビークルへの投資を通じて資産の運用を行う形態をと

る場合には、その仕組みも含む。）について図表等を用いて分かりやすく記載すること。 

ｂ 外国投資法人及び外国投資法人の関係法人（資産運用会社（資産運用会社に相当する者をいう。以

下同じ。）又は投資顧問会社、資産保管会社（投資信託及び投資法人に関する法律第２条第22項に規

定する資産保管会社に相当する者をいう。）、一般事務受託者（同条第23項に規定する一般事務受託

者に相当する者をいう。）、投資法人債管理者等、販売会社等をいう。）の名称（販売会社について

は記載しないことができる。）及び運営上の役割並びに関係業務の内容（外国投資法人が関係法人と
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締結している契約等の概要を含む。）について簡潔に記載すること。 

（19） 外国投資法人の機構 

外国投資法人の統治に関する事項（例えば、法人の機関の内容、内部管理及び監督役員による監督

の組織、人員及び手続並びに内部管理、監督役員による監督及び会計監査の相互連携等）、外国投資

法人による関係会社（販売会社を除く。）に対する管理体制の整備の状況について、具体的に、か

つ、分かりやすく記載すること。 

（20） 外国投資法人の出資総額 

特定証券情報の提供日又は公表日の直近日現在の外国投資法人の出資総額、発行可能投資口総口数

（外国投資法人が発行することができる投資口（外国投資法人に対する権利であって投資口の性質を有

するものをいう。以下同じ。）の総口数をいう。）及び発行済投資口（外国投資法人が発行している投

資口をいう。以下同じ。）の総口数を記載すること。 

なお、最近５年間における出資総額及び発行済投資口の総口数の増減についても併せて記載するこ

と。 

（21） 主要な投資主の状況 

特定証券情報の提供日又は公表日の直近日現在における外国投資法人の投資主（投資主に相当する者

をいう。以下同じ。）（所有する投資口の口数（以下「所有投資口数」という。）の多い順に５名程

度）について、その氏名又は名称、住所（主要な投資主が個人である場合の個人投資主の住所に当たっ

ては、市区町村（外国におけるこれらに相当するものを含む。）名までを記載しても差し支えない。）

並びに所有投資口数及び発行済投資口の総口数に対する所有投資口数の比率を記載すること。なお、主

要な投資主の状況の記載に当たっては、所有投資口数及び発行済投資口の総口数から自己保有投資口

（投資信託及び投資法人に関する法律第94条第１項において準用する会社法第308条第２項の規定によ

り議決権を有しない投資口をいう。）の口数を除くこと。 

（22） 投資方針 

外国投資法人の運用に関する基本的態度（投資態度、運用方針、運用の形態、銘柄選定の方針等）に

ついて、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

（23） 投資対象 

ａ 投資対象とする資産の種類、内容等を具体的に記載すること。 

ｂ 投資基準及び種類別、地域別、業種別等による投資予定がある場合にはその割合等を記載するこ

と。 

ｃ 外国投資法人が、不動産保有法人（投資信託及び投資法人に関する法律施行規則第221条の２第１

項各号に掲げる要件の全てを満たす法人をいう。以下同じ。）の発行済株式又は出資（当該不動産保

有法人が有する自己の株式又は出資を除く。以下ｃにおいて「株式等」という。）の総数又は総額に

同令第221条に規定する率を乗じて得た数又は額を超えて当該株式等を有する場合には、当該不動産

保有法人ごとに、当該不動産保有法人に対する出資額、当該不動産保有法人の概況（組織形態、目

的、事業内容、利益の分配方針等）、ファンドに属する当該不動産保有法人の株式等の数又は額の当

該不動産保有法人の株式等の総数又は総額に対する割合及び当該不動産保有法人が設立された国にお

ける配当に係る規制の内容を記載するとともに、当該不動産保有法人の投資対象とする不動産につい

て、ａ及びｂに準じて記載すること。 

（24） 分配方針 

規約に規定された分配方針を記載すること。 
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（25） 投資制限 

法令又は規約に定められた投資制限についてその根拠及び内容を記載すること。 

（26） 投資リスク 

ａ 投資に関するリスクの特性について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

ｂ 外国投資法人が将来にわたって営業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象

又は状況その他外国投資法人の経営に重要な影響を及ぼす事象（以下「重要事象等」という。）が存

在する場合には、その旨及びその具体的な内容を分かりやすく記載すること。 

ｃ 重要事象等が存在する旨及びその内容を記載した場合には、当該重要事象等についての分析・検討

内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するための対応策を具体的に、かつ、分かりやすく記載

すること。 

ｄ 将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は特定証券情報の提供日又は公表日現在において

判断したものである旨を記載すること。 

（27） 手数料等及び税金 

投資者が申込みから買戻しまでの間に直接的に、又は間接的に負担することとなる費用（税金を除

く。以下「手数料等」という。）の記載に当たっては、具体的な手数料等の金額又は料率の記載に代え

て、手数料等の金額又は料率の上限のみを記載することができる。 

（28） 課税上の取扱い 

配当金（分配金）、解約代金等についての課税上の取扱いについて、分かりやすく記載すること。 

（29） 投資有価証券の主要銘柄 

ａ 特定証券情報の提供日又は公表日の最近日（以下「最近日」という。）現在の状況について記載す

ること。 

ｂ 投資有価証券（投資資産である有価証券をいう。以下同じ。）のうち、評価額上位10銘柄について

記載すること。 

ｃ 発行地又は上場金融商品取引所等の区分による地域別に区分し、種類及び銘柄ごとに銘柄の名称、

業種（株式である場合に限る。）、数量、金額（簿価、時価及びそれぞれの単価）、利率及び償還期

限（債券（債券に表示されるべき権利について当該権利を表示する当該債券が発行されていない場合

における当該権利を含む。）である場合に限る。）並びに投資比率を記載するとともに、種類別及び

業種別（株式である場合に限る。）の投資比率を記載すること。 

ｄ 当該投資有価証券に関し、投資判断に重要な影響を及ぼすと判断される会社等がある場合には、当

該会社等の名称及び当該会社等の名称の開示を必要とする理由を記載すること。 

ｅ 投資有価証券の銘柄の名称は、明瞭に記載すること。 

ｆ 投資資産の運用状況を分かりやすく記載するため、投資有価証券を不動産又はその他の資産と併せ

て記載することが必要な場合には、不動産又はその他の資産と併せて「③その他投資資産の主要なも

の」に記載すること。 

（30） 投資不動産物件 

ａ 最近日現在の状況について記載すること。 

ｂ 外国投資法人が、不動産保有法人の株式等の総数又は総額の投資信託及び投資法人に関する法律施

行規則第221条に規定する率を超えて当該株式等を有する場合には、当該不動産保有法人の概況（組

織形態、目的、事業内容、利益の分配方針等）を記載すること。なお、やむを得ない事情により開示

できない項目がある場合には、その旨を記載すること。 
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ｃ 投資資産の運用状況を分かりやすく記載するため、投資不動産（投資資産である不動産をいう。）

を有価証券又はその他の資産と併せて記載することが必要な場合には、有価証券又はその他の資産と

併せて「③その他投資資産の主要なもの」に記載すること。 

（31） その他投資資産の主要なもの 

ａ 最近日現在の状況について記載すること。 

ｂ 投資資産のうちその他の資産について、当該その他の資産の種類又は性質ごとに記載すること。 

ｃ 投資資産が有価証券又は不動産に係る権利である場合には、当該権利の内容（種類、存続期間等）

及び当該権利の目的物の内容（（29）ｃに掲げる事項）を記載すること。外国投資法人が、不動産保

有法人の株式等の総数又は総額の投資信託及び投資法人に関する法律施行規則第221条に規定する率

を超えて当該株式等に係る権利を有する場合には、これらに加えて、当該不動産保有法人の概況及び

その投資する不動産について、（30）ｂに準じて記載すること。 

ｄ 投資資産がｃに掲げる権利以外の権利である場合には、ｃに準じて記載すること。 

（32） 運用実績 

運用実績の記載に当たっては、図表等により分かりやすく記載すること。 

（33） 純資産等の推移 

特定証券情報の提供日又は公表日の直近５計算期間（６月を１計算期間とする外国投資法人にあって

は、10計算期間）の各計算期間末について、外国投資法人の総資産額、純資産総額及び外国投資証券１

単位当たりの純資産額を記載すること。この場合において、各計算期間末に配当（分配）が行われてい

るときは、配当（分配）付及び配当（分配）落の額を記載すること。 

また、当該外国投資証券が金融商品取引所に上場されている場合には、金融商品取引所の市場相場及

び当該金融商品取引所の名称を付記すること。 

（34） 分配の推移 

特定証券情報の提供日又は公表日の直近５計算期間（６月を１計算期間とする外国投資法人にあって

は、10計算期間）について、各計算期間ごとに、分配総額、外国投資証券１単位当たりの分配の額を記

載すること。 

（35） 自己資本利益率（収益率）の推移 

特定証券情報の提供日又は公表日の直近10計算期間（６月を１計算期間とする外国投資法人にあって

は、20計算期間）について、各計算期間ごとに、自己資本利益率（「店頭有価証券等の特定投資家に対

する投資勧誘等に関する規則」第６条第３項第３号に定める様式３「記載上の注意」（37）に規定する

自己資本利益率に相当するものをいう。）又は収益率（様式２「記載上の注意」（29）に規定する収益

率をいう。）を記載すること。 

（36） 手続等の概要 

特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第四号の四様式「第三部外国投資法人の詳細情報」の

「第２手続等」に記載される事項を要約して記載すること。 

（37） 管理及び運営の概要 

特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第四号の四様式「第三部外国投資法人の詳細情報」の

「第３管理及び運営」に記載される事項を要約して記載すること。 

 

令和４年７月１日 施行 
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発行者情報 

 

【表紙】 

【書類名】発行者情報 

【提供日又は公表日】 年 月 日（２） 

【発行者の名称】（３） 

【代表者の役職氏名】（４） 

【本店の所在の場所】 

【事務連絡者氏名】 

【電話番号】 

【公表されるホームページのアドレス】（５） 

 

 

【企業情報】 

第１【本国における法制等の概要】 

１【会社制度等の概要】（６） 

（１）【発行者の属する国・州等における会社制度】 

（２）【発行者の定款等に規定する制度】 

２【外国為替管理制度】（７） 

３【課税上の取扱い】（８） 

第２【企業の概況】 

１【沿革】（９） 

２【事業の内容】（10） 

３【従業員の状況】（11） 

４【経営上の重要な契約等】（12） 

第３【発行者の状況】 

１【株式等の状況】 

【株式の総数等】（13） 

記名・無記名の

別、額面・無額面

の別及び種類 

発行可能株式総数 

（株） 

未発行株式数

（株） 

発行数（株） 内容 

     

     

計    ― 

 

２【役員の状況】（14） 

役名 職名 氏名 生年月

日 

略歴 任期 所有株式数

（株） 
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計  

 

３【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】（15） 

 

第４【経理の状況】 

【計算書類】（16） 

①【貸借対照表】 

②【損益計算書】 

③【個別注記表】 

④【附属明細表】 

第５【株主の状況】（17） 

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 株式総数に対する所有

株式数の割合（％） 

    

    

    

計 ―   
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（記載上の注意） 

（１） 一般的事項 

ａ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがたいやむを得ない事情が

ある場合には、これに準じて記載すること。 

ｂ 以下の規定により記載が必要とされている事項に加えて、発行者情報の各記載項目に関連した

事項を追加して記載することができる。 

ｃ 記載事項のうち金額に関する事項について、本邦通貨以外の通貨建ての金額により表示してい

る場合には、主要な事項について本邦通貨に換算した金額を併記すること。 

ｄ 本邦通貨以外の通貨建ての金額を本邦通貨に換算する場合には、一定の日における為替相場に

より換算することとし、換算に当たって採用した換算の基準として当該日、換算率、為替相場の

種類その他必要な事項を注記すること。 

ｅ 発行者が連結計算書類を作成している場合には、計算書類として連結計算書類を記載すること

ができる。この場合において、計算書類に係る様式及び記載上の注意は、連結計算書類に係るも

のとして読み替えられるものとする。 

（１－２） 組込方式 

最近事業年度の計算書類及び事業報告（会社法第435条第２項に規定する計算書類及び事業報告をい

う。）において本様式に規定する事項を記載している発行者は、当該計算書類及び事業報告を発行者情

報に添付することにより、本様式における当該事項の記載に代えることができる。 

（２） 提供日又は公表日 

発行者情報の提供日（提供日が異なる場合は、提供日のうち最も早い日をいう。以下同じ。）又

は公表日を記載すること。 

（３） 発行者の名称 

発行者の名称を発行者情報の提供又は公表に用いる言語で記載し、原語名がこれらと異なる場合

には、原語名を括弧内に記載すること。また、これらに加えて、英語の表記を括弧内に記載しても

差し支えない。 

（４） 代表者の役職氏名 

発行者情報の提供又は公表について、正当な権限を有する者の役職氏名を記載すること。 

（５） 公表されるホームページのアドレス 

特定証券情報及び発行者情報（これらの訂正情報を含む。）を公表する場合には、公表されるホ

ームページのアドレスをすべて記載すること。 

（６） 会社制度等の概要 

ａ 発行者の属する国・州等における会社制度全般についてその概要を記載すること。特に株主総

会、取締役会等の会社の機関及びその権限に関する事項、株式に関する事項並びに会社の計算に

関する事項等について記載すること。 

ｂ 発行者が定款等において規定する当該発行者の制度についてその概要を記載すること。特に議

決権、取締役の選任権及び配当請求権等株主の権利（株式の譲渡制限等権利の制限を含む。）に

関する事項について記載すること。 

（７） 外国為替管理制度 

配当等の送金等に関する発行者の属する国の外国為替管理制度について、その概要を記載するこ

と。 
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（８） 課税上の取扱い 

配当等に関する課税上の取扱いについて記載すること。 

（９） 沿革 

発行者の設立日（設立登記日とする。）から発行者情報の提供日又は公表日までの間につき、設

立経緯、商号の変更及び企業集団に係る重要な事項（合併、事業内容の変更、主要な関係会社の設

立・買収、上場等）について簡潔に記載すること。 

（10） 事業の内容 

ａ 発行者情報の提供日又は公表日の最近日（以下「最近日」という。）現在における発行者及び

関係会社において営まれている主な事業の内容について説明するとともに、その状況を事業系統

図等によって示すこと。 

ｂ 発行者と発行者の関連当事者（発行者の関係会社を除く。）との間に継続的で緊密な事業上の

関係がある場合には、当該事業の内容、当該関連当事者の当該事業における位置付け等について

系統的に分かりやすく説明するとともに、その状況を事業系統図等に含めて示すこと。 

（11） 従業員の状況 

ａ 最近日現在の従業員数を記載すること。 

ｂ 最近日までの１年間において、従業員の人員に著しい増減があった場合にはその事情を記載す

ること。 

（12） 経営上の重要な契約等 

ａ 最近事業年度の開始日から発行者情報の提供日又は公表日までの間において、吸収合併若しく

は新設合併、重要な事業の全部若しくは一部の譲渡、重要な事業の全部若しくは一部の譲受け、

株式交換若しくは株式移転又は吸収分割若しくは新設分割が行われることが、業務執行を決定す

る機関により決定された場合には、その旨について記載すること。 

ｂ 発行者において事業の全部若しくは主要な部分の賃貸借又は経営の委任、他人と事業上の損益

全部を共通にする契約、技術援助契約その他の経営上の重要な契約を締結している場合には、そ

の概要を記載すること。最近事業年度の開始日から特定証券情報の提供日又は公表日までの間に

おいて、これらの契約について重要な変更又は解約があった場合には、その内容を記載するこ

と。 

（13） 株式の総数等 

ａ 様式１「記載上の注意」（８）に準じて、株式の種類ごとに、「記名・無記名の別、額面・無

額面の別及び種類」、「発行可能株式総数」、「未発行株式数」、「発行数」及び「内容」を記

載すること。 

ｂ 「発行可能株式総数」の欄には、発行者情報の提供日又は公表日現在の定款に定められた発行

可能株式総数又は発行可能種類株式総数を記載すること。 

ｃ 「未発行株式数」の欄には、新株予約権の行使等により発行される予定の株式がある場合に

は、その数、種類等について付記すること。 

ｄ 発行者がＭＳＣＢ等を発行している場合には、「記名・無記名の別、額面・無額面の別及び種

類」の欄にその旨を記載すること。 

ｅ 「内容」欄には、株式の種類ごとに内容を具体的に記載すること。なお、「新規発行株式」の

「内容」の欄に同一の内容を記載している場合には、その旨のみを記載することができる。 

ｆ 株式の種類ごとに議決権の有無、数又はその内容が異なる場合には、その旨及びその理由を記
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載すること。この場合において、株式の保有又はその議決権行使について特に記載すべき事項が

ある場合には、その内容を記載すること。発行者がＭＳＣＢ等を発行している場合には、当該Ｍ

ＳＣＢ等の特質その他株主の権利の保護を図るために必要な事項を欄外に記載すること。 

ｇ 「発行数」の欄には、最近日現在の発行数を記載すること。 

ｈ 金銭以外の財産を出資の目的とするときは、その旨並びに当該財産の内容及び価額を欄外に記

載すること。 

ｉ 協同組織金融機関の場合には、普通出資及び優先出資に区分して記載すること。 

（14） 役員の状況 

ａ 発行者情報の提供日又は公表日現在における役員について、その役職名、氏名、生年月日、略

歴、任期、並びに所有株式の種類及びその数を記載すること。 

ｂ 最近事業年度（６か月を１事業年度とする発行者にあっては最近２事業年度）における役員の

報酬の総額について記載すること。ただし、本国において個々の役員について報酬が開示されて

いる場合には、主要な役員の報酬についても記載すること。 

ｃ 役員が特別の利益を受けることがある場合には、その内容を示すこと。 

ｄ 役員間において二親等内の親族関係がある場合には、その内容を注記すること。 

ｅ 発行者が、異なる定めをした内容の異なる種類の株式を発行した場合において、当該種類の株

主によって選任された役員がいるときはその旨を欄外に注記すること。 

（15） コーポレート・ガバナンスの状況 

「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」第６条第３項第２号に定める

様式１「記載上の注意」（26）に準じて記載すること。 

（16） 計算書類 

ａ 貸借対照表については最近事業年度末のものを掲げること。 

ｂ 損益計算書、個別注記表及び附属明細表については最近事業年度のものを掲げること。 

ｃ 計算書類に対する監査報告書（外国監査法人等が発行する監査報告書に相当すると認められる

ものを含む）がある場合、発行者情報に添付すること。 

ｄ ｃに該当する監査報告書がない場合、その旨を注記すること。 

（17） 株主の状況 

ａ 最近日現在の議決権のある記名株式（他人（仮設人を含む。）名義のものを含む。）及び発行

者が把握している議決権のある無記名株式の所有数の多い順に10名程度について記載すること。

ただし、その所有数が発行済株式総数の100分の１未満の株主については記載を要しない。 

また、発行者が議決権の数が異なる二以上の種類の株式を発行している場合には、所有株式に

係る議決権の個数の多い順に10名程度についても併せて記載すること。 

なお、大株主が個人である場合の個人株主の住所の記載に当たっては、市区町村（外国におけ

るこれらに相当するものを含む。）名までを記載しても差し支えない。 

ｂ 最近事業年度の末日後最近日までの間において、主要株主の異動があった場合には、その旨を

注記すること。 

 

令和４年７月１日 施行 
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ファンド情報（発行者情報） 

 

【表紙】 

【書類名】発行者情報 

【提供日又は公表日】 年 月 日（２） 

【外国投資信託受益証券に係るファンドの名称】 

【発行者名】 

【代表者の役職氏名】（３） 

【本店の所在の場所】 

【代理人の氏名又は名称】（４） 

【代理人の住所又は所在地】 

【事務連絡者氏名】（５） 

【連絡場所】 

【電話番号】 

【公表されるホームページのアドレス】（６） 

 

 

第一部【ファンド情報】 

第１【ファンドの状況】 

１【ファンドの性格】 

⑴【ファンドの特色】（７） 

⑵【ファンドの仕組み】（８） 

２【投資方針】 

⑴【投資方針】（９） 

⑵【投資対象】（10） 

⑶【分配方針】（11） 

⑷【投資制限】（12） 

３【投資リスク】（13） 

４【手数料等及び税金】（14） 

【課税上の取扱い】（15） 

５【運用状況】 

⑴【投資資産】 

①【投資有価証券の主要銘柄】（16） 

②【投資不動産物件】（17） 

③【その他投資資産の主要なもの】（18） 

⑵【運用実績】（19） 

①【純資産の推移】（20） 

②【分配の推移】（21） 
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③【収益率の推移】（22） 

第２【管理及び運営】 

１【申込（販売）手続等】（23） 

２【買戻し手続等】（24） 

３【資産管理等の概要】 

⑴【資産の評価】（25） 

⑵【信託期間】（26） 

⑶【計算期間】（27） 

⑷【その他】（28） 

４【受益者の権利等】（29） 

 

第二部【管理会社等の概況】（30） 
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（記載上の注意） 

（１） 一般的事項 

ａ 発行者情報の記載に当たっては、投資者が容易に理解できるよう、分かりやすく記載すること。 

また、制度の特質の一部を誇張し、又は運用実績の一部を抽出するなどして投資者に誤解を生じさ

せるおそれのある表示をしてはならない。 

ｂ 記載事項については、投資者が容易に理解できるよう、図表等による表示をすることができる。こ

の場合、記載すべき事項が図表等により明瞭に示されるよう表示することとし、図表等による表示に

より投資者に誤解を生じさせることとならないよう注意しなければならない。 

ｃ 記載事項のうち金額に関する事項について、本邦通貨以外の通貨建ての金額により表示する場合に

は、主要な事項について本邦通貨に換算した金額を併記すること。 

ｄ 本邦通貨以外の通貨建て金額を本邦通貨に換算する場合には、換算に当たって採用した換算の基準

を注記すること。 

ｅ 会社名、人名等の記載に当たっては、原語名を付記すること。 

ｆ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがたいやむを得ない事情が

ある場合には、これに準じて記載すること。 

ｇ 以下の規定により記載が必要とされている事項に加えて、発行者情報の各記載項目に関連した事項

を追加して記載することができる。 

（２） 提供日又は公表日 

発行者情報の提供日（提供日が異なる場合は、提供日のうち最も早い日をいう。以下同じ。）又

は公表日を記載すること。 

（３） 代表者の役職氏名 

発行者情報の提供又は公表について、正当な権限を有する者の役職氏名を記載すること。 

（４） 代理人の氏名又は名称 

本邦内に住所を有する者であって、発行者情報に関する一切の行為につき当該発行者を代理する権限

を有するもの（以下「代理人」という。）を定めている場合には、その氏名（代理人が法人である場合

には、その名称及び代表者の氏名）を記載すること。 

（５） 事務連絡者氏名 

本邦内に住所を有する者の氏名を記載すること。 

（６） 公表されるホームページのアドレス 

特定証券情報及び発行者情報（これらの訂正情報を含む。）を公表する場合には、公表されるホ

ームページのアドレスをすべて記載すること 

（７） ファンドの特色 

ａ ファンドの特色について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

ｂ ファンドが、特定の投資信託証券（特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第１条第２号に

規定する投資信託証券をいう。以下同じ。）のみを投資対象とし、その旨が当該特定の投資信託証券

に係る約款に定められている場合には、当該特定の投資信託証券に係るファンドを含めた全体をファ

ンドとみなして記載すること（以下同じ。）。 

ｃ ファンドが、ファンド・オブ・ファンズ（投資信託証券への投資を目的とするファンド（ｃに該当

する場合を除く。）をいう。以下同じ。）の形態をとる場合には、その旨が明確になるように記載す

ること。 
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ｄ ファンドが、投資ビークル（一定の資産の管理、運用又は処分を行う法人、組合等（特定有価証券

の内容等の開示に関する内閣府令第六号の五様式「記載上の注意」（１）ｆに規定する組合等をい

う。）、信託その他これらに類するものであって、他の者がこれらへの投資を通じて資産の運用を行

うために利用されるもの（ファンド・オブ・ファンズである場合を除き、信託にあっては、受益者が

当該一定の資産を直接に管理、運用又は処分するものと同視すべき場合を除く。）をいう。以下同

じ。）への投資を通じて資産の運用を行う形態をとる場合には、その旨が明確になるように記載する

こと。 

（８） ファンドの仕組み 

ａ ファンドの仕組み（当該ファンドがファンド・オブ・ファンズの形態をとる場合又は投資ビークル

への投資を通じて資産の運用を行う形態をとる場合には、その仕組みも含む。）について図表等を用

いて分かりやすく記載すること。 

ｂ 管理会社及びファンドの関係法人（受託会社、ファンドの運用の指図の権限又は運用の権限を委託

する場合の当該委託先、資産保管会社、販売会社等をいう。以下同じ。）の名称（販売会社について

は記載しないことができる。）及びファンドの運営上の役割並びに管理会社が関係法人と締結してい

る契約等の概要について簡潔に記載すること。 

（９） 投資方針 

ファンドの運用に関する基本的態度（投資態度、運用方針、運用の形態、銘柄選定の方針（ファンド

がファンド・オブ・ファンズの形態をとる場合には、投資先ファンドの選定の方針として投資先ファン

ドの投資実績全体を重視しているものか、投資先ファンドの具体的な投資先を重視しているものか等）

等）について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

（10） 投資対象 

投資対象とする資産の種類、内容等を具体的に記載すること。 

（11） 分配方針 

約款に規定された分配方針を記載すること。 

（12） 投資制限 

法令又は約款に定められた投資制限についてその根拠及び内容を記載すること。 

（13） 投資リスク 

ファンドの持つリスクの特性について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

（14） 手数料等及び税金 

投資者が申込みから買戻しまでの間に直接的に、又は間接的に負担することとなる費用（税金を除

く。以下「手数料等」という。）について簡潔に記載すること。手数料等の記載に当たっては、当該手

数料等の金額又は料率の上限のみを記載し、当該手数料等の金額又は料率が上限である旨を併せて記載

すること。 

（15） 課税上の取扱い 

分配金、買戻代金等についての課税上の取扱いについて、分かりやすく記載すること。 

（16） 投資有価証券の主要銘柄 

ａ 発行者情報の提供日又は公表日の最近日（以下「最近日」という。）現在の状況について記載する

こと。ただし、併合により新たに外国投資信託受益証券が発行される場合には、投資者がファンドの

投資資産の状況を適切に把握できるよう、「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関す

る規則」第６条第３項第２号に定める様式２「記載上の注意」（21）ａただし書に準じて、当該併合

114



発行者情報 様式５ 

（外国投資信託受益証券） 

 

に係るファンドの状況について記載すること。 

ｂ 投資有価証券（投資資産である有価証券をいう。以下（16）において同じ。）のうち、評価額上位

10銘柄について記載すること。 

ｃ 発行地又は上場金融商品取引所等の区分による地域別に区分し、種類及び銘柄ごとに銘柄の名称、

業種（株式である場合に限る。）、数量、金額（簿価、時価及びそれぞれの単価）及び投資比率を記

載するとともに、種類別及び業種別（株式である場合に限る。）の投資比率を記載すること。 

ｄ 当該投資有価証券に関し、投資判断に重要な影響を及ぼすと判断される会社等がある場合には、当

該会社等の名称及び当該会社等の名称の開示を必要とする理由を記載すること。 

ｅ 投資有価証券の銘柄の名称は、明瞭に記載すること。 

ｆ ファンドの運用状況を分かりやすく記載するため、投資有価証券を不動産又はその他の資産と併せ

て記載することが必要な場合には、不動産又はその他の資産と併せて「③その他投資資産の主要なも

の」に記載すること。 

（17） 投資不動産物件 

ａ 最近日現在の状況について記載すること。ただし、併合により新たに外国投資信託受益証券が発行

される場合には、投資者がファンドの投資資産の状況を適切に把握できるよう、「店頭有価証券等の

特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」第６条第３項第２号に定める様式２「記載上の注意」

（22）ａただし書に準じて、当該併合に係るファンドの状況について記載すること。 

ｂ ファンドの運用状況を分かりやすく記載するため、投資不動産（投資資産である不動産をいう。）

を有価証券又はその他の資産と併せて記載することが必要な場合には、有価証券又はその他の資産と

併せて「③その他投資資産の主要なもの」に記載すること。 

（18） その他投資資産の主要なもの 

ａ 最近日現在の状況について記載すること。ただし、併合により新たに外国投資信託受益証券が発行

される場合には、投資者がファンドの投資資産の状況を適切に把握できるよう、「店頭有価証券等の

特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」第６条第３項第２号に定める様式２「記載上の注意」

（23）ａただし書に準じて、当該併合に係るファンドの状況について記載すること。 

ｂ 投資資産のうちその他の資産について、当該その他の資産の種類又は性質ごとに記載すること。 

ｃ 投資資産が有価証券又は不動産に係る権利である場合には、当該権利の内容（種類、存続期間等）

及び当該権利の目的物の内容（（16）ｃに掲げる事項）を記載すること。 

ｄ 投資資産がｃに掲げる権利以外の権利である場合には、ｃに準じて記載すること。 

（19） 運用実績 

運用実績の記載に当たっては、図表等により分かりやすく記載すること。 

（20） 純資産の推移 

発行者情報の提供日又は公表日の直近５計算期間（特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第

23条に定める期間をいう。以下同じ。）（６月を１計算期間とするファンド（同条ただし書の規定によ

り、休日の翌日を計算期間の末日とすることとしているファンドを含む。（21）及び（22）において同

じ。）にあっては、10計算期間）の各計算期間末について、ファンドの純資産総額及び基準価額を記載

すること。この場合において、各計算期間末に分配が行われているときは、分配付及び分配落の額を記

載すること。 

（21） 分配の推移 

発行者情報の提供日又は公表日の直近５計算期間（６月を１計算期間とするファンドにあっては、10
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計算期間）について、各計算期間ごとに、外国投資信託受益証券１単位当たりの分配の額を記載するこ

と。 

（22） 収益率の推移 

発行者情報の提供日又は公表日の直近10計算期間（６月を１計算期間とするファンドにあっては、20

計算期間）について、各計算期間ごとに、収益率（計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算

期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落の額）を控除した額を当該基準価額（分配落の額）で除し

て得た数に100を乗じて得た数をいう。）を記載すること。 

（23） 申込（販売）手続等 

外国投資信託受益証券の申込みについてその手続及び受渡方法等を記載すること。 

（24） 買戻し手続等 

外国投資信託受益証券の買戻しについてその手続及び受渡方法等を記載すること。 

（25） 資産の評価 

基準価額についてその算出方法（有価証券、不動産その他の資産の評価を含む。）、算出頻度、投資

者による照会方法及び当該照会に関し必要な事項を記載すること。 

（26） 信託期間 

ファンドの存続期間について記載すること。 

（27） 計算期間 

ファンドの計算期間について記載すること。 

（28） その他 

ａ ファンドの解散又は償還条件等について記載すること。 

ｂ 約款の変更、関係法人との契約の更改等に関する手続、変更した場合の開示方法に関する事項その

他重要事項を記載すること。 

（29） 受益者の権利等 

分配金の受領権、償還金の受領権、外国投資信託受益証券の買戻し請求権その他の権利に関しその内

容（権利の発生及び消滅時期を含む。）及び権利行使の手続について記載すること。 

（30） 管理会社等の概況 

特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第四号の二様式「記載上の注意」（16）ｂ及びｃによ

り記載すべき事項であって、管理会社その他の投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす者に関する事項

のうち、投資者の投資判断に重要な影響を及ぼすものについて記載すること。 

 

令和４年７月１日 施行 

 

116



発行者情報 様式６ 

（外国投資証券・外国新投資口予約権証券） 

 

 

 

ファンド情報（発行者情報） 

 

【表紙】 

【書類名】発行者情報 

【提供日又は公表日】 年 月 日（２） 

【発行者の名称】 

【代表者の役職氏名】（３） 

【本店の所在の場所】 

【代理人の氏名又は名称】（４） 

【代理人の住所又は所在地】 

【公表されるホームページのアドレス】（５） 

 

 

【ファンド情報】 

１【外国投資法人の概況】 

⑴【外国投資法人の特色】（６） 

⑵【外国投資法人の仕組み】（７） 

⑶【外国投資法人の機構】（８） 

⑷【外国投資法人の出資総額】（９） 

⑸【主要な投資主の状況】（10） 

２【投資方針】 

⑴【投資方針】（11） 

⑵【投資対象】（12） 

⑶【分配方針】（13） 

⑷【投資制限】（14） 

３【投資リスク】（15） 

４【手数料及び税金】（16） 

【課税上の取扱い】（17） 

５【運用状況】 

⑴【投資資産】 

①【投資有価証券の主要銘柄】（18） 

②【投資不動産物件】（19） 

③【その他投資資産の主要なもの】（20） 

⑵【運用実績】（21） 

①【純資産等の推移】（22） 

②【分配の推移】（23） 

③【自己資本利益率（収益率）の推移】（24） 

６【手続等の概要】（25） 
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７【管理及び運営の概要】（26）  
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（記載上の注意） 

（１） 一般的事項 

ａ 発行者情報の記載に当たっては、投資者が容易に理解できるよう、分かりやすく記載すること。ま

た、制度の特質の一部を誇張し、又は運用実績の一部を抽出するなどして投資者に誤解を生じさせる

おそれのある表示をしてはならない。 

ｂ 記載事項については、投資者が容易に理解できるよう、図表等による表示をすることができる。こ

の場合、記載すべき事項が図表等により明瞭に示されるよう表示することとし、図表等による表示に

より投資者に誤解を生じさせることとならないよう注意しなければならない。 

ｃ 記載事項のうち金額に関する事項について、本邦通貨以外の通貨建ての金額により表示する場合に

は、主要な事項について本邦通貨に換算した金額を併記すること。 

ｄ 本邦通貨以外の通貨建て金額を本邦通貨に換算する場合には、換算に当たって採用した換算の基準

を注記すること。 

ｅ 会社名、人名等の記載に当たっては、原語名を付記すること。 

ｆ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがたいやむを得ない事情が

ある場合には、これに準じて記載すること。 

ｇ 以下の規定により記載が必要とされている事項に加えて、発行者情報の各記載項目に関連した事項

を追加して記載することができる。 

（２） 提供日又は公表日 

発行者情報の提供日（提供日が異なる場合は、提供日のうち最も早い日をいう。以下同じ。）又

は公表日を記載すること。 

（３） 代表者の役職氏名 

ａ 発行者情報の提供又は公表について、正当な権限を有する者の役職氏名を記載すること。 

ｂ 外国投資法人設立の場合にあっては、設立企画人（投資信託及び投資法人に関する法律第66条第１

項に規定する設立企画人に相当する者をいう。）全員の氏名を記載すること。 

（４） 代理人の氏名又は名称 

本邦内に住所を有する者であって、発行者情報に関する一切の行為につき当該発行者を代理する権限

を有するもの（以下「代理人」という。）を定めている場合には、その氏名（代理人が法人である場合

には、その名称及び代表者の氏名）を記載すること。 

（５） 公表されるホームページのアドレス 

特定証券情報及び発行者情報（これらの訂正情報を含む。）を公表する場合には、公表されるホ

ームページのアドレスをすべて記載すること。 

（６） 外国投資法人の特色 

ａ 外国投資法人の特色について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

ｂ 投資法人が、投資ビークル（一定の資産の管理、運用又は処分を行う法人、組合等（特定有価証券

の内容等の開示に関する内閣府令第六号の五様式「記載上の注意」（１）ｆに規定する組合等をい

う。）、信託その他これらに類するものであって、他の者がこれらへの投資を通じて当該資産の運用

を行うために利用されるもの（信託にあっては、受益者が当該一定の資産を直接に管理、運用又は処

分するものと同視すべき場合を除く。）をいう。以下同じ。）への投資を通じて資産の運用を行う形

態をとる場合には、その旨が明確になるように記載すること。 
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（７） 外国投資法人の仕組み 

ａ 外国投資法人の仕組み（当該投資法人が投資ビークルへの投資を通じて資産の運用を行う形態をと

る場合には、その仕組みも含む。）について図表等を用いて分かりやすく記載すること。 

ｂ 外国投資法人及び外国投資法人の関係法人（資産運用会社（資産運用会社に相当する者をいう。以

下同じ。）又は投資顧問会社、資産保管会社（投資信託及び投資法人に関する法律第２条第22項に規

定する資産保管会社に相当する者をいう。）、一般事務受託者（同条第23項に規定する一般事務受託

者に相当する者をいう。）、投資法人債管理者等、販売会社等をいう。）の名称（販売会社について

は記載しないことができる。）及び運営上の役割並びに関係業務の内容（外国投資法人が関係法人と

締結している契約等の概要を含む。）について簡潔に記載すること。 

（８） 外国投資法人の機構 

外国投資法人の統治に関する事項（例えば、法人の機関の内容、内部管理及び監督役員による監督

の組織、人員及び手続並びに内部管理、監督役員による監督及び会計監査の相互連携等）、外国投資

法人による関係会社（販売会社を除く。）に対する管理体制の整備の状況について、具体的に、か

つ、分かりやすく記載すること。 

（９） 外国投資法人の出資総額 

発行者情報の提供日又は公表日の直近日現在の外国投資法人の出資総額、発行可能投資口総口数（外

国投資法人が発行することができる投資口（外国投資法人に対する権利であって投資口の性質を有する

ものをいう。以下同じ。）の総口数をいう。）及び発行済投資口（外国投資法人が発行している投資口

をいう。以下同じ。）の総口数を記載すること。 

なお、最近５年間における出資総額及び発行済投資口の総口数の増減についても併せて記載するこ

と。 

（10） 主要な投資主の状況 

発行者情報の提供日又は公表日の直近日現在における外国投資法人の投資主（投資主に相当する者を

いう。以下同じ。）（所有する投資口の口数（以下「所有投資口数」という。）の多い順に５名程度）

について、その氏名又は名称、住所（主要な投資主が個人である場合の個人投資主の住所に当たって

は、市区町村（外国におけるこれらに相当するものを含む。）名までを記載しても差し支えない。）並

びに所有投資口数及び発行済投資口の総口数に対する所有投資口数の比率を記載すること。なお、主要

な投資主の状況の記載に当たっては、所有投資口数及び発行済投資口の総口数から自己保有投資口（投

資信託及び投資法人に関する法律第94条第１項において準用する会社法第308条第２項の規定により議

決権を有しない投資口をいう。）の口数を除くこと。 

（11） 投資方針 

外国投資法人の運用に関する基本的態度（投資態度、運用方針、運用の形態、銘柄選定の方針等）に

ついて、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

（12） 投資対象 

ａ 投資対象とする資産の種類、内容等を具体的に記載すること。 

ｂ 投資基準及び種類別、地域別、業種別等による投資予定がある場合にはその割合等を記載するこ

と。 

ｃ 外国投資法人が、不動産保有法人（投資信託及び投資法人に関する法律施行規則第221条の２第１

項各号に掲げる要件の全てを満たす法人をいう。以下同じ。）の発行済株式又は出資（当該不動産保

有法人が有する自己の株式又は出資を除く。以下ｃにおいて「株式等」という。）の総数又は総額に
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同令第221条に規定する率を乗じて得た数又は額を超えて当該株式等を有する場合には、当該不動産

保有法人ごとに、当該不動産保有法人に対する出資額、当該不動産保有法人の概況（組織形態、目

的、事業内容、利益の分配方針等）、ファンドに属する当該不動産保有法人の株式等の数又は額の当

該不動産保有法人の株式等の総数又は総額に対する割合及び当該不動産保有法人が設立された国にお

ける配当に係る規制の内容を記載するとともに、当該不動産保有法人の投資対象とする不動産につい

て、ａ及びｂに準じて記載すること。 

（13） 分配方針 

規約に規定された分配方針を記載すること。 

（14） 投資制限 

法令又は規約に定められた投資制限についてその根拠及び内容を記載すること。 

（15） 投資リスク 

ａ 投資に関するリスクの特性について、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

ｂ 外国投資法人が将来にわたって営業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象

又は状況その他外国投資法人の経営に重要な影響を及ぼす事象（以下「重要事象等」という。）が存

在する場合には、その旨及びその具体的な内容を分かりやすく記載すること。 

ｃ 重要事象等が存在する旨及びその内容を記載した場合には、当該重要事象等についての分析・検討

内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するための対応策を具体的に、かつ、分かりやすく記載

すること。 

ｄ 将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は特定証券情報の提供日又は公表日現在において

判断したものである旨を記載すること。 

（16） 手数料等及び税金 

投資者が申込みから買戻しまでの間に直接的に、又は間接的に負担することとなる費用（税金を除

く。以下「手数料等」という。）の記載に当たっては、具体的な手数料等の金額又は料率の記載に代え

て、手数料等の金額又は料率の上限のみを記載することができる。 

（17） 課税上の取扱い 

配当金（分配金）、解約代金等についての課税上の取扱いについて、分かりやすく記載すること。 

（18） 投資有価証券の主要銘柄 

ａ 発行者情報の提供日又は公表日の最近日（以下「最近日」という。）現在の状況について記載する

こと。 

ｂ 投資有価証券（投資資産である有価証券をいう。以下同じ。）のうち、評価額上位10銘柄について

記載すること。 

ｃ 発行地又は上場金融商品取引所等の区分による地域別に区分し、種類及び銘柄ごとに銘柄の名称、

業種（株式である場合に限る。）、数量、金額（簿価、時価及びそれぞれの単価）、利率及び償還期

限（債券（債券に表示されるべき権利について当該権利を表示する当該債券が発行されていない場合

における当該権利を含む。）である場合に限る。）並びに投資比率を記載するとともに、種類別及び

業種別（株式である場合に限る。）の投資比率を記載すること。 

ｄ 当該投資有価証券に関し、投資判断に重要な影響を及ぼすと判断される会社等がある場合には、当

該会社等の名称及び当該会社等の名称の開示を必要とする理由を記載すること。 

ｅ 投資有価証券の銘柄の名称は、明瞭に記載すること。 

ｆ 投資資産の運用状況を分かりやすく記載するため、投資有価証券を不動産又はその他の資産と併せ
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て記載することが必要な場合には、不動産又はその他の資産と併せて「③その他投資資産の主要なも

の」に記載すること。 

（19） 投資不動産物件 

ａ 最近日現在の状況について記載すること。 

ｂ 外国投資法人が、不動産保有法人の株式等の総数又は総額の投資信託及び投資法人に関する法律施

行規則第221条に規定する率を超えて当該株式等を有する場合には、当該不動産保有法人の概況（組

織形態、目的、事業内容、利益の分配方針等）を記載すること。なお、やむを得ない事情により開示

できない項目がある場合には、その旨を記載すること。 

ｃ 投資資産の運用状況を分かりやすく記載するため、投資不動産（投資資産である不動産をいう。）

を有価証券又はその他の資産と併せて記載することが必要な場合には、有価証券又はその他の資産と

併せて「③その他投資資産の主要なもの」に記載すること。 

（20） その他投資資産の主要なもの 

ａ 最近日現在の状況について記載すること。 

ｂ 投資資産のうちその他の資産について、当該その他の資産の種類又は性質ごとに記載すること。 

ｃ 投資資産が有価証券又は不動産に係る権利である場合には、当該権利の内容（種類、存続期間等）

及び当該権利の目的物の内容（（18）ｃに掲げる事項）を記載すること。外国投資法人が、不動産保

有法人の株式等の総数又は総額の投資信託及び投資法人に関する法律施行規則第221条に規定する率

を超えて当該株式等に係る権利を有する場合には、これらに加えて、当該不動産保有法人の概況及び

その投資する不動産について、（19）ｂに準じて記載すること。 

ｄ 投資資産がｃに掲げる権利以外の権利である場合には、ｃに準じて記載すること。 

（21） 運用実績 

運用実績の記載に当たっては、図表等により分かりやすく記載すること。 

（22） 純資産等の推移 

発行者情報の提供日又は公表日の直近５計算期間（特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第

23条に定める期間をいう。以下同じ。）（６月を１計算期間とする外国投資法人にあっては、10計算期

間）の各計算期間末について、外国投資法人の総資産額、純資産総額及び外国投資証券１単位当たりの

純資産額を記載すること。この場合において、各計算期間末に配当（分配）が行われているときは、配

当（分配）付及び配当（分配）落の額を記載すること。 

また、当該外国投資証券が金融商品取引所に上場されている場合には、金融商品取引所の市場相場及

び当該金融商品取引所の名称を付記すること。 

（23） 分配の推移 

発行者情報の提供日又は公表日の直近５計算期間（６月を１計算期間とする外国投資法人にあって

は、10計算期間）について、各計算期間ごとに、分配総額、外国投資証券１単位当たりの分配の額を記

載すること。 

（24） 自己資本利益率（収益率）の推移 

発行者情報の提供日又は公表日の直近10計算期間（６月を１計算期間とする外国投資法人にあって

は、20計算期間）について、各計算期間ごとに、自己資本利益率（「店頭有価証券等の特定投資家に対

する投資勧誘等に関する規則」第６条第３項第３号に定める様式３「記載上の注意」（37）に規定する

自己資本利益率に相当するものをいう。）又は収益率（様式２「記載上の注意」（29）に規定する収益

率をいう。）を記載すること。 
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（25） 手続等の概要 

特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第四号の四様式「第三部外国投資法人の詳細情報」の

「第２手続等」に記載される事項を要約して記載すること。 

（26） 管理及び運営の概要 

特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第四号の四様式「第三部外国投資法人の詳細情報」の

「第３管理及び運営」に記載される事項を要約して記載すること。 

 

令和４年７月１日 施行 
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「株主コミュニティに関する規則」の一部改正について 

 

令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

新 旧 

（定義） （定義） 

第２条 この規則において次の各号に掲げる用

語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この規則において次の各号に掲げる用

語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

１～６  （ 現行どおり ） １～６  （ 省   略 ） 

７ 会社内容説明書 

店頭有価証券規則第２条第３号に規定する

会社内容説明書をいう。 

（ 新   設 ） 

８ 店頭取扱有価証券 

店頭有価証券規則第２条第４号に規定する

店頭取扱有価証券をいう。 

（ 新   設 ） 

  

（株主コミュニティへの参加手続及び参加に

関する勧誘の禁止） 

（株主コミュニティへの参加手続及び参加に

関する勧誘の禁止） 

第９条 運営会員は、投資者から株主コミュニ

ティへの参加の申出を受けた場合を除き、当

該投資者に係る当該株主コミュニティへの参

加の手続を行ってはならない。 

第９条   （ 同   左 ） 

２ 運営会員は、株主コミュニティへの参加に

関する勧誘を行ってはならない。ただし、当

該勧誘の相手方が次のいずれかに該当する者

であることを確認できた場合は、この限りで

ない。 

２ 運営会員は、株主コミュニティへの参加に

関する勧誘を行ってはならない。ただし、当

該勧誘の相手方が次のいずれかに該当する者

であることを確認できた場合は、この限りで

ない。 

１～５  （ 現行どおり ） １～５  （ 省   略 ） 

６ 特定投資家（金商法第２条第 31 項に規定

する特定投資家（同法第 34 条の２第５項の

規定により特定投資家以外の投資者とみな

される者を除き、同法第 34 条の３第４項

（同法第 34 条の４第６項において準用す

る場合を含む。）の規定により特定投資家と

みなされる者を含む。）をいう。以下同じ。） 

（ 新   設 ） 

３ 前項の規定にかかわらず、株主コミュニテ

ィ銘柄が店頭取扱有価証券（当該店頭取扱有

価証券の発行者が会社内容説明書を作成して

（ 新   設 ） 
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いる場合にあっては、第 13 条第２号の規定に

より運営会員に提供した直近の会社内容説明

書を不特定多数の者が閲覧できるウェブペー

ジに掲載している場合に限る。）に該当する場

合は、運営会員は当該株主コミュニティ銘柄

に係る株主コミュニティへの参加に関する勧

誘を行うことができる。この場合において、

運営会員は、当該発行者と協議のうえ、あら

かじめ当該株主コミュニティの組成の目的に

適した参加に関する勧誘の相手方となる顧客

の属性を定め、当該顧客のみに当該勧誘を行

うものとする。 

４ 運営会員は、株主コミュニティへの参加の

申出を行った者に対し、次の各号に掲げる情

報を提供しなければならない。 

３     （ 同   左 ） 

１・２  （ 現行どおり ） １・２  （ 省   略 ） 

  

（確認書の徴求等） （確認書の徴求等） 

第 10 条 運営会員は、当該運営会員が運営する

株主コミュニティへ初めて参加する投資者

（特定投資家を除く。）から、第 15 条第１項

に掲げる書面に記載された金融商品取引行為

についてのリスク、手数料等の内容を理解し、

当該投資者の判断と責任において株主コミュ

ニティ銘柄の店頭取引を行う旨の確認を得る

ため、あらかじめ、第 15 条第１項各号に掲げ

る事項を含む所定の書面を作成するとともに

当該投資者に交付し、これらについて十分に

説明を行うとともに、株主コミュニティ銘柄

の店頭取引に関する確認書を徴求しなければ

ならない。 

第 10 条 運営会員は、当該運営会員が運営する

株主コミュニティへ初めて参加する投資者

（特定投資家（金商法第２条第 31 項に規定す

る特定投資家（同法第 34 条の２第５項の規定

により特定投資家以外の投資者とみなされる

者を除き、同法第 34 条の３第４項（同法第 34

条の４第６項において準用する場合を含む。）

の規定により特定投資家とみなされる者を含

む。）をいう。以下同じ。）を除く。）から、第

15 条第１項に掲げる書面に記載された金融

商品取引行為についてのリスク、手数料等の

内容を理解し、当該投資者の判断と責任にお

いて株主コミュニティ銘柄の店頭取引を行う

旨の確認を得るため、あらかじめ、第 15 条第

１項各号に掲げる事項を含む所定の書面を作

成するとともに当該投資者に交付し、これら

について十分に説明を行うとともに、株主コ

ミュニティ銘柄の店頭取引に関する確認書を
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徴求しなければならない。 

  

（株主コミュニティ銘柄に関する情報提供） （株主コミュニティ銘柄に関する情報提供） 

第 12 条 運営会員は、次の各号に掲げる株主コ

ミュニティ銘柄に関する情報について、公表

しなければならない。 

第 12 条 運営会員は、次の各号に掲げる株主コ

ミュニティ銘柄に関する情報について、公表

しなければならない。 

１～４  （ 現行どおり ） １～４  （ 省   略 ） 

５ 第９条第３項の規定により店頭取扱有価

証券の参加に関する勧誘を行う場合は、参

加に関する勧誘の相手方となる顧客の属性 

（ 新   設 ） 

２     （ 現行どおり ） ２     （ 省   略 ） 

３ 運営会員は、次の各号に掲げる場合を除き、

株主コミュニティ銘柄に関する情報を当該株

主コミュニティ銘柄に係る株主コミュニティ

の参加者以外の者に対して提供してはならな

い。 

３ 運営会員は、次の各号に掲げる場合を除き、

株主コミュニティ銘柄に関する情報を当該株

主コミュニティ銘柄に係る株主コミュニティ

の参加者以外の者に対して提供してはならな

い。 

１    （ 現行どおり ） １    （ 省   略 ） 

２ 第９条第４項の規定に基づき株主コミュ

ニティへの参加の申出を行った者に対し情

報を提供する場合 

２ 第９条第３項の規定に基づき株主コミュ

ニティへの参加の申出を行った者に対し情

報を提供する場合 

３    （ 現行どおり ） ３    （ 省   略 ） 

  

（情報の取得） （情報の取得） 

第 13 条 運営会員は、次の各号に定めるところ

により、自社が運営会員となっている株主コ

ミュニティに係る株主コミュニティ銘柄の発

行者に関する情報を取得しなければならな

い。 

第 13 条 運営会員は、次の各号に定めるところ

により、自社が運営会員となっている株主コ

ミュニティに係る株主コミュニティ銘柄の発

行者に関する情報を取得しなければならな

い。 

１    （ 現行どおり ） １    （ 省   略 ） 

２ 運営会員は、会社内容説明書を作成する

発行者に関する情報にあっては、次のイか

らニまでに掲げる情報を当該イからニまで

に定める時期にそれぞれ取得しなければな

らない。 

（ 新   設 ） 

イ 会社内容説明書 

当該会社内容説明書に係る事業年度の末

日を経過した日から３か月以内（発行者が
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やむを得ない理由により当該期間内に当該

会社内容説明書を作成できない場合には、

作成後遅滞なく） 

ロ 募集の取扱いを行う場合にあっては、

企業内容等の開示に関する内閣府令第二

号様式に定める有価証券届出書の「証券

情報」の記載事項に準拠して記載された

当該募集に係る情報 

当該募集に係る募集事項の決定が行われ

たときから遅滞なく 

 

ハ 売出しの取扱い又は売出しを行う場合

にあっては、企業内容等の開示に関する

内閣府令第二号様式に定める有価証券届

出書の「証券情報」の記載事項に準拠し

て記載された当該売出しに係る情報 

当該売出しの取扱い又は売出しを開始す

るときまで 

 

ニ イからハまでに掲げるもののほか、運

営会員が必要と認める情報 

当該情報の発生後遅滞なく 

 

３ 運営会員は、前２号以外の発行者に関す

る情報にあっては、次のイからチまでに掲

げる情報を、当該イからチまでに定める時

期に、それぞれ取得しなければならない。 

２ 運営会員は、前号以外の発行者に関する

情報にあっては、次のイからチまでに掲げ

る情報を、当該イからチまでに定める時期

に、それぞれ取得しなければならない。 

イ～チ （ 現行どおり ） イ～チ （ 省   略 ） 

  

（株主コミュニティの参加者以外の者に対す

る投資勧誘の特例） 

（株主コミュニティの参加者以外の者に対す

る投資勧誘の特例） 

第 16 条の３ 第 16 条の規定にかかわらず、運

営会員は、次の各号に掲げる場合は、株主コ

ミュニティの参加者以外の者（第９条第２項

各号に掲げる者に限る。）に対して、当該株主

コミュニティに係る株主コミュニティ銘柄の

投資勧誘を行うことができる。この場合、投

資勧誘の相手方となる顧客は、株主コミュニ

ティへの参加前であっても参加者とみなし

て、第 10 条、第 12 条第３項、第 14 条、第 15

第 16 条の３ 第 16 条の規定にかかわらず、運

営会員は、株主コミュニティの参加者以外の

者（第９条第２項各号に掲げる者に限る。）に

対して、当該株主コミュニティに参加するこ

とを当該株主コミュニティ銘柄の取得の条件

とした場合に限り、当該株主コミュニティ銘

柄の少人数私募（金商法第２条第３項第２号

ハに規定する取得勧誘をいう。）の取扱いを行

うことができる。この場合、投資勧誘の相手
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条、第 16 条の２第１項及び第 31 条の規定を

適用する。 

方となる顧客は、株主コミュニティへの参加

前であっても参加者とみなして、第 10 条、第

12 条第３項、第 14 条、第 15 条、第 16 条の

２第１項及び第 31 条の規定を適用する。 

１ 投資勧誘の相手方となる顧客が当該株主

コミュニティに参加することを当該株主コ

ミュニティ銘柄の取得の条件として、運営

会員が当該株主コミュニティ銘柄の少人数

私募（金商法第２条第３項第２号ハに規定

する取得勧誘をいう。）の取扱いを行う場合 

（ 新   設 ） 

２ 投資勧誘の相手方となる顧客が、第９条

第２項第１号から第５号までのいずれかに

該当する場合で、当該株主コミュニティに

参加することを当該株主コミュニティ銘柄

の取得の条件とするとき 

（ 新   設 ） 

２ 第 16 条の規定にかかわらず、運営会員は、

投資勧誘の相手方となる顧客が第９条第２項

第１号に該当する場合、当該顧客に対し、当

該株主コミュニティ銘柄の顧客による売付け

に係る投資勧誘を行うことができる。この場

合、投資勧誘の相手方となる顧客は、当該株

主コミュニティへの参加を要しない。 

（ 新   設 ） 

３ 前項に基づく投資勧誘の結果として、当該

株主コミュニティの参加者又は運営会員を相

手方として行われる株主コミュニティ銘柄の

店頭取引については、第 17 条の規定は適用し

ない。 

（ 新   設 ） 

  

（取次ぎ等会員に係る情報の提供等） （取次ぎ等会員に係る情報の提供等） 

第 33 条 運営会員は、前条第１項第１号の承諾

を行った場合、取次ぎ等会員に対して、次に

掲げる情報を提供しなければならない。 

第 33 条   （ 同   左 ） 

１～３  （ 現行どおり ） １～３  （ 省   略 ） 

２ 運営会員は、第９条第４項第１号、第 12 条

第１項各号、同条第２項各号、同条第３項第

３号イからハまで、第 13 条及び第 16 条の２

第３項に掲げる情報について、取次ぎ等会員

２ 運営会員は、第９条第３項第１号、第 12 条

第１項各号、同条第２項各号、同条第３項第

３号イからハまで、第 13 条及び第 16 条の２

第３項に掲げる情報について、取次ぎ等会員
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に提供することができる。 に提供することができる。 

３～５   （ 現行どおり ） ３～５   （ 省   略 ） 

  

付   則  

この改正は、令和４年７月１日から施行す

る。 
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「店頭有価証券に関する規則」の一部改正について 

 

令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

新 旧 

（店頭有価証券の投資勧誘の禁止） （店頭有価証券の投資勧誘の禁止） 

第３条 協会員は、次条から第４条の２まで、

第６条、第７条、「株主コミュニティに関する

規則」、「株式投資型クラウドファンディング

業務に関する規則」又は「店頭有価証券等の

特定投資家に対する投資勧誘等に関する規

則」の規定による場合を除き、店頭有価証券

については、顧客に対し、投資勧誘を行って

はならない。 

第３条 協会員は、次条から第４条の２まで、

第６条、第８条、「株主コミュニティに関す

る規則」又は「株式投資型クラウドファンデ

ィング業務に関する規則」の規定による場合

を除き、店頭有価証券については、顧客に対

し、投資勧誘を行ってはならない。 

  

（店頭有価証券の適格機関投資家に対する投

資勧誘） 

（店頭有価証券の適格機関投資家に対する投

資勧誘） 

第４条 協会員は、店頭有価証券に譲渡制限を

付すことを取得の条件として、当該店頭有価

証券に係る投資勧誘を適格機関投資家（金商

法第２条第３項第１号に規定する適格機関投

資家をいう。以下同じ。）に対して行うことが

できる。 

第４条   （ 同   左 ） 

２ 前項の譲渡制限は、次に掲げる者について

は、それぞれ次のとおりとする。 

２ 前項の譲渡制限は、次に掲げる者について

は、それぞれ次のとおりとする。 

１～４  （ 現行どおり ） １～４  （ 省   略 ） 

（ 削   る ） ５ 前各号に掲げる者以外の適格機関投資家 

当該店頭有価証券の取引所金融商品市場

への上場日の前日又はその取得の日以後２

年間を経過する日の前日のいずれか早い日

まで、適格機関投資家以外の者に譲渡して

はならない。ただし、次のいずれかに該当

する場合であって、かつ、譲渡することが

適当であると当該譲渡の前に協会員が認め

るときは、この限りでない。 

 イ 取得者がその経営の著しい不振により

取得した店頭有価証券を譲渡する場合 

 ロ その他社会通念上やむを得ないと認め
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られる場合 

３ 前２項の規定にかかわらず、第２項各号に

掲げる者以外の適格機関投資家については、

店頭有価証券に譲渡制限を付すことなく、当

該店頭有価証券に係る投資勧誘を行うことが

できる。 

３ 前項第５号に掲げる内容の譲渡制限を付す

場合は、当該協会員及び投資勧誘の相手方で

ある顧客の間で当該内容を含む契約を締結し

なければならない。 

４     （ 現行どおり ） ４     （ 省   略 ） 

  

（店頭取扱有価証券の投資勧誘） （店頭取扱有価証券の投資勧誘） 

第６条 協会員は、店頭取扱有価証券（第２条

第４号ロ又はニに該当する店頭取扱有価証券

を除く。以下同じ。）の募集、売出し（金商法

第 13 条第１項の規定により目論見書を作成

しなければならないものに限る。以下この項

において同じ。）、私募若しくは私売出し（金

商法第２条第４項第２号イからハまでのいず

れかに該当する売付け勧誘等をいう。以下同

じ。）（以下「募集等」という。）の取扱い又は

売出し若しくは私売出し（以下「募集等の取

扱い等」という。）に係る投資勧誘を行うこと

ができる。 

第６条 協会員は、店頭取扱有価証券（第２条

第４号ロ又はニに該当する店頭取扱有価証券

を除く。以下同じ。）に譲渡制限を付すことを

取得の条件として、当該店頭取扱有価証券の

募集、売出し（金商法第 13 条第１項の規定に

より目論見書を作成しなければならないもの

に限る。以下この項において同じ。）、私募若

しくは私売出し（金商法第２条第４項第２号

イからハまでのいずれかに該当する売付け勧

誘等をいう。以下同じ。）（以下「募集等」と

いう。）の取扱い又は売出し若しくは私売出し

（以下「募集等の取扱い等」という。）に係る

投資勧誘を行うことができる。 

（ 削   る ） ２ 前項の譲渡制限は、当該店頭取扱有価証券

の取引所金融商品市場への上場日の前日又は

その取得の日以後２年間を経過する日の前日

のいずれか早い日まで、適格機関投資家以外

に譲渡してはならない。ただし、次のいずれ

かに該当する場合であって、かつ、譲渡する

ことが適当であると当該譲渡の前に協会員が

認めるときは、この限りでない。 

 １ 取得者がその経営の著しい不振により取

得した店頭取扱有価証券を譲渡する場合 

 ２ その他社会通念上やむを得ないと認めら

れる場合 

（ 削   る ） ３ 前項に掲げる内容の譲渡制限を付す場合

は、当該協会員、当該店頭取扱有価証券の発

行会社及び投資勧誘の相手方である顧客の間
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で当該内容を含む契約を締結しなければなら

ない。 

２ 協会員は、金商法第 13 条及び第 15 条第２

項の規定により目論見書の作成及び交付をし

なければならない店頭取扱有価証券の募集若

しくは売出しの取扱い又は売出しを前項の規

定により行うに際しては、顧客に対し、法令

の定めに従って当該目論見書を交付した上

で、当該店頭取扱有価証券及びその発行会社

の内容を十分説明しなければならない。 

（ 新   設 ） 

【第７条第１項から移動】 

３ 協会員は、金商法第 13 条及び第 15 条第２

項の規定による目論見書の作成及び交付を要

しない店頭取扱有価証券（上場有価証券の発

行会社が発行する取引所金融商品市場に上場

されていないものを除く。以下この項におい

て同じ。）の募集等の取扱い等を第１項の規定

により行うに際しては、顧客に対し、有価証

券報告書又は第５条に規定する記載内容に加

え、当該募集等を行う当該店頭取扱有価証券

の証券情報を「企業内容等の開示に関する内

閣府令」に定める有価証券届出書の「証券情

報」の記載事項に準拠して追記した会社内容

説明書を用いて、当該店頭取扱有価証券及び

その発行会社の内容を十分説明しなければな

らない。 

（ 新   設 ） 

【第７条第２項から移動】 

４ 協会員は、金商法第 13 条及び第 15 条第２

項の規定による目論見書の作成及び交付を要

しない店頭取扱有価証券（上場有価証券の発

行会社が発行する取引所金融商品市場に上場

されていないものに限る。以下この項におい

て同じ。）の募集等の取扱い等を第１項の規定

により行うに際しては、顧客に対し、第５条

に規定する記載内容の会社内容説明書を用い

て、当該店頭取扱有価証券の内容を十分説明

しなければならない。ただし、顧客から当該

発行会社に関する情報についての説明を求め

られた場合は、併せて、当該発行会社が内閣

（ 新   設 ） 

【第７条第３項から移動】 
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総理大臣に提出した直近の有価証券報告書を

用いて、当該発行会社の内容を十分説明しな

ければならない。 

５ 協会員は、第１項の規定により投資勧誘を

行った結果、店頭取扱有価証券の取引を初め

て行う顧客（特定投資家（金商法第２条第 31

項に規定する特定投資家（同法第 34 条の２第

５項の規定により特定投資家以外の顧客とみ

なされる者を除き、同法第 34 条の３第４項

（同法第 34 条の４第６項において準用する

場合を含む。）の規定により特定投資家とみな

される者を含む。）をいう。以下同じ。）を除

く。以下この項及び次項において同じ。）に対

し、店頭取扱有価証券の性格、取引の仕組み

等について十分説明するとともに、顧客の判

断と責任において当該取引を行う旨の確認を

得るため、当該顧客から、店頭取扱有価証券

の取引に関する確認書を徴求しなければなら

ない。 

（ 新   設 ） 

【第７条第４項から移動】 

６ 協会員は、第１項の規定により投資勧誘を

行った結果、顧客から店頭取扱有価証券の取

引の注文を受ける際は、その都度、当該有価

証券が店頭取扱有価証券であることを明示し

なければならない。 

（ 新   設 ） 

【第７条第５項から移動】 

７ 協会員は、第２項及び第３項に規定する店

頭取扱有価証券の募集等の取扱い等を行う場

合には、当該募集等に係る有価証券届出書、

目論見書又は会社内容説明書を取扱部店（当

該会員が金融商品仲介業務の委託を行う特別

会員及び金融商品仲介業者の部店を含む。）に

備え置き、顧客の縦覧に供しなければならな

い。 

（ 新   設 ） 

【第７条第６項から移動】 

８ 協会員は、第１項に基づく投資勧誘につい

て、本協会が別に定めるところにより、本協

会に報告しなければならない。なお、金融商

品仲介業務として同項に基づく投資勧誘を行

う場合の特別会員による報告は、当該特別会

４     （ 同   左 ） 
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員に当該金融商品仲介業務の委託を行った会

員が当該特別会員について併せて報告を行う

ことで足りる。 

  

 （譲渡制限付き店頭取扱有価証券の投資勧誘） 

（ 削   る ） 

【第６条第２項に移動】 

第７条 協会員は、金商法第 13 条及び第 15 条

第２項の規定により目論見書の作成及び交付

をしなければならない店頭取扱有価証券の募

集若しくは売出しの取扱い又は売出しを前条

の規定により行うに際しては、顧客に対し、

法令の定めに従って当該目論見書を交付した

上で、当該店頭取扱有価証券及びその発行会

社の内容を十分説明しなければならない。 

（ 削   る ） 

【第６条第３項に移動】 

２ 協会員は、金商法第 13 条及び第 15 条第２

項の規定による目論見書の作成及び交付を要

しない店頭取扱有価証券（上場有価証券の発

行会社が発行する取引所金融商品市場に上場

されていないものを除く。以下この項におい

て同じ。）の募集等の取扱い等を前条の規定に

より行うに際しては、顧客に対し、有価証券

報告書又は第５条に規定する記載内容に加

え、当該募集等を行う当該店頭取扱有価証券

の証券情報を「企業内容等の開示に関する内

閣府令」に定める有価証券届出書の「証券情

報」の記載事項に準拠して追記した会社内容

説明書を用いて、当該店頭取扱有価証券及び

その発行会社の内容を十分説明しなければな

らない。 

（ 削   る ） 

【第６条第４項に移動】 

３ 協会員は、金商法第 13 条及び第 15 条第２

項の規定による目論見書の作成及び交付を要

しない店頭取扱有価証券（上場有価証券の発

行会社が発行する取引所金融商品市場に上場

されていないものに限る。以下この項におい

て同じ。）の募集等の取扱い等を前条の規定に

より行うに際しては、顧客に対し、第５条に

規定する記載内容の会社内容説明書を用い

て、当該店頭取扱有価証券の内容を十分説明

134



 

新 旧 

しなければならない。ただし、顧客から当該

発行会社に関する情報についての説明を求め

られた場合は、併せて、当該発行会社が内閣

総理大臣に提出した直近の有価証券報告書を

用いて、当該発行会社の内容を十分説明しな

ければならない。 

（ 削   る ） 

【第６条第５項に移動】 

４ 協会員は、前条の規定により投資勧誘を行

った結果、店頭取扱有価証券の取引を初めて

行う顧客（特定投資家（金商法第２条第 31 項

に規定する特定投資家（同法第 34 条の２第５

項の規定により特定投資家以外の顧客とみな

される者を除き、同法第 34 条の３第４項（同

法第 34 条の４第６項において準用する場合

を含む。）の規定により特定投資家とみなされ

る者を含む。）をいう。以下同じ。）を除く。

以下この項及び次項において同じ。）に対し、

店頭取扱有価証券の性格、取引の仕組み等に

ついて十分説明するとともに、顧客の判断と

責任において当該取引を行う旨の確認を得る

ため、当該顧客から、店頭取扱有価証券の取

引に関する確認書を徴求しなければならな

い。 

（ 削   る ） 

【第６条第６項に移動】 

５ 協会員は、前条の規定により投資勧誘を行

った結果、顧客から店頭取扱有価証券の取引

の注文を受ける際は、その都度、当該有価証

券が店頭取扱有価証券であることを明示しな

ければならない。 

（ 削   る ） 

【第６条第７項に移動】 

６ 協会員は、第１項及び第２項に規定する店

頭取扱有価証券の募集等の取扱い等を行う場

合には、当該募集等に係る有価証券届出書、

目論見書又は会社内容説明書を取扱部店（当

該会員が金融商品仲介業務の委託を行う特別

会員及び金融商品仲介業者の部店を含む。）に

備え置き、顧客の縦覧に供しなければならな

い。 

  

（上場有価証券の発行会社が発行した店頭取 （上場有価証券の発行会社が発行した店頭取
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扱有価証券の投資勧誘） 扱有価証券の投資勧誘） 

第７条   （ 現行どおり ） 第８条   （ 省   略 ） 

  

（自己売買） （自己売買） 

第８条   （ 現行どおり ） 第９条   （ 省   略 ） 

  

（共同計算の取引） （共同計算の取引） 

第９条   （ 現行どおり ） 第 10 条   （ 省   略 ） 

  

（不正な手段を用いた店頭取引の禁止） （不正な手段を用いた店頭取引の禁止） 

第 10 条   （ 現行どおり ） 第 11 条   （ 省   略 ） 

  

（過当の取引） （過当の取引） 

第 11 条   （ 現行どおり ） 第 12 条   （ 省   略 ） 

  

（買あおり又は売崩し） （買あおり又は売崩し） 

第 12 条   （ 現行どおり ） 第 13 条   （ 省   略 ） 

  

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店頭有

価証券の店頭取引の禁止） 

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店頭有

価証券の店頭取引の禁止） 

第 13 条   （ 現行どおり ） 第 14 条   （ 省   略 ） 

  

（会員間の売買の制限） （会員間の売買の制限） 

第 14 条 会員は、第３条の２、第４条、第４条

の２、第６条及び第７条の規定により投資勧

誘を行うものを除き、店頭有価証券について

は、会員間の流通を目的とする店頭取引を行

ってはならない。 

第 15 条 会員は、第３条の２、第４条、第４

条の２、第６条及び第８条の規定により投資

勧誘を行うものを除き、店頭有価証券につい

ては、会員間の流通を目的とする店頭取引を

行ってはならない。 

  

（上場有価証券の発行会社が発行した店頭取

扱有価証券の売買報告等） 

（上場有価証券の発行会社が発行した店頭取

扱有価証券の売買報告等） 

第 15 条   （ 現行どおり ） 第 16 条   （ 省   略 ） 

  

（店頭有価証券の価格情報の責任の所在等の

明示） 

（店頭有価証券の価格情報の責任の所在等の

明示） 

第 16 条 会員は、店頭有価証券の売買価格等の

情報（以下「価格等情報」という。）を提示す

第 17 条 会員は、店頭有価証券の売買価格等の

情報（以下「価格等情報」という。）を提示す
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る場合（「株主コミュニティに関する規則」、

「株式投資型クラウドファンディング業務に

関する規則」又は「店頭有価証券等の特定投

資家に対する投資勧誘等に関する規則」によ

る場合を除く。）は、いかなる媒体の利用を問

わず、当該価格等情報と併せて会員名、取扱

部店名（当該会員が金融商品仲介業務の委託

を行う特別会員及び金融商品仲介業者の部店

を含む。）及び当該価格等情報の提示日並びに

当該価格等情報は売り気配又は買い気配では

ない旨を明示しなければならない。 

る場合（「株主コミュニティに関する規則」又

は「株式投資型クラウドファンディング業務

に関する規則」による場合を除く。）は、いか

なる媒体の利用を問わず、当該価格等情報と

併せて会員名、取扱部店名（当該会員が金融

商品仲介業務の委託を行う特別会員及び金融

商品仲介業者の部店を含む。）及び当該価格等

情報の提示日並びに当該価格等情報は売り気

配又は買い気配ではない旨を明示しなければ

ならない。 

  

（電磁的方法による交付等） （電磁的方法による交付等） 

第 17 条 協会員は、第７条第１項に規定する証

券情報等説明書の交付に代えて、「書面の電磁

的方法による提供等の取扱いに関する規則」

（以下「書面電磁的提供等規則」という。）に

定めるところにより、当該証券情報等説明書

に記載すべき事項について電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の技術を利

用する方法により提供することができる。こ

の場合において、当該協会員は、当該証券情

報等説明書を交付したものとみなす。 

第 18 条 協会員は、第８条第１項に規定する証

券情報等説明書の交付に代えて、「書面の電磁

的方法による提供等の取扱いに関する規則」

（以下「書面電磁的提供等規則」という。）に

定めるところにより、当該証券情報等説明書

に記載すべき事項について電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の技術を利

用する方法により提供することができる。こ

の場合において、当該協会員は、当該証券情

報等説明書を交付したものとみなす。 

２ 協会員は、第６条第５項に規定する店頭取

扱有価証券の取引に関する確認書及び第７条

第２項に規定する上場有価証券の発行会社が

発行した店頭取扱有価証券の取引に関する確

認書の徴求に代えて、書面電磁的提供等規則

に定めるところにより、当該確認書に記載す

べき事項について電子情報処理組織を使用す

る方法その他の情報通信の技術を利用する方

法により提供を受けることができる。この場

合において、当該協会員は、当該確認書を徴

求したものとみなす。 

２ 協会員は、第７条第４項に規定する店頭取

扱有価証券の取引に関する確認書及び第８条

第２項に規定する上場有価証券の発行会社が

発行した店頭取扱有価証券の取引に関する確

認書の徴求に代えて、書面電磁的提供等規則

に定めるところにより、当該確認書に記載す

べき事項について電子情報処理組織を使用す

る方法その他の情報通信の技術を利用する方

法により提供を受けることができる。この場

合において、当該協会員は、当該確認書を徴

求したものとみなす。 

３     （ 現行どおり ） ３     （ 省   略 ） 

  

（金融商品仲介業者に対する指導及び監督） （金融商品仲介業者に対する指導及び監督） 
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第 18 条 会員は、委託先の金融商品仲介業者に

対し、第３条、第３条の２第１項から第６項

及び第８項、第４条第１項及び第２項、第４

条の２第１項から第３項、第６条第１項から

第４項、第６項及び第７項並びに第７条第１

項及び第４項の規定を遵守するよう指導及び

監督を行わなければならない。 

第 19 条 会員は、委託先の金融商品仲介業者に

対し、第３条、第３条の２第１項から第６項

及び第８項、第４条第１項及び第２項、第４

条の２第１項から第３項、第６条第１項及び

第２項、第７条第１項から第３項及び第５項、

第６項並びに第８条第１項及び第４項の規定

を遵守するよう指導及び監督を行わなければ

ならない。 

  

付   則  

この改正は、令和４年７月１日から施行す

る。 

 

  

 

 

138



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved.

2022年４月１日
日本証券業協会

「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧

誘等に関する規則」等の制定等について



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved.

金融審「市場制度ワーキング・グループ」
（2020年9月諮問、2021年6月第二次報告取りまとめ）

成長資金の供給のあり方に関する検討
特定投資家制度の制度整備
非上場株式のセカンダリー取引の環境整備
株式投資型クラウドファンディング制度の見直し等

2021年7月から、「非上場株式等の取引及び私募制度等に関するワーキング・グループ」において、非上場株式

やファンド等を対象とした特定投資家私募制度等や株主コミュニティ制度の利便性向上策などに関して、自主規

制規則の整備の検討に着手

今般、以下の４つの自主規制規則について整備を行う

①「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」（新規則）の制定

②「外国証券の取引に関する規則」改正

③「株主コミュニティに関する規則」改正

④「店頭有価証券に関する規則」改正

１．検討経緯等

日証協「非上場株式の発行・流通市場の活性化に
関する検討懇談会」報告書

（2020年11月設置、2021年6月報告書取りまとめ）

今後拡大が見込まれる特定投資家向け発行・流通市場の制
度整備

株主コミュニティ制度・株式投資型クラウドファンディング制度
の利便性向上策、対象投資家の拡大策等

プロ私募の要件見直し
株式型クラウドファンディングの金額上限の関連規制の見直し
非上場株式等の流通市場の見直し

プロ投資家規制の見直し
クラウドファンディング制度や非上場有価証券の
取引の改善等

成長戦略ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ（成長戦略会議）
（2020年7月閣議決定）

規制改革実施計画（規制改革推進会議）
（2020年7月閣議決定）
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（参考） 自主規制規則の改正等の概要

「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」の制定

「店頭有価証券に関する規則」の改正

「株主コミュニティに関する規則」の改正

 非上場の国内の株券等、私募投資信託等について、特定投資家に対する投資勧誘に関する規定
を整備

 投資者保護を図るため、顧客への情報提供等（特定証券情報・発行者情報の提供等）、リスク説明、
取扱協会員の指定、発行者に対する審査などの自主規制を整備

 店頭取扱有価証券に係る譲渡禁止期間（取得後２年間の譲渡制限）の撤廃等

 リスク許容度の高い特定投資家への参加勧誘規制の緩和、継続開示会社の株主コミュニティ
銘柄に対する参加勧誘規制の緩和

 株主コミュニティ銘柄の会社関係者等及び既存株主への投資勧誘規制の緩和等

「外国証券の取引に関する規則」の改正

 外国の株券等、私募投資信託等について、特定投資家に対する投資勧誘に関する規定を整備
（上記の国内の株券等、私募投資信託等と同様の自主規制を整備）
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２．金融審議会「市場制度WG第二次報告」
－成長資金供給の円滑化－

出所：金融審議会市場制度ワーキング・グループ第二次報告－コロナ後を見据えた魅力ある資本市場の構築に向けて－概要（成長資金供給の円滑化）（令和3年6月18日）
（青字部分は日証協事務局が追記）

【第二次報告】７ページ注記
日証協規則は株式以外の非上場有価証

券に係る取得勧誘を禁止していないが、
私募の投資信託商品等についても、特定
投資家私募を行う場合は当該有価証券に
ついての特定証券情報等の整備が必要。

（注1・3）法令改正済み
（2022.1.29施行）

（注2）東証規則改正済み
（2022.3.1施行）

3



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved.

３．「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等
に関する規則」（新規則）の制定

非上場懇談会報告書での提言事項

特定投資家向け売付け勧誘及び既存株主による売付けに係る勧誘の解禁
非上場株式の投資勧誘禁止の例外として特定投資家向け取得勧誘、特定投資家向け売付け勧誘等及び既存株主による

売付けに係る勧誘を認め、証券会社等による特定投資家私募の取扱い等を可能とすることが適当と考えられる。

特定証券情報等の内容
特定証券情報の具体的な記載事項については、勧誘対象となる特定投資家の属性や本協会の自主規制規則における証

券会社等の行為規制等も考慮したうえで、特定投資家が適切に投資判断を行えるものであるか及び発行者に係る情報の提
供・公表の負担に考慮したものであるかを十分に注意する必要がある。
また、特定証券情報の記載事項等について検討するに当たっては、非上場株式と私募投資信託等は別個に議論する必要
がある。

取扱協会員の指定
非上場株式における特定投資家向け取得勧誘及び特定投資家向け売付け勧誘等を認めるに当たっては、投資者保護の

観点から、証券会社等の内部管理体制等をもとに本協会が「取扱協会員」を指定することが適当と考えられる。

 幅広い投資家とのネットワークが豊富な証券会社等の関与等により、スタートアップ企業が直接接点を持ちにくい海外投
資家やクロスオーバー投資家などからの出資及びガバナンス支援や資本政策の一貫性が期待される。

 自ら有望な非上場企業を発掘することに限界のある国内外の投資家にとっては、非上場株式等が売買できるような取引
プラットフォームが必要。

 投資家がエグジットの機会がない場面において非上場株式を売却せざるを得ない場面での証券会社等による買い手との
マッチングが期待される。

 上記提言に基づき、特定投資家私募制度に係る自主規制規則「店頭有価証券等の特定投資家に
対する投資勧誘等に関する規則」（新規則）を制定

⇒ 非上場企業の株式の発行・流通に際して、特定投資家に対する証券会社等の関与を可能とするため、幅広い非上場株
式や私募投信等を想定した特定投資家私募制度の整備を行うことを提言。

非上場懇談会報告書より

4
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（参考）新規則の全体像（イメージ）

顧客への情報提供

 特定証券情報/発行者情報の提供又は公表
・投資勧誘に際し、特定証券情報を提供又は
公表する
・保有者等に対し、事業年度ごとに発行者情報
を提供又は公表する
・特定証券情報・発行者情報は、投資者保護と
発行者の開示負担のバランスに配慮した開
示内容とする

 リスク・重要事項説明の充実
・取引開始時に有価証券ごとに一般的なリスク
の説明及び確認書の徴求を行う
・投資勧誘時に個別銘柄ごとに想定顧客や当
該銘柄に係るリスク・重要事項の説明を行う

管理・検証体制等

 取扱協会員の指定
・内部管理体制等が整備されていることを協会
が確認した協会員（取扱協会員）のみが取扱
い可能とする

 発行者・銘柄に対する検証・審査
・取扱協会員に投資勧誘を行うことがふさわし
いか、投資勧誘を行う顧客の範囲について検
証を求める
・検証に当たり、発行者の実在性、事業計画等
の審査を求める

 反社会的勢力排除
・反社会的勢力排除のための規定を設ける

店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則

対象有価証券

店頭有価証券（株券、新株予約権証券、新株予約権付社債券）
投資信託受益証券、投資証券等（投資証券、新投資口予約権証券）

5
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４．新規則の内容 ①

項目 規則の内容

目的（第１条） ・店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘及び特定証券情報等の提供又は公表等に関して必
要な事項を定めることにより、特定投資家における店頭有価証券等の取引を公正かつ円滑ならしめると
ともに、投資者保護に資することを目的とする。

対象有価証券
（第２条）

・対象有価証券は、店頭有価証券（株券、新株予約権証券、新株予約権付社債券）、投資信託受益証券、
投資証券等（投資証券、新投資口予約権証券）

１．目的・対象有価証券

２．取扱協会員

項目 規則の内容 備 考

社内規則及び取
扱要領（第12条）

・取扱協会員は、有価証券の区分に応じた社内規則の制定とそれ
を適切に遂行するための体制を整備しなければならない。
・取扱協会員は、社内規則に基づいた取扱要領を作成し、本協会
に提出するとともに公表しなければならない。

・取り扱う有価証券の区分に変更
がある場合には、取扱要領の内
容を変更し、本協会に提出すると
ともに公表

取扱協会員とし
ての届出及び公
表（第13条）

・取扱協会員になろうとする協会員は、15営業日前までに必要書類
を提出しなければならない。
・本協会は、届出書に不備がないと認める場合には、取扱協会員と
して指定する。

・取扱協会員指定届出書、取扱要
領等を提出
・本協会は、指定した取扱協会員
の名称を公表

取扱協会員とし
ての指定の取消
し（第14条）

・取扱協会員の指定取消しを希望する取扱協会員は、５営業日前
までに届出書を提出しなければならない。
・本協会は、協会規則違反等により必要と認める場合には、届出に
よらずに取扱協会員の指定を取消す又は停止することができる。
・本協会は、指定の取消し又は停止を行った取扱協会員の名称を
公表する。

・指定の取消後の又は停止期間に
おいても、取扱協会員として行っ
た業務に起因する義務及び責任
を負う。
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４．新規則の内容 ②

項目 規則の内容

検証及び審査
（第３条）

・取扱協会員は、投資勧誘を行う際には、有価証券等の特性やリスクの内容を把握し、投資勧誘を行うこ
とがふさわしいか否か及び投資勧誘を行う顧客の範囲について検証しなければならない。
・上記検証に際して、有価証券の区分に応じた審査を行わなければならない。

３．検証・審査

店頭有価証券 ・発行者及びその行う事業の実在性
・発行者の財務状況
・発行者の法令遵守状況を含めた社会性
・発行者の反社会的勢力への該当性、反社会的勢力との関係の有無及び反社会的勢力との関係排除への仕組
みとその運用状況
・当該取扱協会員と発行者との利害関係の状況
・当該店頭有価証券に投資するにあたってのリスク
・私募又は私募の取扱いを行う場合にあっては、事業計画の妥当性、資金使途の妥当性

投資証券等 ・資産の運用等に関する体制整備の状況
・発行者の法令遵守状況を含めた社会性
・発行者の反社会的勢力への該当性、反社会的勢力との関係の有無及び反社会的勢力との関係排除への仕組
みとその運用状況

○審査項目

※ 投資信託受益証券は、発行者である投資信託委託会社が金商法において投資運用業者として業登録され、法令や
自主規制規則により運用業者として厳格な法令遵守等が求められているため、審査対象としない。
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４．新規則の内容 ③

項目 規則の内容

発行者との反
社会的勢力排
除
（第４条、第５
条）

・取扱協会員は、投資勧誘を行う際、発行者との間で以下の事項について契約を締結しなければならない。
① 発行者が反社会的勢力でない旨
② ①が虚偽の場合は、取扱協会員の申出により契約が解除されること
③ 発行者が反社会的勢力に該当すると認められた場合は、取扱協会員の申出により契約が解除されること
・取扱協会員は、店頭有価証券等の発行者が反社会的勢力に該当すると認められた場合又は反社会的勢力
と関係があることが判明した場合は、投資勧誘を行ってはならない。

４．反社会的勢力排除

５．特定証券情報及び発行者情報

項目 規則の内容 備考

特定証券情報
の提供又は公
表（第６条）

・取扱協会員は、特定証券情報が相手方に提供又は公表され
ている場合に限り、投資勧誘を行うことができる。
・特定証券情報を訂正した場合、当初の特定証券情報と同じ方
法により提供又は公表する。
・取扱協会員は、発行者に特定証券情報の提供又は公表の方
法について説明を行い、当該方法を遵守させるよう努める。
※特定証券情報は、投資勧誘時の情報開示

・提供又は公表の方法は、書面又は電磁的
方法による提供若しくはウェブサイトでの
継続的な公表
・特定証券情報の様式は、次頁参照

発行者情報の
提供又は公表
（第７条）

・発行者情報を公表する場合の公表期間（原則１年間）につい
て規定する。
・取扱協会員は、発行者情報を自ら提供又は公表若しくは発行
者による提供又は公表を確認しなければならない。
※発行者情報は、保有者等に対する情報開示

・「提供又は公表の方法」、「訂正の場合の
取扱い」、「発行者の遵守」については、特
定証券情報と同じ
・発行者情報の様式は、次頁参照
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（参考）特定証券情報・発行者情報の記載項目

店頭有価証券 投資信託受益証券 投資証券等

【第一部 証券情報】
・新規発行有価証券（発行数、種類）
・取得勧誘の方法及び条件（発行価額の総
額、申込期間、資本組入額、取得勧誘の
委託契約の内容等）
・手取金の使途
・売付け有価証券（有価証券の種類、売付
け価額の総額等）
・売付けの条件（売付け価格、申込期間、
売付けの委託契約の内容等）
・事業等のリスク
【第二部 企業情報】
・企業の概況（沿革、事業内容等）、
・発行者の状況（株式等の状況、役員の状
況、コーポレートガバナンスの状況）
・経理の状況（貸借対照表等）
・株主の状況

【第一部 証券情報】
・ファンドの名称・受益証券の形態、
・信託金の限度額
・発行価格、申込手数料、申込単位、申
込期間、申込払込取扱場所、払込期日
・振替機関に関する事項
・その他
【第二部 ファンド情報】
・ファンドの性格（特色、仕組み）
・投資方針（投資対象、分配方針等）
・投資リスク
・手数料及び税金
・運用状況（運用資産、運用実績）
・申込・解約手続き等
・資産管理等の概要
・受益者の権利等
【第三部 委託会社等の概況】
・委託会社等の概況

【第一部 証券情報】
・投資法人の名称・形態
・発行数・発行価格等
・申込手数料、申込証拠金、申込期間、申込
単位、申込払込取扱場所、払込期日
・引受け等の概要
・振替機関に関する事項
・手取金の使途 等
【第二部 ファンド情報】
・投資法人の概況（投資法人の特色、仕組み、
機構、投資法人の出資総額、主要な投資主
の状況）
・投資方針（投資対象、分配方針等）
・投資リスク
・手数料及び税金
・申込・解約手続き等
・運用状況（投資資産、運用実績）
・管理及び運営の概要

特定証券情報（投資勧誘が行われるまでに提供又は公表）の記載項目

有価証券 記載項目

店頭有価証券 特定証券情報における【第二部 企業情報】と同じ

投資信託受益証券 特定証券情報における【第二部 ファンド情報】、【第三部 委託会社等の概況】と同じ

投資証券等 特定証券情報における【第二部 ファンド情報】と同じ

発行者情報（事業年度ごとに有価証券の保有者へ提供又は公表）の記載項目
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４．新規則の内容 ④

項目 規則の内容

投資勧誘の要件
（第８条）

・取扱協会員は、私募・私募の取扱い、特定投資家向け売付け勧誘等・特定投資家向け売付け勧誘
等の取扱いに係る金商法の要件を満たすことを確認した場合に限り、投資勧誘を行うことができる。

既存株主による売付け
に係る勧誘
（第９条）

・取扱協会員は、８条に基づく投資勧誘を行う場合、当該店頭有価証券等の保有顧客に対して売付
けに係る勧誘を行うことができる（金商法の要件を満たす必要あり）。

取引開始時の説明書の
交付及び確認書の徴求
（第10条）

・取扱協会員は、店頭有価証券等について初めて取引を行おうとするときは、顧客に対してリスクを
記載した説明書を交付し、リスクを説明する。
・取扱協会員は、顧客から、上記説明書の記載事項を理解し、顧客の判断と責任において取引を行
う旨の確認書を徴求する。

個別銘柄に係る説明書
の交付等（第11条）

・取扱協会員は、投資勧誘を行う際には、顧客に説明書を交付し、十分に説明しなければならない。

６．投資勧誘・取引方法

①想定する顧客の範囲
②損失が生じるリスクの内容
③換金・解約の条件
④種類株に係る重要な事項
⑤発行者情報の提供又は公表の方法
⑥その他必要と認める事項

勧誘時の個別銘柄に係る説明書
の記載内容（第11条）

取引開始時の説明書の交付・確認書の徴求（第10条）

取引開始時の説明書の交付・確認書の徴求義務

説明書交付の時期 初回のみ（有価証券の区分ごと）

説明書の記載事項 有価証券の区分ごとの一般的なリスク説明
・流通性が著しく低いこと
・株価算定に係るリスク
・投資金額が全く回収できないおそれがあること

確認書の徴求 説明書に記載された事項を理解し、当該顧客の
判断と責任において取引を行う旨の書面による
確認書の徴求
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４．新規則の内容 ⑤

項目 規則の内容

本協会への報告
（第15条）

・本規則に基づく取引状況について、本協会に報告しなければならない。（月次）

本協会による照会等
（第16条）

・本協会が必要があると認めた場合は、取扱協会員に対して照会、事情聴取又は資料の徴求を行
うことができる。
・取扱協会員は照会、事情聴取又は資料の徴求に応じなければならない。

電磁的方法による交付
等（第17条）

・第10条、第11条に規定する書面に代え、電磁的方法により提供することができる。

施行日 令和４年７月１日

７．雑則
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５．「外国証券の取引に関する規則」の一部改正

項目 規則の概要 備 考

対象有価証券 ・外国株券、外国新株予約権証券、外国新株
予約権付社債券、外国投資信託受益証券、
外国投資証券、外国新投資口予約権証券

・外国株券、クローズド・エンド型の外国投資信託受
益証券・外国投資証券については、発行国の法令
整備、監督官庁の存在等の要件を満たしているも
のに限定

新規則の準用
（第49条）

・外国有価証券の特定投資家に対する投資
勧誘等について新規則を準用する。

・「取扱協会員」、「検証」、「反社会的勢力排除」、
「特定証券情報等」、「投資勧誘・取引方法」、「雑
則」について準用

発行者等に対する審
査（第50条）

・対象有価証券の区分ごとに審査項目を定め
る。

・審査項目は下表のとおり

特定証券情報及び発
行者情報（第51条）

・外国有価証券の特定証券情報及び発行者
情報の様式を定める。

・国内様式に、発行者の属する国の会社法制度の概
要や外国為替管理制度等の外国有価証券に特有
の記載項目を追加

 外国株券等、外国投資信託、外国投資証券の特定投資家に対する投資勧誘については、新規則ではなく、「外国
証券の取引に関する規則」に規定する。

 国内有価証券を対象とした新規則を準用する規定及び外国証券の特性を踏まえた規定を下記のとおり設ける。

○審査項目

外国株券等 店頭有価証券と同様（７頁参照）

外国投資信託受益証券 最低純資産の額、保管場所の指定、借入れの制限、 同一法人の株式の取得制限、価格の透明性の確保、
不適切取引の禁止、経営者の変更、 買取方法の明確性

外国投資証券等 投資証券等の審査項目に加え、最低純資産の額、保管場所の指定、同一法人の株式の取得制限、自己証
券の取得禁止、不適切取引の禁止、経営者の変更、買取方法の明確性
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 株主コミュニティの取引は年々増加しているものの未だ活況とは言えず、その要因の一つとして運営会員による
株主コミュニティへの参加勧誘の可能な投資家の範囲が限定的となっている。

６．「株主コミュニティに関する規則」の一部改正

日証協非上場懇談会 規則改正案

参加勧誘規制の緩和
株主コミュニティの利活用を図る観点から、新たにリスク許容度
の高いと考えられる特定投資家に対して参加勧誘を認めることが
適当

・株主コミュニティへの参加に関する勧誘をできる者に「特定投資
家」を追加する。（第９条第１項）

参加勧誘規制の緩和
有価証券報告書等を発行している場合は、外部監査が実施され
ていることや既に広く情報が開示されることを踏まえ、流通性が制
限されているという制度趣旨を損なわない範囲で株主コミュニティ
への参加勧誘対象者を拡大することが適当

・株主コミュニティ銘柄が店頭取扱有価証券（有価証券報告書提
出会社又は会社内容説明書をウェブページに掲載している会社
に限る）の場合は、株主コミュニティ銘柄の発行者と協議のうえ、
株主コミュニティの組成のコンセプトに応じた参加対象顧客の属
性の顧客に参加勧誘を認める。（第９条第３項）
（例）コンセプト：株式を拡散せず、株主を地域の方に限定したい
⇒ 属性：発行者所在地と同じ地域に在住の顧客

投資勧誘規制の緩和
①株主コミュニティ銘柄の会社関係者等は、当該株主コミュニティ
銘柄をよく知っている者であることから、株主コミュニティへの参
加を取引の条件とした投資勧誘を可能とすることが適当
②既存株主が株主コミュニティ銘柄を運営会員を通じて売却する
場合については、株主コミュニティに参加せずとも投資勧誘を認
めることが適当

①株主コミュニティ銘柄の会社関係者等に該当する場合、株主コ
ミュニティに参加することを取得の条件として、投資勧誘を可能
とする。（第16条の３第１項第２号）

②株主コミュニティ銘柄の保有者に対して、当該銘柄の売付けに
係る投資勧誘を行うことができる。この場合、当該株主コミュニ
ティへの参加を要しない。（第16条の３第２項）

⇒ 下記のとおり、勧誘規制の緩和に係る制度改善策について提言
当該提言を踏まえ、「株主コミュニティに関する規則」を改正

非上場懇談会報告書より
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７．「店頭有価証券に関する規則」の一部改正

 店頭有価証券に関する規則第６条において、取得後２年間の譲渡禁止が定められており、下記２点のような弊
害があることから、譲渡禁止期間を撤廃することが適当。
① 取得後２年間の譲渡制限により、投資者の換金機会が奪われている
② ２年間の譲渡制限によって、店頭取扱有価証券のセカンダリー取引による換金機会が持てないという弊害

がある
 また、譲渡制限の撤廃により投資家の換金機会を確保し、本規定によって株式を発行した企業が株主コミュニ

ティを組成しやすくすることで本規定の利用を促す効果もあると考えられる。

⇒ ２年間の譲渡制限の撤廃により、投資者の換金機会確保を図るため、「店頭有価証券に関する規則」を改正

現行規則 規則改正案

現行規則第６条第１項
協会員は、店頭取扱有価証券…店頭取扱有価証券に譲渡制限を付すことを取得の条件として…投資勧誘を行う
ことができる。

下線部削除

現行規則第６条第２項
前項の譲渡制限は、当該店頭取扱有価証券の取引所金融商品市場への上場日の前日又はその取得の日以後
２年間を経過する日の前日のいずれか早い日まで、適格機関投資家以外に譲渡してはならない。（以下略）

削除

現行規則 規則改正案

現行規則第４条第２項第５号
前各号に掲げる者（適格機関投資家私募・私売出し、少人数私募・私売出しの相手方）以外の適格機関投資家
当該店頭有価証券の取引所金融商品市場への上場日の前日又はその取得の日以後２年間を経過する日の

前日のいずれか早い日まで、適格機関投資家以外の者に譲渡してはならない。（以下略）

削除

⇒店頭有価証券の適格機関投資家に対する投資勧誘における譲渡禁止期間（２年間）も併せて撤廃

非上場懇談会報告書より
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（参考）非上場株式等の取引制度の比較

プロ向け 一般投資家を含む幅広い投資家向け

適格機関投資家向け

投資勧誘

（店頭規則4条）

企業価値評価可能

な特定投資家への

投資勧誘

（店頭規則4条の2）

店頭有価証券等の

特定投資家に対する

投資勧誘 (新規則)

店頭取扱有価証券の

投資勧誘

(店頭規則6条)

株式投資型CF 株主コミュニティ

対象協会員 会員・特別会員 会員・特別会員 会員・特別会員 会員・特別会員 会員・特定業務会員 会員

対象商品 店頭有価証券 店頭有価証券
店頭有価証券・私募投

資信託・私募投資証券
店頭有価証券 株券・新株予約権証券 店頭有価証券

利用場面 プライマリー・セカンダリー プライマリーのみ プライマリー・セカンダリー

勧誘範囲 適格機関投資家

企業価値評価可能

な特定投資家（プロ

成り個人を除く）

特定投資家（プロ成り個

人を含む）
制限なし

インターネット上

（対象者に制限なし）

株主コミュニティの参加者

に対してのみ※

開示 ―
発行者に関する情

報の提供

特定証券情報及び

発行者情報

有価証券報告書又は

会社内容説明書等

発行者・募集に

関する情報等

会社法ベースの

企業情報等

譲渡

制限

適格機関投資家以外

の者への譲渡制限

少人数私募（49人以

下）の要件

特定投資家以外の者

への譲渡制限

２年間の譲渡制限

※今回改正で撤廃予定
― ―

その他

投資者が自らDD可

能であることの

表明・確約書を確認

※外国有価証券も対象

（外国証券規則で措置）

発行会社への

外部監査必須

金額制限あり

発行者:１億円未満

投資者:50万円以下

※運営会員が参加勧誘

できる対象者は、株主・

会社関係者等のみ

 既存の非上場株式等の取引制度と比較した新規則制定の意義
①リスク許容度高い特定投資家（プロ成り個人を含む）による、新規・成長企業への成長資金供給の促進に繋げる
②非上場株式や私募投資信託等の多様な商品に対する特定投資家の投資機会の創出
なお、企業価値評価可能は特定投資家への投資勧誘（店頭規則4条の2）は少人数私募の要件を満たすために勧誘人数が49人以下といった制
約があるが、新規則は、特定投資家私募であり勧誘人数に制限はない

「店頭有価証券」とは、国内で発行された非上場の株券、新株予約権証券、新株予約権付社債券をいう。
「私募投資信託」や「私募投資証券」は、店頭有価証券と異なり日証協規則で投資勧誘を原則禁止としていないが、特定投資家私募については店頭有価証券と同様に今回、投資勧誘を整備
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